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はじめに 
 
 
 電力線搬送通信は、電力を供給する電力線を伝送路として通信を行おうとするものである。しかしな

がら、電力線自身は通信を目的として敷設されたものではないため、これに通信信号を伝送させた場合、

電波が漏えいして無線利用に影響を及ぼす可能性がある。このため、電力線搬送通信は、これまでは

10kHz～450kHz の周波数帯を使用して、家庭内用インターホンや家電機器のリモコン操作等の低速の

データ伝送に利用されてきた。 
 
近年、情報通信インフラのブロードバンド化が進展していく中で、既存の電力線を使用することによ

り容易にネットワーク構築が可能な電力線搬送通信が注目され、高速の情報伝送を行うことが要望され

ている。このため、家電機器から発生する雑音の周波数特性や電力線の伝送特性を考慮して、2 MHz～
30MHz の周波数帯を使用して高速通信を行うことが検討されている。一方、この 2MHz～30MHz の周

波数帯は、航空通信、海上通信、短波放送、アマチュア無線、電波天文等に利用されており、電力線搬

送通信でこの周波数帯を使用する場合、漏えい電波を可能な限り低減させ、これらの無線利用との間で

共存を図る必要がある。 
 
 2MHz～30MHz を使用する高速の電力線搬送通信については、既に平成１４年に総務省において「電

力線搬送通信設備に関する研究会」が開催されており、各方面の関係者からのヒアリングや実環境での

実験が行われ、電力線搬送通信に使用する周波数帯を拡大した場合に、同じ周波数帯を既存の電波利用

と共存することができるか否かについて検討が行われた。その結果、 
 

「現在開発されているモデム及び現在の電力線の状況では、電力線搬送通信設備が航空管制   
や短波放送等の無線通信に対する有害な混信源となり得ることから、使用周波数帯を拡大   
することは困難である。しかし、今後モデムや電力線等において漏洩電界強度を大幅に低 
減する技術の開発が期待されることから、研究開発等を継続することが必要である。」 
 

「モデムの研究開発の促進、国際基準策定に必要なデータ取得等のため、実証実験を今後も 
実施する必要があり、そのための制度整備（研究開発目的の設備の許可制度）が必要であ 
る。」 

 
などの提言を内容とする報告書が取りまとめられた。これらの提言を受け、その後、漏えい電波低減技

術の開発が行われてきており、平成１６年３月からは屋内電力線の使用を中心とした実験によるデータ

取得も行われている。 
 
 本報告書は、このような状況を受け、高速電力線搬送通信と無線利用との共存の可能性及び共存条件

等について検討を行い、その結果を取りまとめたものである。 
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第１章 高速電力線搬送通信の概要 
 

1.1 高速電力線搬送通信 

 電力線搬送通信は、既存の電力線を使用することにより容易にネットワークを構築し、通信を行うこ

とができるものであるが、無線利用への影響を考慮し、現在のところ 10kHz～450kHz の周波数を使用す

ることが可能とされている。近年、この電力線搬送通信について、伝送可能な情報量を増大させた高速

電力線搬送通信を実現するため、使用可能な周波数を拡大（2MHz～30MHz を追加）することが要望され

ている。 

 本研究会においては、屋外配電系については平衡度が悪いことが懸念され、漏えい電波が十分に低減

できる目途が立っていない状況にあることから、屋内配電系を用いた高速電力線搬送通信を対象として

検討を行った。 

 

 
図 1-1 高速電力線搬送通信（屋内系） 

 

 
図 1-2 高速電力線搬送通信（アクセス系） 
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1.2 高速電力線搬送通信設備からの漏えい電波による影響 

 高速電力線搬送通信については、電力線から漏えいする電波が無線利用に影響を及ぼすことが懸念さ

れている。 

 

 
図 1-3 高速電力線搬送通信により懸念される影響 

 

1.3 漏えい電波低減技術の開発 

 総務省において、電力線搬送通信と無線通信との共用の可能性等について検討を行うため、平成 14

年に「電力線搬送通信設備に関する研究会」が開催された。同研究会では、ヒアリングや実環境実験の

結果から、「現時点においては、電力線搬送通信設備の使用周波数帯を拡大することは困難であるが、

今後、漏えい電波を大幅に低減するための技術の開発が期待されることから、研究開発等を継続するこ

とが必要」、「モデムの研究開発の促進、国際基準策定に必要なデータ取得等に必要な実験を実施するた

めに、研究開発目的の設備の許可制度を整備することが必要」などとする提言が取りまとめられた。 

 この提言を受け、平成 16 年 1 月に、漏えい電波低減に係る実験制度が導入され、平成 16 年 3 月から

屋内電力線の使用を中心とした実験によるデータ取得が行われている。 

 

 
図 1-4 各種漏えい電界低減技術概要 
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図 1-5 漏えい電界低減技術の効果（SS 方式）の例 

 

 

1.4 海外における高速電力線搬送通信の利用 

 米国において、屋内用として 14Mbps（物理層レベル）のモデムが民間で規格化・商品化されているが、

伝送速度が十分に出ないなどの状況もあり、次世代モデムを開発中である。また、アクセス系での利用

に関しては、平成 16 年 10 月に FCC ルールを改正し、使用禁止周波数帯の設定、特定周波数帯における

使用禁止地域の設定、データベースへの登録・公開、干渉申し立てへの対応などの事前・事後の規制を

導入している（数百 kbps～数 Mbps 程度のサービスの提供例がある。）。 

 欧州においては、2001 年 8 月に欧州委員会が標準化団体に対して技術仕様策定を指示しており、未だ

策定に至っていない状況にあるが、スペインやドイツにおいて、地中化率の高い屋外電力線による電力

線搬送通信がインターネット接続に利用されている（最大伝送速度は 1Mbps 程度）。 
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第２章 短波帯（2MHz～30MHz）の無線利用 
 

 短波帯（2MHz～30MHz）は、航空通信（遭難通信等を含む）、海上通信（遭難通信等を含む）、短波放

送、アマチュア無線、電波天文のほか、固定通信、移動通信、市民ラジオ、ラジオマイク、ラジコン、

ワイヤレスカード等の各種業務に使用されている。 

 

表 2-1 2MHz～30MHz の主な周波数割当て 
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表 2-2 周波数割当表（抜粋） 
国 内 分 配 （kHz）  国 内 分 配 （kHz） 国 内 分 配 （kHz） 

2000-2065  固定  7100-7200  アマチュア 19995-20010  標準周波数報時 

  海上移動    固定 20010-21000  固定 

  陸上移動    移動（航空移動（Ｒ）を除く。）   陸上移動 

2065-2107  海上移動  7200-7450  放送   海上移動 

2107-2170   固定  7450-8100  固定   航空移動（ＯＲ） 

  陸上移動    移動（航空移動（Ｒ）を除く。） 21000-21450  アマチュア 

  海上移動  8100-8195  固定   アマチュア衛星 

2170-2173.5  海上移動   海上移動 21450-21850  放送 

2173.5-2190.5  移動  8195-8815  海上移動 21850-21924  固定 

2190.5-2194  海上移動  8815-8965  航空移動（Ｒ） 21924-22000  航空移動（Ｒ） 

2194-2495  固定  8965-9040  航空移動（ＯＲ） 22000-22855  海上移動 

  陸上移動  9040-9400  固定 22855-23000  固定 

  海上移動  9400-9900  放送 23000-23200  固定 

2495-2501  標準周波数報時  9900-9995  固定   陸上移動 

2501-2502  標準周波数報時  9995-10003  標準周波数報時 23200-23350  固定 

  宇宙研究  10003-10005  標準周波数報時   航空移動（ＯＲ） 

2502-2505  標準周波数報時    宇宙研究 23350-24000  固定 

2505-2850  固定  10005-10100  航空移動（Ｒ）   陸上移動 

  陸上移動  10100-10150  アマチュア   海上移動 

  海上移動  10150-11175  固定 24000-24890  固定 

2850-3025  航空移動（Ｒ）    陸上移動   陸上移動 

3025-3155  航空移動（ＯＲ）    海上移動 24890-24990  アマチュア 

3155-3230  固定    航空移動（ＯＲ）   アマチュア衛星 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  11175-11275  航空移動（ＯＲ） 24990-25005  標準周波数報時 

3230-3400  固定  11275-11400  航空移動（Ｒ） 25005-25010  標準周波数報時 

  移動（航空移動を除く｡）  11400-11600  固定   宇宙研究 

3400-3500  航空移動（Ｒ）  11600-12100  放送 25010-25070  固定 

3500-3575  アマチュア  12100-12230  固定   陸上移動 

3575-3747  固定  12230-13200  海上移動   海上移動 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  13200-13260  航空移動（ＯＲ） 25070-25210  海上移動 

3747-3754  アマチュア  13260-13360  航空移動（Ｒ） 25210-25550  固定 

3754-3791  固定  13360-13410  固定   陸上移動 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）    電波天文   海上移動 

3791-3805  アマチュア  13410-13570  固定 25550-25670  電波天文 

3805-3900  固定    陸上移動 25670-26100  放送 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）    海上移動 26100-26175  海上移動 

3900-3950  航空移動    航空移動（ＯＲ） 26175-27500  固定 

  放送  13570-13870  放送  移動（航空移動を除く。） 

3950-4000  固定  13870-14000  固定 27.5-28 MHz 移動 

4000-4063  固定    陸上移動 28-29.7 MHz  アマチュア 

  海上移動    海上移動   アマチュア衛星 

4063-4438  海上移動    航空移動（ＯＲ） 29.7-37.5 MHz  移動 

4438-4650  固定  14000-14250  アマチュア  

  陸上移動    アマチュア衛星 ※ 下線は二次業務。脚注分配を除く。 

  海上移動  14250-14350  アマチュア   

4650-4700  航空移動（Ｒ）  14350-14990  固定   

4700-4750  航空移動（ＯＲ）    陸上移動   

4750-4995  固定    海上移動   

  陸上移動    航空移動（ＯＲ）   

4995-5003  標準周波数報時  14990-15005  標準周波数報時   

5003-5005  標準周波数報時  15005-15010  標準周波数報時   

  宇宙研究    宇宙研究   

5005-5060  固定  15010-15100  航空移動（ＯＲ）   

5060-5450  固定  15100-15800  放送   

  陸上移動  15800-16360  固定   

  海上移動  16360-17410  海上移動   

5450-5480  固定  17410-17480  固定   

  陸上移動  17480-17900  放送   

  航空移動（ＯＲ）  17900-17970  航空移動（Ｒ）   

5480-5680  航空移動（Ｒ）  17970-18030  航空移動（ＯＲ）   

5680-5730  航空移動（ＯＲ）  18030-18052  固定   

5730-5900  固定  18052-18068  宇宙研究   

  陸上移動  18068-18168  アマチュア   

  海上移動    アマチュア衛星   

  航空移動（ＯＲ）  18168-18780  固定   

5900-6200  放送  18780-18900  海上移動   

6200-6525  海上移動  18900-19020  放送   

6525-6685  航空移動（Ｒ）  19020-19680  固定   

6685-6765  航空移動（ＯＲ）  19680-19800  海上移動   

6765-7000  固定  19800-19990  固定   

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）  19990-19995  標準周波数報時   

7000-7100  アマチュア    宇宙研究   

  アマチュア衛星      
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第３章 無線局等の受信点での信号波強度 
 

 短波帯を利用する高速電力線搬送通信からの妨害波の許容値を検討するに当たっては、この周波数帯

を利用する既存の無線局等の受信点での信号波強度や周囲雑音強度を参考にする必要がある。このため

以下では、本研究会および平成 14 年度「電力線搬送通信設備に関する研究会」に提出された資料をも

とに、各種無線局等の受信点での信号波強度や周囲雑音レベルを考察する。 
 
 
3.1 無線局等の受信機の感度等 

 2MHz-30MHz 帯の無線局等の受信設備の感度等に関し、本研究会および平成 14 年度の研究会において

各種団体から提出された資料に記載されている値を抜粋して表 3-1 に示す。 

 
表 3-1 無線局等の感度等 

周波数 無線局等 受信機感度等 Vr 条件・根拠 備考 

1.6MHz～26MHz MF/HF 無線設備 

(DSC, 無線電

話, NBDP) 

 

DSC, NBDP  

1μV 

 (0dBμV) 

 

無線電話 

6μV 

(16dBμV) 

DSC, NBDP 

無線設備規則第 40 条

の 7 

（文字誤り率 1%以下） 

無線電話 

SINAD=20dB   

ヒ 3-3 

(日本船主協会)

 

DSC:デジタル選

択呼出し装置 

NBDP:狭帯域直接

印刷電信装置）

 

27MHz 

MF/HF 無線設備 

沿岸小型船舶通

信 

DSB 

10μV 

(20dBμV) 

 

SSB 

3μV 

(10dBμV) 

技適証明規則 ヒ 3-9 

（日本無線） 

4MHz, 8MHz, 

13MHz/12MHz, 

17MHz/16MHz, 

22MHz 

海上移動業務 3μV 

(10dBμV) 

SINAD=20dB   

無線設備規則第 57 条 

ヒ 4-5  

(KDDI) 

 

8MHz/11MHz 航空管制等 1μV 

(0dBμV) 

SSB:S/N=10dB    

AM:S/N=6dB 

 

ヒ 4-4 

（定期航空協会）

2MHz～22MHz  国際対空通信業

務 

3μV 

(10dBμV) 

S/N=20 dB 

(b=3 kHz 3dB 帯域幅) 

ヒ 6-3 

(国土交通省航空

局) 

 

3.9MHz, 

6.0MHz/6.1MHz, 

9.5MHz/9.7MHz, 

短波放送受信 受信機雑音 

等価電界強度 

4dBμV/m 

 

 

ITU-R WP1A/46E(May, 

2004) 

 

研究会資料 3-3 

(日経ラジオ) 

3.5MHz,3.8MHz, 

7MHz,10MHz, 

14MHz,18MHz, 

21MHz,25MHz, 

28MHz 

アマチュア無線 (-16 dBμV 

 ～ -21dBμV) 

S/N=10 dB 

(b=2.4 kHz 6dB 帯域

幅) 

ヒ 5-4 

(日本アマチュア

無線機器工業会)
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同上 同上 (-10 dBμV 

 ～ 6dBμV) 

S/N=10 dB ヒ 3-9 

（日本無線） 

13.385 MHz 

(Δf = 50 kHz) 
25.610 MHz 

(Δf = 120 kHz) 

電波天文 電力束密度 

(dB(W/m2)) 

-191 (@13 MHz) 

-189 (@25 MHz) 

ITU-R RA.769-2 

検出可能な受信レベル

の最小変化に相当 

（積分時間:2000s） 

 

 ※ 備考欄の「ヒ」は、平成 14 年度の研究会のヒアリングＷＧ資料を表す。 

 
 なお、電波天文については、目安として、ITU-R RA.769-2 から検出可能な受信レベルの最小変化 ΔP
Δf に相当する電力束密度を求めている。この値は観測用受信機の積分機能によって得られるもので、

通常の通信設備の受信感度とは異なる。 
 

 また、この他に電離層定常観測(1MHz～30MHz)や短波電離層ドップラ観測(5MHz /8MHz)、さらには短

波海洋レーダ(5.2MHz～42MHz)等の実験局が運用されている。それらの受信電界強度 Es は 1μV/m～2μ

V/m(S/N=10dB)程度とされている。 

 

 

3.2 周囲雑音のレベル 

 周囲雑音には、空電等による自然雑音と、人間の活動に伴う人工雑音が存在するが、2MHz～30MHz の

周波数帯では、人工雑音が継続的でかつ顕著である。このため、ITU-R 勧告 P.372-8 に基づいて、人工

雑音による雑音指数 Fa(dB)の周波数特性を図 3-1 に示す。 
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図 3-1  人工雑音の周波数特性（ITU-R P.372-8） 

 

 これを、式で表すと 

 

Fa = c – d*log (f)      (3.1) 

となる。ここで、f:周波数(MHz)であり、定数の c, d は表 3-2 のように与えられている。 

 

表 3-2 各環境における雑音パラメータ 

環境の分類 c d 

商業環境(Business) 76.8 27.7 

住宅環境(Residential) 72.5 27.7 

田園環境(Rural) 67.2 27.7 

極めて雑音の少ない環境

(Quiet Rural) 
53.6 28.6 

 

 これらのデータより、人工雑音の電磁界強度(中央値)は以下の通り計算できる。 

Business 
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  En = Fa+20 log f MHz + B - 95.5 dBμV/m        (3.2) 

  B = 10*log(b)  b:等価雑音帯域幅(Hz)    (3.3) 

 

 例えば b=10kHz の時、B=40 であるから、上式は 

 

商業環境   En = 21.3 - 7.7*log(f MHz) dB⎧V/m    (3.4) 

住宅環境   En = 17.0 - 7.7*log(f MHz) dB⎧V/m    (3.5) 

田園環境   En = 11.7 - 7.7*log(f MHz) dB⎧V/m    (3.6) 

極めて雑音の少ない環境 En = -1.9 - 8.6*log(f MHz) dB⎧V/m    (3.7) 

 

 となる。これを計算すると表 3-3 のようになる。 

 なお、b=9kHz の時は、B=39.5 となるから、上式から 0.5dB を減ずれば良い。 

 

表 3-3 2MHz～30MHz 帯の外来雑音指数と等価電界強度(ITU-R P.372-8) 

外来雑音指数 Fa  (dB) 

等価雑音電界強度 En 

(dB⎧V/m、()内は⎧V/m) 
(b=10kHz) 

 

2MHz 3MHz 10MHz 30MHz 2MHz 3MHz 10MHz 30MHz 

商業環境 68.5 63.6 49.1 35.9 
19.0 

(8.9) 

17.6 

(7.6) 

13.6 

(4.8) 

9.9 

(3.1) 

住宅環境 64.2 59.3 44.8 31.6 
14.7 

(5.4) 

13.3 

(4.6) 

9.3 

(2.9) 

5.6 

(1.9) 

田園環境 58.9 54.0 39.5 26.3 
9.4 

(2.9) 

8.0 

(2.5) 

4.0 

(1.6) 

-0.3 

(1.0) 

極めて雑音の

少ない環境 
45.0 40.0 25.0 11.4 

-4.5 

(0.6) 

-6.0 

(0.5) 

-10.5 

(0.3 ) 

-14.6 

(0.2) 

 

 

 なお、今回の研究会に提出された雑音レベルの測定例は以下のとおりである。 

 

(1)研究会資料 1-4 の実測例 

 都市部（準工業地域、住居地域）及び郊外（住居地域）で環境雑音を測定した結果、2MHz～30MHz

の範囲内の平均値が約 40dB⎧V/m であることが紹介されている。測定条件は、RBW=10kHz、peak 検波

（30 秒の Maxhold）、測定アンテナはループアンテナ（アンテナ高は 1m）である。ただし、検波方

式が異なるので ITU-R P.372-8 との直接的な比較は困難である。 

 

(2)研究会資料 2-3 で提案されているモデル式及び実測例 

 人工雑音は電力消費密度に比例すると仮定し、1971 年における米国の電力消費密度と 2000 年に

おける我が国の電力消費密度の比を用いて、ITU-R P.372-8 の人工雑音を修正した下記のモデル式

(b=9kHz)を提案している。 

高雑音地域 En = 26.8-7.7*log(fMHz) dB⎧V/m         (3.8) 

24.5dBμV/m ～ 15.4dB⎧V/m ＠ 2-30 MHz 

中雑音地域 En = 24.8-7.7*log(fMHz)  dBμV/m         (3.9) 

22.5dBμV/m ～ 13.4dB⎧V/m ＠ 2-30 MHz 

低雑音地域 En = 21.2-7.7*log(fMHz)  dB⎧V/m          (3.10) 

18.9dBμV/m ～ 9.8dB⎧V/m ＠ 2-30 MHz 

 例えば、高雑音地域のモデル式を上に示す ITU-R P.372-8 の商業環境のモデル式と比較すると前

者が 5.5 dB 高い。また、中雑音地域は住宅環境に比べて 7.8dB、低雑音地域は田園環境に比べて
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9.5dB、高いレベルとなっている。 

 なお、研究会資料 2-3 では、b=10kHz、アクティブループ(AF=約 10dB)、アンテナ高（ループ下辺）

1m を用いて実測を行い、その結果から上記のモデル式が実態値と概ね一致したと報告している。 

 

(3)研究会資料 8-10 の実測例 

 半波長ダイポール、地上高 50 m、周波数 6.996 MHz、RBW(-6 dB)=2.7kHz、での測定結果で-4.7dB⎧V/m
～0.3dB⎧V/m としているが、アンテナ特性を再検討する必要があるとしている。この測定結果を

RBW(-3 dB)=10kHz に帯域幅換算 (10 log(10/2.7)=5.7dB を加算) すると、約 1dB⎧V/m～6dB⎧V/m と

なる。ITU P.372-8 モデルで 7MHz とすると 5.2dB⎧V/m (田園環境)～14.8dB⎧V/m (商業環境)となり、

実測結果のほうが低い値となっているが、これは測定アンテナの高さが大きく異なること（ITU 

P.372-8 では 2m 高/2m 長の垂直モノポールアンテナ使用）が影響していると考えられる。 

 

3.3 無線局等の受信点での信号波電界強度 

 3.1 で示した無線局等のうち、代表的なものに対して、受信感度に対応する信号波電界強度 Es の導

出を試みる。図 3-2 に受信機の等価回路モデルを示す。表 3-1 の規定感度は受信機入力端のレベル Vr

であるが、理想的な整合状態で、かつ伝送線路の損失を無視すれば、この値はアンテナの開放端電圧 heE 

（he：アンテナ実効長）の半分に相当するものと考えられる。したがって、入射電界強度 Es は 

 

     Es = 2 Vr / he       (3.11) 

 

で、求められる。ただし、この式は整合回路や伝送系等に大きく依存する。 

 

 
 

図 3-2 受信機の等価モデル 
 
 

ところで、固定・移動の通信業務では通常、波長に見合ったアンテナを使用するため、ここでは、簡単

のためアンテナをλ/4（λ：波長）の垂直モノポールアンテナと仮定すると、その実効長はλ/(2π)とな

る。この場合、(3.11)式は 
 
 Es = 4πVr /λ        (3.12) 

 

となる。ここで、λ= 300 / fMHzの関係を用い、さらに dB 表現にすると 

 

 Es [dB⎧V/m] = Vr [dB⎧V] + k [dB/m]     (3.13) 

        k = 20 log(fMHz) – 27.6      (3.14) 

 

と書ける。2MHz, 5MHz,10MHz,15MHz,30MHz において k値はそれぞれ、-22dB/m, -14dB/m, -8dB/m, -4dB/m, 

2dB/m 程度となる。 
 

 
 
整合回路 
及び 
伝送系 

アンテナ誘起電

圧(heEs) 

Va

アンテナ 受信機 

入射電界強度 
(Es) 

Za
Zr Vr

アンテナ・ 
インピーダンス 

受信機入力 
インピーダンス 
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 以上の考察から、表 3-1 の受信機感度 Vr に対応する信号波電界強度 Es を計算した結果を表 3-3 に示

す。ただし、短波放送や電波天文においては、ITU-R 等の規定の値を記した。また、参考までに周囲雑

音レベル(ITU-R P.372-8, 田園環境及び商業環境等)の代表値についても記載した。 
 

表 3-4 無線局等の受信機感度相当の信号波電界強度等 

無線業務等 周波数帯 
受信機感度 Vr 

(μV) 

無線局等の受信機感

度相当の信号波 

電界強度 Es 

(dBμV/m) 

b=10kHz 相当 

周囲雑音 En 

(dBμV/m) 

b=10kHz 相当 

（注） 

2MHz～10MHz 1μV , 3μV , 6μV -14～2 
田園環境：6 

商業環境：16 航空・海上等 

一般無線 
10MHz ～30MHz 

1μV , 3μV , 6μV, 

10μV 
-4～16 

田園環境：3 

商業環境：12 

2MHz～10MHz 
-19+7 dBμV 

（帯域幅換算） 
-25 

田園環境：6 

商業環境：16 
アマチュア無線 

10MHz ～30MHz 
-19+7 dμV 

（帯域幅換算） 
-16 

田園環境：3 

商業環境：12 

2MHz～10MHz - 4 
田園環境：6 

商業環境：16 
短波放送 

10MHz ～30MHz - 4 
田園環境：3 

商業環境：12 

電波天文 

 

 

 

 

 

 

13.385 MHz  

(Δf = 50 kHz) 
 

25.610 MHz 

(Δf = 120 kHz) 

検出可能な受信レ

ベルの最小変化に

相当する電力束密

度：Pfd (dB(W/m2))

 

-191 (@13 MHz) 

 

 

-189 (@25 MHz) 

 

 

（Pfd から換算） 

 

 

-45 (@13 MHz) 

 

 

-43 (@25 MHz) 

田園環境： 

10 (@13 MHz) 

(b=50 kHz 相当)

12 (@25 MHz) 

(b=120 kHz 相当)

 

極めて雑音の少

ない環境： 

-5 (@13 MHz) 

(b=50 kHz 相当)

-3 (@25 MHz) 

(b=120 kHz 相当)

（注） 代表値として、周波数 5MHz 及び 15MHz の値を示す。 

 
 以上の結果をまとめると、各無線局等の受信機感度相当の信号波電界強度は、 

一般の無線局（音声）は –14dB⎧V/m～16 dB⎧V/m 程度 
短波放送は 4 dB⎧V/m 程度 
アマチュア無線局はこれより低く –25dB⎧V/m～–16 dB⎧V/m 程度 
電波天文の検出可能な最小変化レベルはさらに低く  –44 dB⎧V/m 程度 

であると言える。一方、ITU-R P.372-8 によれば、この周波数帯の周囲雑音は、田園環境において 0 
dB⎧V/m～10 dB⎧V/m (10kHz)程度である。 
 
 したがって、周囲雑音は一般の無線局の感度レベルと同程度か、それより高くなることもあると考え

られる。また、短波放送、電波天文、アマチュア無線局の受信設備の感度レベルよりは、周囲雑音が相

当高いことが分かる。したがって、周囲雑音によって多くの無線設備の受信性能が制限されていること

が解る。 
 
 なお、上記の周囲雑音レベルは 1970 年代に測定されたもので、近年はこれらの値より相当上昇して

いるものと予想される（研究会資料 2-3）。 
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第 4 章 妨害波の発生 
 
4.1 概要 
 一般に電磁界は、電流が流れることによって発生する。図 4-1 は携帯電話や送信機から線条アンテナ

に高周波電流を流すことで電波(通信用に使われる電磁波)の出る様子を模式的に表した図である。 
 必要な信号の電波を作り出すために、アンテナでは電流が効率良く電磁界を発生するようにアンテナ

長が決められる。この電流はアンテナ電流と呼ばれる一方通行的に流れる電流である。また、アンテナ

の配置によって発生する電界、磁界の方向が異なる。 
 

 
電界

磁界

電波(電磁波)

電流

電界

磁界

電波(電磁波)

電流

電界

磁界

電波(電磁波)

電流

電界

磁界

電波(電磁波)

電流

 
 

図 4-1 アンテナを流れる高周波電流が電磁界を作る様子 
 
 

 高速電力線搬送通信では通信路として屋内配線を使用する。2 本の線路から成る電力線に高周波信号

を流すと、往復的(逆相)に流れる電流成分と一方向(同相)に流れる電流成分が発生する。この一方向に流

れる電流はアンテナ電流と同じであるので、この電流が流れると電磁波が放射されることになり、電力

線からの漏えい電磁界を発生することになる。しかし、アンテナのように効率が良いわけではない。 
 
4.2 電力線に流れる電流 
 電力線のような 2 本線路に高周波信号を流したときに流れる電流成分のうち、往復に流れる成分をデ

ィファレンシャルモード電流と呼び、一方向に流れる成分をコモンモード電流と呼ぶ。電力線を流れる

電流はこのふたつの成分に分解することができる。  
 電力線を流れる各モード電流が作る電磁界を遠方で考えると、図 4-2 のように考えることができる。

それぞれの線を流れるディファレンシャルモード電流が作る電磁界は、反対方向の電磁界を作るので、

合成すると打ち消しあうように働く。電力線を構成する 2 本の線路間隔は非常に接近しているので合成

電磁界はほとんど０となる。このため、ディファレンシャルモード電流が大きくても、この成分が作る

電磁界は結果的に非常に小さいレベルとなる。これに対し、コモンモード電流が作る電磁界は、同じ方

向であるために強め合う方向に加算される。この結果、コモンモード電流は小さくても大きな電磁界を

発生することになる。したがって、高速電力線搬送通信においては、電力線に流れるコモンモード電流

の大きさを知ることが重要であり、これを見積もることが電力線から漏えいする電磁界レベルを評価す

ることにつながる。 
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図 4-2 ディファレンシャルモード電流とコモンモード電流 
 
 
4.3 コンセントでの評価 
 高速電力線搬送通信のための機器（以下「PLC 機器」という。）が電力線に接続されると、電力線を

流れる高周波信号のうち一部がコモンモード電流成分に変換される。このコモンモード電流を評価する

必要がある。しかし、建築物内に張り巡らされた配線を、コモンモード電流がどのように流れているか

を直接測定することは不可能である。可能なことはコンセント端子で電気的パラメータを測定すること

である。 
 

 

 
 

図 4-3 コモンモード電流はコンセントに接続した PLC 機器により発生 
 

 コンセント端子に流れ込むコモンモード電流は、PLC 機器が接続されたときに発生するコンセントで

のコモンモード電圧とコモンモードインピーダンス(直流での抵抗に対応)がわかれば求めることができ

るが、メーカによって異なる仕様の PLC 機器をあらかじめ考慮することはできない。しかし、コモン

モード電流を予測するためにはある種のパラメータを測定すれば可能となる。これらのパラメータは、

コンセント毎に、建築物内の電気製品の使用状況、周波数によっても異なる。このために多くのサンプ

ルでパラメータを測定し集計することによってどの程度の範囲にあるかを予測することが可能となる。

このパラメータ値から PLC 機器を接続したときにコモンモード電流がどの程度誘導されるかが予測で

きることになる。 
 
4.4 コモンモード電流を知るためのパラメータ 
4.4.1 LCL(縦電圧変換損) 

 電力線において、コモンモード電流成分は PLC 機器のディファレンシャルモード電圧から変換され

る。ディファレンシャルモード成分からコモンモード成分へ変換される要因は、電力線が物理的、電気

的にバランスが取れていないことが主因である。この非平衡の状態(平衡度)を評価する尺度として

LCL(Longitudinal Conversion Loss：縦電圧変換損)がある。 

電源線コンセント 
コモンモード電流 

ディファレンシャルモード電圧 

ＰＬＣ機器 
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 図 4-4 は、通信線路の LCL を定義する回路図である。この回路図を PLC 機器に適用した場合、被測

定物(UT)とはコンセント端子から見た電力線回路を意味し、コモンモード電圧源 ECM によって誘導さ

れるディファレンシャルモード電圧 VDMがどれだけ発生するかを測定するものである。 
 

 

 
 

図 4-4 LCL の定義 
 
 
4.4.2 CMZ(コモンモードインピーダンス)と DMZ(ディファレンシャルモードインピーダンス) 
 建築物内の電力線の電気的性質を評価するには、配線網の中で測定を実施することが不可能であるた

め、コンセント端子だけのパラメータから予測、評価しなければならない。コンセント端子で測定でき

るパラメータには、上述の LCL の他に、CMZ(コモンモードインピーダンス)と DMZ（ディファレンシ

ャルモードインピーダンス）がある。 
 

 

 
 

図 4-5 コンセント端子から電力線を見込んだ T 型等価回路 
 

 いま、コンセント端子から配線網を見込んだ回路を図 4-5 のように T 型回路で表現したとき、DMZ 
(ZDM)と CMZ (ZCM)は図中の式で与えられる。この回路において、電力線の平衡度が悪い原因は Z1と Z2

が等しくないことに因るものであり、このために PLC 機器のディファレンシャルモード電圧がコンセ

ントにコモンモード電流を誘起する原因となる。 
 
4.4.3 LCL と DMZ、CMZ の関係 
 図 4-5 に示した等価回路の素子は 3 個であるので、上記に示した 3 つのパラメータ間にはある関係が

存在する。図 4-4 で与えた LCL の測定回路をコンセント端子で測定するとする。図 4-4 の UT（被測定

物）を図 4-5 に示した等価回路とし、そこに用いた素子で LCL(真数表現を k とする)を求めると、 
 

     （１） 
 

 となる。ここで R＝100Ωであり、R2は図４の R/4＝25Ωである。また、δは 
 

（被測定物）
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（２） 

であり、係数は次式である。 
 

（３） 

 
 
 
 

（４） 

 式（１）中の（Z1－Z2）はδで表現可能であるが後述のコモンモード電流との関係を明らかにするた

めに未変換である。これが０でないことが、平衡度を悪くしている原因である。 
 
4.5 LCL、DMZ、CMZ の実測値 
 日本の建築物における LCL と CMZ、DMZ の実測値を、図 4-6、図 4-7 及び図 4-8 に頻度分布と累積

分布特性として示す(研究会資料 8-5)。このデータは、関西地区 39、関東地区 23 の建築物の、それぞれ

271個と 216個の総計 487個のコンセントにおいて周波数を変化させて測定したものを合計して処理し

た結果である。これらの結果から、日本の建築物における LCL および各モードのインピーダンス値は

広範囲に分布していることが理解できる。LCL の平均値は約 35.5dB、CMZ の平均値は 240.1Ω、DMZ
の平均値は約 83.4Ωと読み取れる。 
 

下段の値以上

となる割合(%) 99 98 97 96 95 94 93 92 91 90 80 

LCL(dB) 15.70 17.57 18.97 20.05 20.92 21.69 22.38 23.02 23.60 24.09 27.69
   

図 4-6 LCL 実測値（頻度分布と累積分布特性） 
 

 35.5〔dB〕 

 27.7〔dB〕 

24.1〔dB〕 

ヒストグラム LCL ［全体］ 
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頻度 

累積 

0
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累
積
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図 4-7 CMZ の頻度分布と累積分布特性 
 
 

図 4-8 DMZ の頻度分布と累積分布特性 
 

240.1Ω 

87.1Ω 

61.7Ω 

ヒストグラム CＭＺ ［全体］ 
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4.6 コモンモード電流 
 PLC 機器が電源コンセントに接続された等価回路を図 4-9 に示す。 
 

 
 

R5

Ed1

R4

R3

Ed2
+

-

-

+

Z11 Z12

Z21 Z22

電源
コンセントR5

Ed1

R4

R3

Ed2
+

-

-

+

Z11 Z12

Z21 Z22

電源
コンセント

 
 

図 4-9 PLC 機器が電源コンセントに接続されたモデル 
 

 図 4-9 において、PLC 機器の電圧（ディファレンシャルモード電圧）は EDMであり、その内部イン

ピーダンスは T 型で表現されている。この PLC 機器が電源コンセントに接続されると、PLC 機器の信

号電源自体の平衡が取れていないとすれば、内部インピーダンス RCM をもつコモンモード電圧 ECM が

必然的に発生する。 
 
 コンセントに誘導されるコモンモード電流を求めると、次のようになる。 

                                 (５) 
 
 
 この式において、分子第１項は PLC 機器の平衡がくずれているときに発生する成分を表し、第２項

が電力線の非平衡状態によって発生する成分を表している。 
 PLC 機器の平衡度が高いとすると、コモンモード電流は、式（５）の分子が第２項だけで近似できる。

誘導されるコモンモード電圧 VCMとコモンモード電流は LCL( k )を用いて 
 

                                      (６) 
 
 

                                    (７) 
 
 
となる。小文字で与えたパラメータは、式（４）で与えたものの他は以下のとおりである。 

 
(８) 
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4.7 CMZ と DMZ に対するコモンモード電流の変化 
 図 4-10 は、PLC 機器の内部インピーダンスを R_DM=50Ω、R_CM=500Ωとしたとき、PLC 機器の

ディファレンシャルモード電圧で規格化したコンセント端子に誘導されるコモンモード電流を、デシベ

ル表現したものである。LCL は 20dB と設定している。パラメータはコンセント端子の DMZ であり、

30Ωから 150Ωの値で変化させた。この図から、コモンモード電流はこの例では 64±２dBμA/V の範

囲にあり、CMZ と DMZ の変化に対してその変化は少ないことがわかる。 
 

 

 
図 4-10 CMZ 対コモンモード電流特性例： 

PLC 機器が RDM=50Ω、RCM=500Ω、コンセントの LCL＝20dB のとき 
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4.8 LCL に対するコモンモード電流の変化 
 式(６)から、コンセント端子に誘導されるコモンモード電流は LCL（k）に逆比例することがわかる。

図 4-11 は、LCL の変化に対するコモンモード電流特性の計算例である。ここでは PLC 機器の内部抵抗

を RDM＝50Ω、RCM＝500Ωとし、コンセントのインピーダンスが ZDM=100Ω、ZCM=25Ωのとき、

ZDM=100Ω、ZCM=150Ωのとき、ZDM=83Ω、ZCM=240Ωのときを比較している。 
 この結果からは、LCL が 20dB 以上の範囲では直線的に変化していること、及び、用いた DMZ と

CMZ の条件では変化が小さいことが理解できる。 
 

 

 
図 4-11 LCL の変化に対するコモンモード電流特性 

  PLC 機器の内部抵抗 ： RDM＝50Ω、RCM＝500Ω 
  コンセントの条件 ： ZDM=100Ω、ZCM=25Ω（実線） 
      Z DM =100Ω、Z CM =150Ω（破線） 
      Z DM =83Ω、Z CM =240Ω（点線） 
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[1] 上 芳夫、“高速電力線搬送通信における屋内電源コンセントの等価表現とコモンモード電流、”電

子情報通信学会技術研究報告、EMCJ2005－71、2005 年 9 月． 
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第５章 妨害波の電波伝搬 
 
5.1 電力線近傍の電界分布 

 通信線と異なり、電力線には多数の分岐が存在しているため、それが電界分布に及ぼす影響を明確に

する必要がある。本節では、図 5-１に示すような単純化された電力線モデルに対する電界分布を、オー

プンサイトによる実験とモーメント法によるシミュレーションの両面から検討した。電力線の分岐を平

衡度という観点から分類すると、電力線を構成する２本の線の長さが等しいコンセント分岐と、それら

の長さが異なる照明用のスイッチ分岐に分類される。図 5-１のモデルでは、それらの分岐が一つずつ含

まれている。実際の実験では、全く分岐を含まない「無分岐」、コンセント分岐のみを接続した「１分

岐」、１分岐にスイッチ分岐を接続した「２分岐」の３つのパターンで電界を測定している。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-１ 単純化された電力線モデルの構成 
 
 
 実験では測定設備の制約により、半分に縮尺したモデルを構成して、電界を測定しているため、シミ

ュレーションに対しても実験と同様に半分に縮尺したモデルで計算している。図 5-１のモデルをオープ

ンサイトのターンテーブル上に構成して電界を測定した状態を図 5-２に示す。受信アンテナは、モデル

の中心から 12m に位置に設置して電界を測定した。しかし、ターンテーブル上のモデルは半分の縮尺

モデルのため、図 5-１の構成では、24m の位置での電界を測定しているのと等価である。 
 

 
 

12m

高さ1m, 4m
(ループアンテナは1mのみ)

０°

信号印加

遠端接地

照明分岐線

コンセント分岐線

基幹線

 
 

図 5-２ 電界測定時のモデルと受信アンテナの関係 
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5.1.1 測定値と計算値の関係 
 受信アンテナとしてループアンテナを使用し、無分岐のモデルを３０度ごとに回転した場合の電界角

度分布を図 5-3 に示す。計算も図 5-2 と同じ配置条件で行っており、１度ごとに計算した結果を図 5-3
に示した。ループアンテナでは磁界を測定しており、それに空間インピーダンスをかけて等価電界強度

値に変換しているため、計算でも同様の手法で電界強度値を求めた。また、磁界にはｘ、ｙ、ｚの３軸

成分があるが、図 5-3 では、３軸をベクトル合成したものを示した。周波数に関しては、図 5-1 に変換

した周波数で示しているが、ループアンテナで実際に測定した周波数は、3.5MHz の時は 7MHz で測定

しており、14MHz の時は 28MHz で測定している。両方の周波数とも、測定値と計算値は良く一致し

ている。角度分布でみると、3.5MHz では等方的であるのに対し、14MHz ではダイポールのような指

向性になっている。 
 ループアンテナでは、周波数 30MHz、すなわち変換周波数 15MHz までしか測定できないため、そ

れ以上の周波数に対しては、トリログアンテナを使用した。測定結果を図 5-3(b)に示す。計算値の方が

10dB ほど大きくなっているが、その原因としてはグランドプレーンの導電率が考えられる。計算では、

完全導体としているが、実際にはグランドプレーンとして鉄板を使用しており、その表面が若干錆びて

いるため、測定値が計算値より小さな値になった可能性がある。もう一つの原因としては、受信アンテ

ナのアンテナファクタが考えられる。今回使用した受信アンテナは２ｍの高さでアンテナファクタを求

めているが、それを１ｍの高さで測定すると、測定値が数 dB 小さく出る傾向がある。いずれにしても、

絶対値では計算と測定で差はあるが、周波数の変化に対する傾向はとらえているものと考えられる。周

波数が高くなると、電界のレベルが大きくなり、かつ、角度分布が非常に複雑になっているのがわかる。

ループアンテナでは、14MHz になると、９０度の方向、すなわち、電力線の伝搬方向に指向性が鋭く

なっている。トリログアンテナについては、水平偏波と垂直偏波の両方をプロットしたが、計算値と測

定値の両方とも、最大値を示す角度では、約 15dB ほど垂直偏波の方が水平偏波より高い。 
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(a) ループアンテナ (b) トリログアンテナ 
図 5-3 電界の角度分布 

 
 図 5-3 の角度分布で最大値を示す電界をその周波数の電界として、電界の周波数依存性を測定した結

果を図 5-4 に示す。(a)がループアンテナの測定値で、(b)がトリログアンテナの測定値に対応している。

図 5-4(a)で、測定値の下にある線は、オープンサイトにおける放送波等のアンビエントや妨害波測定器

のノイズレベルを示している。(a)、(b)共にうねるような周波数特性になっているが、その周期が測定

値で短くなっている。この原因としては、モーメント法では、電力線の周囲にある絶縁材料の誘電率を

考慮することができないために発生しており、計算方法の原理上止むおう得ないものと考えられる。図

5-4 の結果より、周波数特性の測定値と計算値の関係は、図 5-3 の角度分布と同様に、ループアンテナ

では比較的一致しているが、トリログアンテナでは 10dB 程度計算値が大きくなっている。また、全て

の周波数にわたって、水平偏波の方が垂直偏波より 15dB ほど電界レベルが小さくなっていることがわ
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かる。 
 本検討では、測定と計算の両方を行っているが、図 5-3 と図 5-4 の結果から、両者の傾向が一致して

いるため、以下では、計算値をベースとする。 
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(a) ループアンテナ (b) トリログアンテナ 
図 5-4 電界の周波数特性 

 
5.1.2 分岐数に対する角度分布の変化 

 分岐数に対する電界強度の角度分布依存性を図 5-5 に示す。電界の値は、３軸をベクトル合成したも

のである。２分岐ではスイッチ分岐が追加されているが、そのスイッチが ON の状態で、かつ、スイッ

チの存在する線を接地した状態が最も電界レベルが大きかったので、その結果を図 5-5 に示した。

3.5MHz の周波数では、無分岐が最も電界が大きくて、分岐数を増加すると電界が若干ではあるが減少

している。30MHz でも、１分岐では無分岐より電界が小さくなっているが、２分岐では逆に無分岐よ

りも若干ではあるが電界が大きくなっている。また、角度に対する指向性も無くなっているため、２分

岐で追加されたスイッチ分岐の垂直部分に相当する２ｍの長さの電力線から漏洩される電界が主体に

なったものと考えられる。 
 

10080604020 90

60

30

0

330

300

270

240

210

180

150

120

(dB)

Angle(degree)
無分岐

１分岐

２分岐

 

10080604020 90

60

30

0

330

300

270

240

210

180

150

120

(dB)

Angle(degree)
無分岐

１分岐

２分岐

 
(a)  3.5MHz (b)  30MHz 

図 5-5 分岐数に対する角度分布の変化 
 
5.1.3 分岐数に対する周波数特性の変化 

 図 5-5 の角度分布で最大値を示す電界をその周波数の電界レベルとして、分岐数に対する電界の周波

数依存性を図 5-6 に示す。水平偏波と垂直偏波の両方とも、無分岐の状態で電界レベルが大きくなる割

合が多く、特定の周波数領域で２分岐と１分岐が大きくなることがある。１分岐と２分岐を比較すると、

無分岐より大きくなる領域では、２分岐が１分岐より電界が大きくなっている。水平偏波と垂直偏波を

比較すると、全般的に 10dB～15dB 程度、垂直偏波の電界が大きくなっている。 
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(a)  水平偏波 (b)  垂直偏波 
図 5-6 分岐数に対する周波数特性の変化 

 
5.1.4 周波数特性に対するスイッチ分岐の ON-OFF 依存性 

 漏洩電界の周波数特性に対するスイッチ分岐の ON-OFF 依存性を図 5-7 に示す。２分岐のスイッチ

分岐を接地する場合、スイッチ片切線に対応する線を接地した状態（スイッチ片切線＝接地線）とスイ

ッチ片切線とは別な線を接地した状態（スイッチ片切線≠接地線）の２つが考えられる。両者の状態に

おいてスイッチを ON-OFF するため、全部で４つの組合せが考えられる。図 5-7 を見ると、４つの組

合せで電界の周波数特性はほぼ同じような傾向になっているが、水平偏波より垂直偏波の方が 10dB 程

度大きな電界になっている。スイッチの ON-OFF 依存性を見ると、OFF の方が若干ではあるが電界が

大きくなる傾向である。スイッチ OFF の状態で接地依存性をみると、若干ではあるが、スイッチ片切

線とは別な線を接地した方が電界が大きくなっている。 
 

 
 

0

20

40

60

80

100

0 5 10 15 20 25 30
Frequency [MHz]

E-
fie

ld
 [d

B
uV

/m
]

スイッチ片切線＝接地線 SW-ON

スイッチ片切線＝接地線 SW-OFF

スイッチ片切線≠接地線 SW-ON

スイッチ片切線≠接地線 SW-OFF

 
 

 

0

20

40

60

80

100

0 5 10 15 20 25 30
Frequency [MHz]

E-
fie

ld
 [d

B
uV

/m
]

スイッチ片切線＝接地線 SW-ON

スイッチ片切線＝接地線 SW-OFF

スイッチ片切線≠接地線 SW-ON

スイッチ片切線≠接地線 SW-OFF

 
 

(a)  水平偏波 (b)  垂直偏波 
図 5-7 スイッチ分岐の ON-OFF に対する依存性 

 
 

5.1.5 受信アンテナ高に対する依存性 

 漏洩電界の周波数特性に対する受信アンテナ高依存性を図 5-8 に示す。水平偏波は、グランドプレー

ンの影響を強く受け、完全導体のグランドプレーン表面では、水平電界成分が０になると言う性質を持

っているため、１ｍから４ｍになると 10dB 程度電界が上昇するというように、高さ依存性が強く現れ

ている。それに対して、垂直偏波では、高さ依存性はほとんどなく、１ｍの電界が４ｍの電界よりも数

dB 程度大きくなっている。 
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図 5-8 受信アンテナ高に対する依存性 
 
 
5.1.6 電力線近傍の電界分布特性 

 電力線近傍の電界分布特性を図 5-9 に示す。分岐としては、無分岐、１分岐及び２分岐の３つの状態

を図示している。また、偏波に関しても、水平偏波と垂直偏波の両方を示している。周波数は、3.5MHz
と 30MHz の２つの周波数を取り上げた。図 5-9 の上面図を見ると、3.5MHz では分岐をしても電界分

布はあまり変化しないが、30MHz では分岐によって電界分布が複雑になっており、垂直偏波でその傾

向が顕著になっている。水平偏波と垂直偏波を比較すると、垂直偏波の方がレベルの強い電界分布にな

っている。図 5-9 の断面図を見ると、分岐の影響に関しては、図 5-9 の上面図とほぼ同じである。逆に、

図 5-9 の側面図では、分岐を付けても電界分布の形状はあまり変わっていない。なお、水平偏波に関し

ては、グランドプレーン上で電界レベルがほぼ０になるが、その傾向が図 5-9 の断面図と側面図で現れ

ている。 
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図 5-9 電力線近傍の電界強度分布 

 
 
5.1.7 まとめ 

 屋内配電系を想定して、２本の平行線からなる VVF 電力線を使い、かつ分岐やスイッチを取り付け

て、それによる近傍電磁界の変化について、実験及び計算機シミュレーションによって検討した。その

結果、磁界の周波数特性や角度特性については、ループアンテナによる測定（等価電界表示）と数値計
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算はほぼ一致した結果が得られた。一方、電界については、トリログアンテナを用いた測定と数値計算

の結果には 10 dB 程度の乖離が見られたが、これは測定用アンテナの特性の地上高変化によるものと考

えられる。 

 配電系の分岐やスイッチの影響については、配電系の平衡度を左右する負荷に関わる分岐やスイッチ

は電磁界に影響を及ぼすと考えられるが、そうで無い場合は、分岐やスイッチの影響はあまりなく、全

周波数帯で平均すれば近傍電磁界レベルの変化はあまり見られなかった。 
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図 5-10 水平設置の電力線モデルと観測点 

5.2 近距離における電波伝搬 

 屋内配電系から発生する電磁波のレベルは、大地面が平坦で、見通しの距離（送信高 2m で数 km 以

内）であれば、モーメント法による数値計算によって容易にかつ精度良く推定できる。したがって、以

下では、広く使われているモーメント法の数値計算プログラム NEC-2 を用いた。 

5.2.1 計算機シミュレーション 

 高速電力線搬送通信設備から放射され

る電磁波は、主に電力線に流れるコモン

モード電流によって発生する。したがっ

て、実際の電力線は平行２線であるが、

数値計算ではこれを単線と見なして、こ

れに電流を流した場合の電磁波放射を扱

った。この電力線（単線）は、図 5-10 に

示すとおり、長さが L=20m で、地上から

Ht= 2 m または 6 m の高さに水平に張ら

れていると仮定し、様々な距離で、地上

高 Hr=2m における電磁界を計算した。 

 なお、高周波電力は電力線の中央から

供給したが、固定長の線路であるため、

線路上には電流定在波が発生する。この

ため、電磁界の距離特性は、定在波電流

の最大値 Icom(max)を 1mA に固定して

求めた。また、大地の条件としては、我

が国の土壌に近い Wet ground 及び 
Medium dry ground を考慮した。 

 
5.2.2 水平線路のコモンモード電流によって生じる電磁界 

(1) 水平距離に対する減衰特性 

 Wet ground 上で高さ 2m に水平に張られた単線（長さ 20m）から放射される電磁波のうち、磁界

強度に関する距離特性を図 5-11 に示す。ただし、単線上の電流最大値が 1mA の場合の磁界強度を表
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図 5-11 水平線路の電流によって生じる磁界の距離特性（Wet ground, Ht=2m） 
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した。また、図には、野外測定場で行った実測結果も併せて示した（研究会資料 3-6）。ただし、実測

で用いた線路は垂直面内でコの字型になっており、水平線路部は 長さ L=10 m, 高さ Ht=2m であり、

観測点の高さは Hr=1m であった。したがって、数値計算と実測では線路等の配置が幾分異なるが、

磁界レベルについては良く一致していることがわかる。 

 同様に、大地面の状態が Medium dry ground の場合についても計算したので、その結果を図 5-12
に示す。電力線や観測点の配置は前図と同じである。Medium dry ground 上における磁界強度は、

Wet ground 上に比べて大地反射の影響が少ないため周波数依存性も少なく、そのレベルは Wet 
ground に関する計算結果とほぼ重なっている。 

 
 さらに、同一電力線を地上高 Ht=6m に設置した場合の磁界強度の計算値を図 5-13 に示す。この図

より、電力線の地上高を 2ｍ～6m の間で変えても、磁界強度は余り変化しないことが判る。 
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図 5-13 水平線路の電流によって生じる磁界の距離特性（Wet ground, Ht=6m） 
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図 5-12 水平線路の電流によって生じる磁界の距離特性（Medium dry ground, Ht=2m） 
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 以上をまとめると、水平に設置された単線路に電流 Icom(max)=1mA が流れている場合、地表付近

の磁界強度は、図 5-11 の平均値から表 5-1 の値となる。また、電界強度も同時に計算したが、電界強

度と磁界強度の比は特性インピーダンスに近かったため、磁界強度に 377Ωを乗じた値を等価的な電

界強度として表に示した。 

 

表 5-1 水平線路(L=20m)の電流によって生じる電磁界強度（Icom=1mA, Ht=2, 6m, Hr=2m） 

水平距離 D 10 m 30 m 50 m 100 m 1000 m 

磁界強度 H 10 μA/m 0.9 μA/m 0.3 μA/m 0.08 μA/m 0.0008 μA/m

電界強度 E 3.8x103 μV/m 

(72dBμV/m) 
3.4x102 μV/m
(51dBμV/m) 

1.1x102 μV/m
(41dBμV/m)

30 μV/m 
(30dBμV/m) 

0.3 μV/m 
(-10dBμV/m)

 
 
(2) 垂直方向の放射波に関する減衰特性 

 垂直方向の電磁界強度は、一般に、受信点の高さが Hr>>λ/2πで、かつ電力線の広がりよりも十分

高ければ Hr>>L、高さ Hr の１乗に反比例して減衰する。それより近傍では２乗に反比例して減衰す

る。なお、周波数 fMHz = 75/Ht [MHz]近傍では、大地面反射によって放射波の強度が２倍近くになる

ことがある。また、図 5-14 から、電磁界のレベルは周波数によって相当変化することがわかる。ま

た、図 5-11 と比較すると、水平方向よりも垂直方向の電磁界レベルが高いことが予想される。 

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1 10 100 1000
地上高 Hr  [m]

H
  [

μ
A

/m
]

 1 MHz

 2 MHz

 3 MHz
 5 MHz

 7 MHz

10 MHz

20 MHz
30 MHz

L=20m, Ht=2m
Wet Grnd.
Icom(max)=1mA

図 5-14 水平線路の電流によって生じる磁界の地上高特性（Wet ground, Ht=2m） 
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5.2.3 垂直線路のコモンモード電流によって生じる電磁界 

(1) 水平距離に対する減衰特性 

 図 5-15 に示すように電力線が垂直に

張られた場合の電磁界を計算した。ただ

し、電力線は長さL=5.6mの単一導線で、

その中心を高さ Ht=3.2m に設置し、中

心から給電して線路上の最大電流が

Icom(max)=1mA になるようにした。な

お、大地面の条件としては Wet ground, 
Medium dry ground について、モーメ

ント法による数値計算を行った。 

 その結果を図 5-16 に示す。また、表

5-2 はその代表値を示す。この表と水平

線路に関する表 5-1 を比べると、遠距離

になれば垂直線路の電磁界が強くなる

ことがわかる。 

 

表 5-2 垂直線路(L=5.6m)に流れる電流によって生じる電界強度（Icom=1mA,Ht=3.2m, Hr=2m） 

水平距離 D 10 m 30 m 50 m 100 m 1000 m 

2 - 10 MHz 1.7x103 μV/m 

(64 dBμV/m) 
4.9x102 μV/m
(54 dBμV/m)

2.9x102 μV/m
(49 dBμV/m)

1.3x102 μV/m 
(42 dBμV/m) 

5.9 μV/m 
(15 dBμV/m)

10- 30 MHz 3.2x103 μV/m 
(70 dBμV/m) 

1.2x103 μV/m
(61 dBμV/m)

6.6x102 μV/m
(56 dBμV/m)

2.7x102 μV/m 
(49 dBμV/m) 

6.2 μV/m 
(16 dBμV/m)

 

図 5-15 垂直設置の電力線モデルと観測点 
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図 5-1６ 垂直線路の電流によって生じる電界の距離特性 
（Wet ground） 
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5.2.4 家屋密集地域における高速電力線搬送通信設備から放射される電磁波の累積効果 

 本項では住宅密集地域における計算結果を示す。 

 図 5-17 に示すように、10m 四方の家（100m2）が密集し

ている場合、中央の家屋に周囲の家屋の高速電力線搬送通

信設備から到来する電磁波の累積効果を検討する。 

＜条件＞ 
(1) 家屋モデル： 8.1.1 項の図 8-1 に示す２階建て家屋に

高速電力線搬送通信設備が敷設されていると仮定する

（水平２配線、垂直１配線）。 
(2) 隣接家屋間の距離：R0=10(m) 
(3) 電磁界の距離減衰特性： 

 中心家屋からの距離 R によって以下の２種類を仮定。

表 8.3 に従って、電界強度は近距離では距離の 1.5 乗に

反比例、1km より以遠では ITU-R P.368-7 -1992 に従

って、距離の 2 乗に反比例すると仮定した。 
R0=10 m： E0=76 dBμV/m 
R1=1000 m： E1=16dBμV/m=E0/1000  
R0<R<R1： E= E0 (R0/R)1.5 

R1< =R ： E= E1 (R1/R)2 
 
＜累積効果の計算＞ 

 図 5-17の中心家屋には、周囲家屋の高速電力線搬送通信設備から放射される電磁波が到来する。

この中心家屋における累積電界強度は、次式で示すように、幾何光学的見通しの距離約+/-10km 方

形範囲内にある家屋（400 万個）全てに高速電力線搬送通信設備が存在すると仮定して、個々の高

速電力線搬送通信設備から放射される電磁波の受信電力を数値計算によって加算すれば得られる。

ただし、電界強度は、上記の条件に従って、距離 1km 以内では距離 R の 1/R1.5に比例して減衰し、

これより遠方では 1/R2に比例して減衰するものとする。 
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 この値は、範囲を無限大にとって

も理論上一定値に近づくが、累積範

囲に対する特性を図 5-18 に示す。

これより、隣接した８個の家屋の影

響が最も顕著であることがわかる。 

 また、密集地域では、隣の家屋一

軒のみによる電磁波レベル E0 より、

3倍（9.5 dB）上昇することが判る。

しかし、例えば PLC の普及率を

35%とすれば、上昇は 5dBになる。 

 さらに、実際の市街地では、道路

等があるので、このように密集する

ことは有り得ないため、実際のレベ

ルは、さらに下がると思われる。 

T T T T T 

T(i,j) T(-1,1) T(0,1) T(1,1) T 

T T(-1,0) R(0,0) T(1,0) T 

T T(-1,-1) T(0,-1) T(1,-1) T 

T T T T T 

 図 5-17 家屋密集地における累積効果 
 

図 5-18 家屋密集地における高速電力線搬送通信設備

から放射される電磁波の累積効果 
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for Icom(max)=1 mA
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5.3 中遠距離における電波伝搬 
 短波帯での中長距離伝搬は、地上波による伝搬だけではなく、Sky-wave（電離層反射）によるもの

を考慮する必要がある。 
 ここでは、ITU-R 勧告 P.533「HF propagation prediction method」の伝搬モデルに基づき、累積電

界強度を算出する。また、地上波による累積効果について、直接波による伝搬として累積電界強度を算

出する。 
 Sky-wave による累積効果の検討では、国内を９地域に分割して各地域の想定放射電力値を設定し、

各地域の想定放射点からの干渉電界強度分布を計算・合成して国内約 1,500 万システム（平均普及率

30％）からの干渉電界強度分布を求めた。 
 ここでは複雑な Sky-wave 伝搬を十分に評価したと云い難いが、具体的な受信点の一例として検討し

た電波天文業務に対する累積効果において、Sky-wave 伝搬による影響は、地上波伝搬による影響に比

べて十分に低く、支配的な要素とはならないと考えられる。 
 また、地上波伝搬による累積効果の影響は、受信点数ｋｍ内の高速電力線搬送通信設備設置数が重要

な要素であり、近傍での設置数があまり多くないであろうと想定される電波天文施設では、その影響の

軽減が期待できると考えられる。 
 
 短波帯における長距離の電波伝搬は、直接波によるものではなく、電離層反射を繰り返して伝搬する。

ここでは、ITU-R 勧告に基づいた Sky-wave（電離層伝搬）シミュレーションソフトを使用し、累積電

界強度を算出する。 
5.3.1 検討手順・条件・設定パラメータ 
5.3.1.1 検討手順・条件 
(1) 高速電力線搬送通信１システムからの放射電力 

 高速電力線搬送通信のモデムの送信電力を-60dBm/Hz(RMS 値)、LCL を 30dB と想定して電力線

に注入されるコモンモード電力を求め、放射源から十分に遠方の電界強度計算を前提としているので

点波源からの放射として、ここでは、下記無線利用の帯域を取り上げ、高速電力線搬送通信１システ

ムからの放射電力Ｐplc を表 5-3 のとおり設定した。 
 

表 5-3 高速電力線搬送通信１システムからの放射電力 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 累積による放射電力 
 表 5-4 に示すように、日本国内を９地域に分割し、各地域の全ての高速電力線搬送通信設備が想定

放射点に存在すると仮定して、次式により各地域の想定放射電力値を設定した。 
 
  想定放射電力＝(1 システムの放射電力)＋10×log(システム数)－(低減効果) 

   システム数：(地域世帯数)×(地域の普及率) 
   世帯数：平成 16 年 3 月末現在(総務省自治行政局報道資料) 
   普及率：研究会資料 3-8 に従い、全国平均を 30％と想定し、都道府県別ブロードバンドサービ

ス世帯普及率(平成 17 年 3 月末現在、総務省報道資料)から各地域の高速電力線搬送通

信設備の普及率を推定 
   低減効果：0dB (「低減効果なし」として検討) 

 
 

＜電波天文＞ １３ＭＨｚ帯（中心周波数：13.385MHz）： 
－７３．０［dBW］（ＲＭＳ値、帯域幅 50 kHz） 

       ２５ＭＨｚ帯（中心周波数：25.610MHz）： 
－６９．２［dBW］（ＲＭＳ値、帯域幅 120 kHz） 

＜アマチュア＞ ３ＭＨｚ帯（計算周波数：3.538MHz）： 
－８６．２［dBW］（ＲＭＳ値、帯域幅 2.4 kHz） 

        ７ＭＨｚ帯（計算周波数：7.050MHz）： 
－８６．２［dBW］（ＲＭＳ値、帯域幅 2.4 kHz） 
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表 5-4 地域別の想定放射点と放射電力 

  
地 域 想定放射点 世帯数 

（万世帯）
普及率 システム数 

（万システム） 
想定放射電力 
（dBW） 

１ 北海道 
（北海道） 

札幌 
（43.06N､141.33E） ２５２ ２０％ ５０．４ 

13Ｍ帯：-16.0 
25Ｍ帯：-12.2 
3Ｍ／7Ｍ帯：-29.2 

２ 東北（青森、岩手、

宮城、秋田、山形、

福島） 

仙台 
（38.26N､140.90E） ３４１ ２５％ ８５．３ 

13Ｍ帯：-13.7 
25Ｍ帯：-9.9 
3Ｍ／7Ｍ帯：-26.9 

３ 関東 
（東京、神奈川、埼

玉、千葉、茨城、栃

木、群馬、山梨） 

東京 
（35.67N､139.77E） １，７１７ ３５％ ６００．９ 

13Ｍ帯：-5.2 
25Ｍ帯：-1.4 
3Ｍ／7Ｍ帯：-8.4 

４ 信越・北陸 
（新潟、長野、富山、

石川、福井） 

金沢 
（36.59N､136.63E） ２６３ ２５％ ６５．８ 

13Ｍ帯：-14.8 
25Ｍ帯：-11.0 
3Ｍ／7Ｍ帯：-28.0 

５ 東海 
（愛知、岐阜、静岡、

三重） 

名古屋 
（35.17N､136.97E） ５３６ ３５％ １８７．５ 

13Ｍ帯：-10.3 
25Ｍ帯：-6.5 
3Ｍ／7Ｍ帯：-23.5 

６ 近畿 
（大阪、兵庫、京都、

滋賀、奈良、和歌山） 

大阪 
（34.68N､135.52E） ８２９ ３０％ ２４８．７ 

13Ｍ帯：-9.0 
25Ｍ帯：-5.2 
3Ｍ／7Ｍ帯：-22.2 

７ 中国・四国 
（鳥取、島根、岡山、

広島、山口、徳島、

香川、愛媛、高知） 

広島 
（34.40N､132.46E） ４６４ ２５％ １１６．０ 

13Ｍ帯：-12.4 
25Ｍ帯：-8.6 
3Ｍ／７Ｍ帯：-25.6 

８ 九州 
（福岡、佐賀、長崎、

熊本、大分、宮崎、

鹿児島） 

福岡 
（33.58N､130.38E） ５３１ ２５％ １３２．９ 

13Ｍ帯：-11.8 
25Ｍ帯：-8.0 
3Ｍ／7Ｍ帯：-25.0 

９ 沖縄 
（沖縄） 

那覇 
（26.21N､127.69E） ５０ ２０％ １０．０ 

13Ｍ帯：-23.0 
25Ｍ帯：-19.2 
3Ｍ／7Ｍ帯：-36.2 

 
(3) 累積効果による干渉電界強度分布の計算 

 各地域の想定放射点からの干渉電界強度分布を計算した後、これらの９データを電力和にて合成し、

国内約 1,500 万システムからの干渉電界強度分布（Median 値）を各周波数帯域について求めた。 
 

5.3.1.2 ソフト計算における設定パラメータ 
(1) 放射（送信）電力 

 計算ソフトの設定下限値（0dBW）を考慮して、入力パラメータを「想定放射電力値+28dB」

（3MHz/7MHz 帯の場合：+40dB）に設定し、計算後に「-28dB（同：-40dB）」の補正を行う。なお、

高速電力線搬送通信１システムの計算では補正値を 80dB とした。 
(2) 送信アンテナ 
 アンテナ種別：5.3.1.1 項の放射電力設定方法から等方性アンテナとした。 
 放射角度（Minimum Takeoff Angle）：計算ソフトの設定下限値（3degrees）とした。 
 主ビーム方位角：等方性アンテナにつき設定不要。 

(3) 月、時刻 
 電離層の諸特性は月と時刻によって変動し、時刻では昼間の方が、条件が良いと云われている。こ

の特性変動に伴って電界強度・分布は変化し、図 5-19 の計算データ例に示すように、(6)に示すプロ

ット範囲内における最大電界強度値は、設定する月及び時刻によって変化する。ここでは、計算デー
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タ例を基に最大電界強度が高い範囲にある「月：4 月、時刻：06UT」（13MHz/25MHz 帯）及び「月：

7 月、時刻：12UT」（3MHz/7MHz 帯） 
をパラメータ値として採用した。 （UT：Universal Time、日本時間＝UT＋9H） 

(4) ＳＳＮ（Sun Spot Number） 
 図5-20にSSNを変えて、(6)のプロット範囲内における最大電界強度値を計算したデータ例を示す。

ここでは比較的太陽活動が活発な SSN=100 とした。 
(5) 受信アンテナ／受信機帯域幅 
 電界強度（DBU）計算につき無関係なパラメータ。 

(6) プロット範囲 
 計算結果のプロット範囲は、日本近傍とし、東京（35.67N、139.77E）を基点に東 700ｋｍ、西 1,300
ｋｍ、北 1,200ｋｍ、南 1,000ｋｍとした。 
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5.3.2 計算結果 
 図 5-21 に、高速電力線搬送通信１システムのみから漏えい電磁界が放射された場合の計算結果を示

す。Sky-wave による干渉電界強度は、放射点から離れた箇所で最大値を示す場合もあり、その箇所は

月、時刻、周波数等で変わるが、１システムからの干渉波の絶対強度は十分低い値である。また、図 5-22
に示すように、最大点からさらに離れるに従い電界強度は低下する。 
 図 5-23 及び図 5-24 は、各地域の想定放射点からの干渉電界強度分布を計算した後、これらの９デー

タを電力和にて合成し、国内約 1,500 万システムからの干渉電界強度分布（Median 値）を計算したもの

である。計算の結果、１システムの場合と同様、放射点から離れた箇所で最大値を示す場合があること

がわかるが、想定される高速電力線搬送通信の送信電力では、累積された干渉電界強度も低くなってお

り、Rural 地域の雑音以下となる。 
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＜放射電力補正後＞ 
・補正値：－８０ｄＢ 
・プロット範囲における

  Ｍｉｎ＝-81dBμV/m
  Ｍａｘ＝-69dBμV/m

・帯域幅：５０ｋＨｚ 

放
射
電
力
補
正
前 

放射電力補正後： 

－７０～－７５ dBuV/m 

－７５～ 

 －８０ dBuV/m 

－６９～ 

 －７０ dBuV/m 

－７５～ 

 －８０ dBuV/m 

*1 計算時放射電力
*2 この角度表示は、真北に対する放
射主ビームの方位角を示し、-1degとは
無指向性を示す。 

*2*１

a) 13MHz、放射点：東京 

b) 13MHz、放射点：那覇 

＜放射電力補正後＞

・補正値：－８０ｄＢ
・プロット範囲における

Ｍｉｎ＝-93dBμV/m
Ｍａｘ＝-69dBμV/m

・帯域幅：５０ｋＨｚ

放
射
電
力
補
正
前

放射電力補正後：
－８５～－９０ dBuV/m

－８０～
－８５ dBuV/m

－７５～
－８０ dBuV/m

－７０～
－７５ dBuV/m

図 5-21 高速電力線搬送通信１システムによる干渉電界強度分布計算例 
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＜放射電力補正後＞

・補正値：－８０ｄＢ
・プロット範囲における

Ｍｉｎ＝-127dBμV/m
Ｍａｘ＝-69dBμV/m

放
射
電
力
補
正
前

＜放射電力補正後＞

・補正値：－８０ｄＢ
・プロット範囲における

Ｍｉｎ＝-127dBμV/m
Ｍａｘ＝-69dBμV/m

放
射
電
力
補
正
前

図 5-22 高速電力線搬送通信１システムによる広範囲の干渉電界強度分布例 
 （13MHz 帯、放射点：東京） 
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＜放射電力補正後＞

１ｄＢｕＶ/ｍ以上
１～ ０
０～－１

－１～－２
－２～－３
－３～－４
－４ 以下

Ｍｉｎ：－６
Ｍａｘ： ２

－２０ｄＢｕＶ/ｍ以上
－２０～－２１
－２１～－２２
－２２～－２３
－２３～－２４
－２４～－２５
－２５ 以下

Ｍｉｎ：－２５
Ｍａｘ：－ ２

＜放射電力補正後＞

a) Ｓｋｙ－ｗａｖｅ：１３ＭＨｚ帯、帯域幅：５０ｋＨｚ 

b) Ｓｋｙ－ｗａｖｅ：２５ＭＨｚ帯、帯域幅：１２０ｋＨｚ 

図 5-23 累積効果による干渉電界強度分(13MHz 帯、25MHz 帯) 
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＜放射電力補正後＞

－６ｄＢｕＶ/ｍ以上
－６～－７
－７～－８
－８～－９
－９～－１０

－１０～－１１
－１１ 以下

Ｍｉｎ：－１４
Ｍａｘ：－ ５

－９ｄＢｕＶ/ｍ以上
－９～－１０

－１０～－１１
－１１～－１２
－１２～－１３
－１３～－１４
－１４ 以下

Ｍｉｎ：－１３
Ｍａｘ：－ ８

c) Ｓｋｙ－ｗａｖｅ：３ＭＨｚ帯、帯域幅：２．４ｋＨｚ 

d) Ｓｋｙ－ｗａｖｅ：７ＭＨｚ帯、帯域幅：２．４ｋＨｚ 

図 5-24 累積効果による干渉電界強度分布（3MHz 帯、7MHz 帯） 
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5.4 家屋・ビルによる遮蔽 
 高速電力線搬送通信により信号が送受されている電力線からの漏えい電波が，建築物（鉄筋コンクリ

ート建築物及び木造家屋）によってどの程度減衰するのかを明らかにするため、Finite Integration (FI) 
法による数値解析を行った。 
 
5.4.1 計算モデル 
 計算モデルとして，平行二線の電力線が六畳間相当の構造物（建築物）に壁面に沿って配線され，電

力線の片側端子に PLC 機器が接続され，もう一方の端子をあるインピーダンスで終端している状態を

考える。鉄筋コンクリート構造物の構造は図 5-25 のとおりである。また、木造構造物は，鉄筋コンク

リート構造物と同じ寸法であり、その概観は図 5-26 のとおりでる。なお、同図において，x 軸方向は上

面から見て構造体の短辺方向，z 軸は構造体の長辺方向，y 軸は高さ方向である。 
 鉄筋コンクリート構造物は幅 130mm の金属（完全導体）角柱で外枠が組まれており，また、壁面 4
面と上面はコンクリートで構成されている。コンクリートの複素比誘電率はεr=6.0-j40 (30MHz のとき)，
また、誘電正接は tan δ=0.0462 とする。この複素比誘電率は，マイクロ波における比誘電率の虚部に

ついて，30MHz においても導電率が変化しないと仮定して算出した。コンクリート内部には格子状に

鉄筋（完全導体を仮定）が入り，その間隔は 455mm である。これらの鉄筋は外枠の金属角柱とは電気

的に接続されていない。床と天井は厚さ 50mm の木材であり，また床は構造体より 455mm 高い場所に

取り付けられている。木材の比誘電率及び導電率は，比誘電率を 4.0，導電率を約 10-3 S/m とした。窓

は金属枠（サッシ）にガラスがはめ込まれているものとし，ガラスの比誘電率は 4.0 を仮定した。ドア

は木材製で，窓と同様に金属枠の内側にドアが取り付けられている。 
 

 
構造物上面図 

 
構造物側面図 

 
構造物前面図 

 
構造物背面図 

図 5-25 計算モデルの構造（鉄筋コンクリート構造物） 

- 38 -



 

 

 
 

 
 

 

 

図 5-26 木造構造物の概観  図 5-27 電力線の断面寸法 
 

 電力線は，ドアから遠いほうの壁面に平行二線の 2 つの導体が這うように設置され（図 5-25 構造物

側面図参照），z 方向の長さが 3m，y 方向の長さが 1.5m である．電力線は，ポリ塩化ビニール（比誘

電率 2.95，tan δ=0.014）のシースを持つ 2 芯 VVF ケーブルである（図 5-27 参照）。平行二線の窓に近

い方の端子の双方の線に特性インピーダンス 150Ωの電源を接続し，さらにケーブルの平衡度を下げる

ために，一方の線にのみ LCR 並列回路を電源と線との間に挿入している。LCR 回路の回路定数は，そ

れぞれL=1mH, R=10Ω, C=11nFである。電力線のもう一方の端子の 2線はそれぞれ 150Ωで終端され，

さらに LCR 並列回路が終端と線間（線は窓に近い方の端子の場合と同じ線）に接続されている。 
 信号が流れている電力線からのコモンモード放射の電界計算には FI 法を用いる。FI 法による計算に

おいては，市販のソフトウェアを用いた。計算における周波数範囲は 1MHz～100MHz とした。入力

端子に印加する波形は 100MHz 帯域相当の立ち上り時間を有するガウシアンパルスとした。ただし、

この波形は PLC の信号強度及び波形を模擬したものではない。また、セルサイズは構造物の部位によ

って異なり，ケーブル等の構造の細かい箇所では最小セル寸法(約 0.8mm)を取り，構造物の容積部分で

は最大セル寸法(305mm)となる。境界条件は，上方および各側面の方向の境界では，4 層の PML によ

る吸収境界条件，y=0 となる面では完全導体の境界条件をそれぞれ適用する。 
 FI 法による計算は，構造物がなく，電力線のみの場合についても行う。構造物がある場合と無い場合

とで放射指向パターンが異なるので，ここでは構造物がある場合における放射電界強度の最大値とない

場合における電界強度の最大値の比をもって電界強度の減衰量と定義する。 
 
5.4.2 数値解析結果（鉄筋コンクリート構造物） 
 構造物が鉄筋コンクリートの場合の電界強度減衰効果を計算した。表 5-5 に構造物中心からの距離

10m（近傍界）及び距離 150m（2MHz における一波長，遠方界）における減衰特性を示す。同表より，

減衰量の最小値は 10MHz のときに現れ，その値は近傍界で 23dB，遠方界で 22dB である。逆に減衰

量の大きいのは 30MHz のときの 31dB（近傍界）及び 29dB（遠方界）であることがわかった。近傍界

と遠方界の減衰量を比較すると，遠方界では 0dB～2dB 程度減衰量が小さくなっていることがわかる。 
 

表 5-5 減衰特性（鉄筋コンクリート構造物） 
周波数 2MHz 5MHz 10MHz 20MHz 30MHz 

減衰量 (距離 10m) 29dB 28dB 23dB 27dB 31dB 
減衰量 (距離 150m) 28dB 26dB 22dB 27dB 29dB 
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5.4.3 数値解析結果（木造構造物） 
 構造物が木材の場合の電界強度減衰効果を計算した。構造物の寸法及び窓，ドア等の配置は鉄筋コン

クリートの場合と同様である。構造物の屋根部分（図 5-26 の”Roof (Kawara)”）は，木造建築の多くが

瓦であることを考え，長石質磁器（瓦）の誘電率及び誘電正接の値を用いた。それぞれ 5～6.5，0.007
～0.012（1MHz のとき）であるので，中間値をとり，誘電率 5.75, 誘電正接 0.01 とした。鉄筋コンク

リートの場合と同様， 表 5-6 に構造物中心よりの距離 10m（近傍界）および距離 150m（遠方界）に

おける減衰特性を示す。同表より，減衰量の最小値は 30MHz のときに現れ，その値は近傍界で 6.8dB，

遠方界で 5.0dB である．逆に、減衰量の大きいのは，近傍界では 2MHz のときの 22dB で，遠方界で

は 5MHz における 16dB となった．近傍界と遠方界の減衰量を比較すると，遠方界では 0dB～7dB 程

度減衰量が小さくなっており，鉄筋コンクリートの場合と比較してその差は大きい。 
 

表 5-6 減衰特性（木造構造物） 
周波数 2MHz 5MHz 10MHz 20MHz 30MHz 

減衰量 (距離 10m) 22dB 16dB 12dB 10dB 6.8dB 
減衰量 (距離 150m) 15dB 16dB 13dB 7.6dB 5.0dB 

 
 
5.4.4 まとめ 
 研究会資料 2-3 の参考 1.3 によれば，コンクリート外壁の遮蔽効果の実測値は 20dB 前後であり，ま

た、戸建て住宅，集合住宅，オフィスビルなどの複数の建築物における遮蔽効果を実測した結果，各周

波数における測定値のメジアンが 7.4dB～16.7dB であることが報告されている。上記の数値解析結果

も研究会資料 2-3 の実測結果と同様の値となっていることがわかる。ゆえに、本数値解析結果は妥当で

あるといえる。 
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5.5 配電系の伝送特性 

 低圧電力系統の伝送特性は、①住宅内の伝送特性、②住宅間（隣家など）の伝送特性、③住宅から屋

外配電線への伝送特性の３つに大別できる。以下に、これらの伝送特性の測定結果を示す。 

 

5.5.1 住宅内電力系統の伝送特性測定結果 

 一般的な住宅への配電方式は単相二線式と単相三線式である。二線式は中性線（0V）と＋100V の電力

線から構成され、三線式は中性線と L1（＋100V）と L2（－100V）の三線で構成される。最近の住宅の

多くは単相三線式になっているため、ここでは、この配電系統の住宅で測定を行った結果を示す。 

 単相三線式の電力系統の場合、その伝送特性は、①同相同一回路（分電盤を介さない伝送系）、②同

相別回路（分電盤で分岐された別回路への伝送系であり、かつ、相が等しい伝送系）、③異相回路（分

電盤で分岐された別回路への伝送系であり、かつ、相が異なる伝送系）の３種類に分類される。なお、

単相二線式の場合は、上記のうち①と②のみで構成されることになる。 

 測定は、５軒の住宅（戸建住宅、集合住宅の一住居）において、図 5-28 に示すように測定対象とす

るコンセントがこれらの区分を網羅するようにコンセント４箇所以上を選定し、実施した。測定した伝

送特性を図 5-29 に示す。図に示すように、同相同一回路においては、10dB～20dB 程度の減衰であるが、

同相異相を問わず、分電盤で分岐される別回路間の伝送特性は 20dB～80dB の減衰であった。 
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図 5-28 住宅内電力系統伝送特性の測定系 
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図 5-29 住宅内電力系統の伝送特性測定結果 
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5.5.2 集合住宅における隣接住戸間の電力系統の伝送特性測定結果 

 集合住宅における隣接住戸間の伝送特性を、図 5-30 のような住戸配置で、全ての住戸が同一の電力

系統に連接されている集合住宅において測定した。 

 集合住宅の住戸間の減衰特性は、図の I 宅の④番コンセントから、W 宅の④～⑥番コンセントについ

て測定した。この測定を行った集合住宅では③番のコンセントのみ、その他のコンセントとは相の異な

る回路となっており、今回測定したデータは全て同相の伝送特性ということになる。 

 測定結果を図 5-31 に示す。この測定結果では、30dB～60dB 程度の減衰となることがわかった。これ

は、前項で示した、住宅内配電線における同相・異相の別回路での伝送特性の測定結果と同等の数値で

ある。 

 このように、分電盤を介する電力系統においては、概ね30B以上の減衰が発生していることがわかる。 
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図 5-30 集合住宅の電力系統 
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図 5-31 集合住宅の隣家間の伝送特性測定結果 
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5.5.3 住宅から屋外低圧配電線への伝送特性測定結果 

 住宅から屋外低電圧配線への伝送特性について、図 5-32 に示すように電柱部の柱上トランスの低圧

側にコンセントを仮設し、このコンセントと宅内コンセントの伝送特性を測定した。 

 なお、測定に当たっては、バランの特性を考慮し、入出力間でキャリブレーションを実施した。 
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図 5-32 宅内コンセントと屋外配電線間の電力系統 

 

 

 屋外配電線と宅内コンセント間の伝送特性を国内 84 箇所にて測定した結果を図 5-33 に示す。 

 図に示すとおり、宅内コンセントから屋外配電線への信号減衰量は 20dB～100dB 程度であり、平均の

減衰量は 40dB～60dB 程度であった。 

 

平均減衰量
４０～６０ｄＢ

 
図 5-33 宅内コンセントから屋外配電線への伝送特性測定結果 
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第６章 高速電力線搬送通信に関連する許容値の現状 
 

6.1 諸外国の現状 

6.1.1 米国 

 米国では、FCC が平成 16 年 10 月にレポート&オーダー（FCC 04-245）を発表し、高速電力線搬送通信

に係る FCC 規則第 15 部の規定を改正した。アクセス系の高速電力線搬送通信（Access BPL）に関して

は、漏えい電波の許容値として他の機器に対する既存の許容値を準用（周波数範囲が 1.705～30MHz で

中圧電線を使用するものには§15.209 の許容値、周波数範囲が 30MHz 以上で中圧電線を使用するものに

は§15.109(b)の許容値、低圧電線を使用するものには§15.109(a)及び(e)の許容値を準用。）するとと

もに、次のような事前・事後の規制を課している。 

  ・干渉を緩和・回避するためのモデム機能の追加 

  ・使用禁止周波数帯の設定 

  ・特定周波数についての使用禁止地域の設定 

  ・特定の施設についての協議エリアの設定 

  ・データベースへの登録・公開（使用周波数、設置場所、干渉申し立てのための連絡先等） 

  ・公共安全関係ユーザとの事前協議 

  ・干渉申し立てへの対応 

 

 また、屋内で利用する高速電力線搬送通信（In-House BPL）については、表 6-1 に示す許容値等が

適用される。 

 

表 6-1  FCC 規則第 15 部の関連規定（搬送波電流システム） 

適合性 

評価方法 

§15.101 検証（Verification） 

伝導妨害波 §15.107(c)(2) 許容値：535～1705kHz：1000μV 

  測定方法：50μH/50Ωの LISN で測定 

放射妨害波 §15.109(e) 

§15.209 

 

 

許容値：  

  

周波数 

(MHz) 

電界強度 

(μV/m) 

測定距離 

(m) 

0.009

0.490

1.705

30 

88 

216 

－

－

－

－

－

－

0.490

1.705

30 

88 

216 

960 

2400 / F (kHz) 

24000 / F (kHz) 

30 

100 

150 

200 

300 

30 

30 

3 

3 

3 

960 を超えるもの 500 3 

 §15.35(a) 測定方法：CISPR16 準拠 

 §15.31(d) 

 

測定方法：測定にあたっては、典型的な設置場所を代

表するものであると実証することが可能な最低

３ヶ所の設置場所で測定を行う必要がある 

 

6.1.2 欧州 

 欧州委員会は、平成 13 年 8 月にマンデート M/313 を発出し、欧州電気標準会議（CENELEC）及び欧州

電気通信標準化機構（ETSI）に対して、電力線を含めた通信ネットワークの EMC 調和基準の策定を指示

したが、現時点ではまだ策定に至っていない。一方、同委員会は、平成 17 年 4 月、電力線によるブロ

ードバンド電子通信に関して、次の内容を加盟国に勧告する委員会勧告（2005/292/EC）を発出した。 

 ○ 加盟国は不当な規制障壁を取り除くべきである。 

 ○ EMC 指令の下で電力線通信の適合性を推定するための調和基準が策定されるまでの間は、加盟

国は次の場合に同指令に適合していると見なすべきである。 

  ・ 電力線通信システムが同指令に適合している設備から構成され、意図された目的のために使

用される場合 
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  ・ 電力線通信システムが同指令の基本要件を満たすように策定された good engineering 

practices に従って設置され、運用される場合 

 ○ 電力線通信システムが関係者によって解決できない有害な干渉を引き起こしていることが判

明したとき、加盟国の権限のある当局はシステムの（EMC 指令への）適合性に関する証拠を要求

すべきであり、適切な場合には評価を開始すべきである。 

 ○ もし、評価により電力線通信システムが不適合とされる場合、権限ある当局は、適合性を保証

するために、相応で、非差別的で、透明な措置を課すべきである。 

 ○ もし、電力線通信システムが適合しているにもかかわらず、干渉がある場合は、権限ある当局

は同指令第６条（注：問題がある場合に、加盟国が特別の措置を執ることを認めることとした条

文）に従って特別の方法を執ることを検討すべきである。 

 ○ 加盟国は、電力線通信システムの展開と運用について、定期的に（欧州委員会の）通信委員会

に報告すべきである。 

 

 EMC 指令では、CISPR22 に準拠して策定された EN 規格(EN55022)に適合していれば、同指令に適合し

ていると見なされることとなるが、CISPR22 のクラスＢ装置の通信ポートの 0.5MHz～30MHz における伝

導コモンモード妨害波許容値（準尖頭値）は 30dBμA となっている。 

 

6.1.3 その他 

 オーストラリアでは、平成 17 年 4 月から 6 月までの間に高速電力線搬送通信からの干渉の管理に関

してパブリックコメントを招請したところ、275 件の意見が寄せられた。屋内利用については、CISPR

の議論を見守るべきか、米国 FCC の基準を採用すべきかについて意見を求めていたものである。 

 カナダでは、平成 17 年 7 月に高速電力線搬送通信システムに関するパブリックコメントを招請した

が、屋内利用については既存の基準（放射妨害波許容値：1.075MHz～30MHz において 30m の距離で 30μ

V/m。伝導妨害波については今後検討。）を適用するとしている。 

 韓国では、高速電力線搬送通信に関して、平成 16 年 12 月に電波法が、平成 17 年 7 月に電波法施行

規則が改正されており、現在、詳細な技術基準等を定める告示について検討が行われているところであ

る。 

 

6.2 国際無線障害特別委員会（CISPR）における国際規格の策定 

 CISPR においては、CISPR/G フランクフルト会議（1998 年）以降、高速電力線搬送通信、xDSL 等の

広帯域通信からのエミッションに関する話題が増加し、CISPR/G サンディエゴ会議（1999 年）から正式

課題として議論が開始された。CISPR/G サンクトペテルブルク（2000 年）では、タスクフォース（TF）

が構成され、本格的な検討が開始された。  

 平成 16 年 9 月に開催された CISPR/I 上海会議において、TF で作成した投票用委員会原案（CDV）の素

案（Option-A、Option-B）を審議し、一本化を合意できれば CDV を作成して投票にかけることとなった

が、合意に至らず、CDV 化を断念し、高速電力線搬送通信に関する規格はステージゼロに戻った。また、

一般公開仕様書（PAS（Publicly Available Specification））化することについて合意されたものの、

PAS 案の合意に至らず、投票にかけることも断念された。 

 その後、2005 年 6 月に、I/WG3（プエルトリコ）において、新 TF の設立、検討課題の整理及び検討ス

ケジュールが合意された。 

 

 CISPR における高速電力線搬送通信に関する規格策定に関しては、CISPR22 の適用方法として以下の

課題が掲げられているところである。 

  ① 適用する許容値 

    CISPR22 には、電源ポートの許容値（電圧）あるいは通信ポートの許容値（電圧、電流）が

規定されているが、これらの許容値をどのように適用すべきであるのか。 

  ② 測定方法 

    CISPR22 には、電源ポートでの測定のための擬似電源回路網と通信ポートでの測定のための

擬似通信回路網が規定されているが、規格への適合性を確認するときにどのような測定回路を

使用すべきであるのか。 

 

- 46 -



6.3 国際電気通信連合無線通信部門（ITU-R）における検討 

 ITU-R では、周波数共用技術等を所掌している WP1A において、高速電力線搬送通信から漏えいする電

磁波が既存の無線システムに与えるインパクトを検討するため、CISPR と連携をとりつつ検討を行って

いる。平成 17 年 9 月に開催された ITU-R WP1A 会合においては、他の各 WP からの既存の無線システム

保護条件等の情報を集約した「レポート案作成に向けた作業文書」が作成され、今後内容について検討

していくこととなったほか、電力線搬送通信に関する干渉低減技術の開発の必要性を含む勧告作成に向

けた作業が開始された。 
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第７章 高速電力線搬送通信に関連する妨害波測定法 
 
 高速電力線搬送通信による不要電磁波等の測定法と測定条件を検討するには、先ず、その使用形態、

不要電磁波発生メカニズム、測定すべき物理量を調べ、さらに、既存の妨害波測定法を精査することが

必要である。 

 

7.1 高速電力線搬送通信の使用形態 

 高速電力線搬送通信の使用形態は、図 7-1 のように、基本的に高速電力線搬送通信のための機器（以

下「PLC 機器」という。）自体が他の機器システムに外付けで接続される場合と、内部に組み込まれる場

合がある。また、PLC 機器には、機器システムに AC 電力を供給するための電源入力及び出力ポート、さ

らに高速電力線搬送通信のための信号（以下「PLC 信号」という。）を送受信するための信号ポートがあ

る。 

  

図 7-1 高速電力線搬送通信の使用形態 

 

7.2 高速電力線搬送通信による不要電磁波発生メカニズム 

 高速電力線搬送通信による不要電磁波は、主として以下の２種類の原因によって発生する。 
(1) ディファレンシャルモードの PLC 信号電流が機器システムの電源線や屋内配線を伝搬し、これ

に伴ってコモンモード成分の電流が生じて、不要電磁波が放射される（HF 帯）。 
(2) PLC 機器（又は PLC 機器を組み込んだ機器）の筐体から、不要電磁波が直接放射される（VHF

帯以上）。 
 したがって、HF 帯（30MHz 以下）の周波数帯における不要電磁波のレベルを抑制するには、特に、

電力線を伝搬する PLC 信号電流のコモンモード成分を測定し、これを低減すべきである。 
 
 
7.3 高速電力線搬送通信に関連する各種妨害波測定法 
 以下では、現在広く利用されている国際無線障害特別委員会（CISPR）規格に基づく妨害波測定法の

概要を紹介する。 
 

7.3.1 電源線伝導妨害波の測定法（9kHz～30MHz） 
 図 8-2 のように、供試機器を基準金属面上 40 cm の高さに配置して、供試機器の電源線を伝搬する妨

害波のレベルを擬似電源回路網を介して測定する。擬似電源回路網は、50Hz/60Hz の AC 電源と、高周

波の妨害波を分離するための装置で、規定されたインピーダンス負荷に誘起する妨害波電圧を妨害波測

定器（一種の高周波電圧計）で測定する。 
 
 
 
 

AC power

PLC signal

signal

signal

signal

屋内配電系

AC power

PLC signal

signal

signal

signal

屋内配電系
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図 7-2 擬似電源回路網による測定 
 

 CISPR 規格では数種類の擬似電源回路網を規定しているが、その代表的なものは以下の通りである。 
 

7.3.1.1 50Ω V 型擬似電源回路網 
 本回路網は、現在、最も広く利用されている擬似電源回路網で、図 7-3 に示すように、供試機器の電

源線の各端子と基準金属面間に 50Ω負荷を接続して、それに誘起する妨害波電圧 VA及び VB を測定す

る際に使用する。したがって、等価的には、電源線の一線と基準金属面を周回する妨害波電流を測定す

ることになる。なお、実際の妨害波測定では、VA及び VBの大きい方を測定値としている。 
 
 この回路網によって発生する電源端子間の負荷インピーダンスは 
  ディファレンシャルモード：Zdiff=100 Ω 
  コモンモード：Zcom=25 Ω 
となる。また、測定される妨害波電圧は一線大地間電圧であり、 
  測定値 Vmeas= VA 及び VB = Vcom+Vdif / 2（ベクトル和） 
 
 ただし、供試機器が PLC 機器である場合、PLC 機器の高周波信号は回路網を介して妨害波測定器に

加わるが、回路網の電源入力端子には出力されない。このため、本回路網を挿入した状態で PLC 機器

間の通信を行えないため、PLC 機器の実運用時の妨害波レベルを測定することは不可能である。 
 

  

図 7-3 50Ω V 型擬似電源回路網 
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7.3.1.2 150Ω 擬似電源回路網 
 本回路網は、1995 年頃まで主にテレビ受信機等の電源線を伝搬する妨害波の測定に使われていた回

路網で、図 7-4 のように、供試機器の電源端子間に現れるディファレンシャルモード電圧及びコモンモ

ード電圧の測定に使用していた。なお、両モードに対する負荷インピーダンスは共に 150Ωで、等価的

に、この負荷に流れるディファレンシャルモード電流及びコモンモード電流を測定することになる。 
 
 この回路網によって発生する電源端子間の負荷インピーダンスは 
 ディファレンシャルモード：Zdiff=150 Ω 
 コモンモード：Zcom=150 Ω 
である。また測定される妨害波電圧は、線間のディファレンシャルモード電圧及びコモンモード電圧で

あり、 
 測定値 Vmeas=Vcom or Vdiff 
 
 ただし、供試機器が PLC 機器である場合、前項の 50Ω V 型擬似電源回路網と同様に、PLC 機器の

高周波信号は回路網を介して妨害波測定器に加わるが、回路網の電源入力端子には出力されない。この

ため、本回路網を挿入した状態で PLC 機器間の通信を行えないため、PLC 機器の実運用中の妨害波レ

ベルを測定することは不可能である。 
 

図 7-4 150Ω 擬似電源回路網 

  

 

 

7.3.2 信号線伝導妨害波の測定法（150kHz～30MHz） 
 電話線などの平衡線路を利用して信号伝送を行う場合、信号はディファレンシャルモードの電圧・電

流によって伝搬する。しかし、実際の信号源や伝送線路、更に負荷は、少なからず不平衡成分を有して

いるため、コモンモードの電圧・電流が発生し、これによって妨害波が発生して、受信障害等が引き起

こされる。したがって、信号線路に接続される通信機器の伝導妨害波測定では、実際の伝送線路や負荷

の不平衡の度合いを回路的に組み込んだ擬似回路網（インピーダンス安定化回路：ISN）を用いて、機

器から発生するコモンモード成分の妨害波電圧及び電流を測定する。 
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図 7-5 信号線伝導妨害波の測定法 

 

 

7.3.2.1 インピーダンス安定化回路 ISN (CISPR 22:2005-4) 
 CISPR 22 に規定されている信号線用回路網で、基本的に平衡回路系であるが、LCL 調整用抵抗によ

って、実際の信号線路の不平衡を模擬している。また、この擬似回路網のコモンモードインピーダンス

は、実際の線路のインピーダンスにほぼ等しく設定している。 
 通信機器から発生する平衡モードの信号の一部は、LCL 調整抵抗によってコモンモード成分に変換さ

れ、測定器に加えられる。一方、ディファレンシャルモードの信号成分は対向機器に加えられるため、

供試機器は対向機器と通信が行える。したがって、実運用時に通信線路に発生するコモンモード成分の

妨害波（電圧、電流）を測定することができる。 
 Zdiff=対向機器の入力インピーダンス 
 Zcom=150 Ω 
 LCL = 信号線路の LCL 代表値 
であり、電圧 Vmeas=Vcom/3 及び、電流プローブによるコモンモード電流測定を行う。 
 
 なお、供試機器が PLC 機器の場合、信号線は AC100V の電源線であるため、上記の ISN に交流電源

供給回路を付加すると共に、回路素子が数 10A の交流電流に耐えるものに変更する必要がある。 

 

図 7-6 インピーダンス安定化回路 ISN (CISPR 22:2005-04) 
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7.3.2.2 インピーダンス安定化回路 ISN (CISPR/I/xyz/DPAS: Draft Publicity Available 
Specification) 

 CISPR の小委員会 SC-I で、長年にわたり PLC 機器の妨害波に関する許容値と測定法を検討してき

たが、図 7-7 に 2004 年に提案されて否決された擬似回路網(Zcom=150Ω)を改良したもの(Zcom=25Ω)
を示す。この回路網の諸特性は 
 Zdiff=対向機器の値 
 Zcom=25 Ω 
 LCL = 30 dB（欧州）、25 dB（日本及びその他） 
であり、妨害波測定器による電圧と、電流プローブによるコモンモード電流測定を行う。 

 

図 7-7 インピーダンス安定化回路 ISN（CISPR/I/DPAS-B 案） 

 
 
7.3.3 妨害波電力の測定法（30MHz～300MHz） 
 周波数 30MHz～1000MHz の妨害波については、通常、アンテナを用いて放射妨害波の電界強度を測

定するが、次項で述べるように、広い測定場が必要なこと、また測定に時間を要することなどのために、

家庭用電気機器の妨害波測定では、以下に説明する吸収クランプを用いた妨害波電力の測定を行う。 
 すなわち、300MHz 帯までの周波数帯においては、供試機器から発生する放射妨害波は、基本的に機

器の電源線をアンテナにして放射される。したがって、電源線に重畳する妨害波電流の最大値を求め、

この測定値から放射電力を等価的に求める測定法である。 
 具体的には、図 7-8 に示す吸収クランプを用いて、電源線に重畳する妨害波電流の最大値を測定する。

吸収クランプは、挿入損失 20dB～40dB のフェライトコアと、これと一体になった電流プローブから構

成されており、モノポールアンテナ系を用いて予め校正しておき、アンテナに加えられる高周波電力と、

モノポール上の最大電流値の関係（校正値）を求めておく。 
 実際の妨害波電力の測定においては、図７-8 に示すように、供試機器を金属大地面から 80cm の高さ

に設置して、電源線を水平に伸ばし、これに吸収クランプを装着する。吸収クランプを電源線に沿って

半波長程度掃引して、最大電流値を測定し、この値に前述の校正値を補正することによって、供試機器

の妨害波電力を求める。 
 PLC 機器から発生する周波数 30MHz～300MHz の妨害波の測定に、本測定法を適用することは可能

である。しかし、PLC 機器と直接接続されるパソコンなどの情報技術装置の妨害波測定には、次項の放

射妨害波の測定が適用されており、本測定法が用いられていないことを考慮すると、PLC 機器に本測定

法を適用することは、測定法の整合性の観点から好ましくないと考える。 
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図 7-8 吸収クランプによる妨害波電力の測定法 
 
 

7.3.4 放射妨害波の測定法（30MHz～1000MHz） 
 パソコンなどの情報技術装置のみならず様々な機器から発生する周波数 30MHz～1000MHz の妨害

波は、図 7-9 に示すように、屋外又は電波半無反射室内において、放射される妨害波の電界強度をアン

テナを用いて測定する。 
 この測定法では、供試機器を金属大地面に置かれた高さ 80cm の非金属回転台上に設置し、これより

規定の距離（3m 又は 10m）だけ離れた位置に直線偏波の測定用アンテナを設置する。供試機器を回転

しながら、かつアンテナを高さ 1m～4m の範囲で昇降しながら、最大受信電圧を測定する。この受信電

圧に、予め校正によって求めたアンテナの特性（アンテナファクタ）を補正することによって、妨害波

の最大電界強度を求める。なお、測定は、水平及び垂直偏波について行う。 

 

 

図 7-9 放射妨害波の測定法 
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第８章 許容値及び測定法 
 
 
 PLC 機器から発生する不要電磁波の許容値及び測定法を検討するために、前章までの各章において、

妨害される無線局等の受信点における信号波レベル、PLC 信号の伝搬と妨害波の発生メカニズム、実際

の屋内配線の特性、さらに妨害波の電波伝搬特性などを理論的および実験的に検討した。また、諸外国

の関連基準や一般的な妨害波測定法の現状を調査した。本節では、これらの調査検討結果に基づいて、

PLC 機器に関する妨害波の許容値及び機器の基準認証に関わる測定法を検討する。 

 
8.1 PLC 機器の妨害波の許容値（信号周波数帯） 

8.1.1 屋内配線モデル 

 建築物の構造は千差万別であり、その電力線の配線も非常に複雑で、接続されている負荷も様々であ

る。しかしながら、以下のことが前章までの検討でわかった。 

5.1 節 配電系の線路から放射される電磁界について、線路の水平分岐や垂直分岐、さらに負荷スイッ

チの影響について理論的・実験的検討を行った結果、線路の平衡度を左右するような負荷が接

続されていなければ、分岐やスイッチの影響はあまりない。 

4 章 PLC 信号は、電力線の平行２線を互いに逆相（ディファレンシャルモード）で流れる電流によ

って伝搬するが、妨害波を発生するのは、同相で流れるコモンモードの電流である。このコモ

ンモードの電流は、線路の平衡度(LCL)の値から推定できる。 

なお、5.1 節によれば、平衡度に著しく影響する負荷が接続されている配電系の分岐やスイッ

チ動作は、周囲の電磁界に影響するが、この影響は線路の平衡度（LCL）の値から推測できる。 

5.5 節  配電線の伝送特性の実測結果より、同一建築物内の電力線を伝搬する PLC 信号波は、同相同

一回路のコンセント間で、10dB～20dB 程度減衰することがわかった。また、同相・異相を問

わず、分電盤で分岐される別回路間の伝送特性は 20dB～80dB の減衰であった。 

 これらの結果から、PLC 機器の妨害波の許容値算出に当たっては、図 8.1 に示す２階建ての家屋を想

定し、各階に長さ 20m の直線状の水平配線を仮定する。また、これら２層の水平配線に電力供給する

ために、長さ 5.6m 弱の電力線を垂直に配置する。ただし、4 章の結果に従って、PLC 信号電流のコモ

ンモード成分のみに着目し、平行２線の電力線の代わりに単一の導線を設置する。また、屋内配線の伝

送特性に関する実測結果（5.5 節）より、２層の水平配線および垂直配線は互いに独立と仮定し、各配

線の中心に１個の PLC 機器（信号源）を配置する。 

図 8.1 許容値算出のための屋内配線モデル 
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8.1.2 屋内配線から放射される電磁波の距離特性 

 本項では、5.2 節の数値計算結果を用いて、図 8.1 のモデル家屋に設置された水平及び垂直の電力線

から放射される電磁波の電界強度を推定する。すなわち、各電力線の中心に信号を加えた場合、壁面等

の影響がなければ、電界強度は表 5.1 及び表 5.2 の値になるが、これを表 8.1 及び表 8.2 に再掲する。

なお、各電力線を流れるコモンモード電流の振幅は線上の場所によって異なるが、その最大値を

Icom(max)=1 mA に固定して計算している。また、表 8.1 には、図 8.1 のモデル家屋の配線を想定して、

独立な２本の水平電力線から放射される電磁波の合成電界強度も示した。 

 
表 8.2 長さ 5.6m の垂直配線より放射される電磁波の電界強度（Icom(max)=1mA） 

水平距離 D 10 m 30 m 50 m 100 m 1000 m 

2 - 10 MHz 64 dBμV/m 54 dBμV/m 49 dBμV/m 42 dBμV/m 15 dBμV/m 

10- 30 MHz 70 dBμV/m 61 dBμV/m 56 dBμV/m 48 dBμV/m 16 dBμV/m 
  
 これらの表より、図 8.1 のモデル家屋の水平・垂直配線から放射される電磁波の合成電界強度は、表

8.3 の値になる。ただし、水平配線と垂直配線の電磁波は偏波が異なるため、表 8.1（水平配線２本）の

値と表 8.2 の値を電力加算して求めた。また、各配線に接続されている PLC 機器から発生するコモン

モード電流の最大値は Icom(max)=1 mA である。 

 
 
8.1.3 PLC 機器に適用すべき許容値 
 PLC 機器に適用すべき許容値は、機器から放射される妨害波を一定レベル以下に制限し、かつ測定可

能な物理量でなければならない。4 章によれば、PLC 機器からの妨害波は、主として電力線を伝わるコ

モンモード電流によって発生する。したがって、PLC 機器の妨害波を制限するには、屋内の電力線を流

れる PLC 信号電流のコモンモード成分を制限しなければならない。このため、以下では、前節までの

調査検討結果に基づいて、屋内配線を流れる PLC 信号電流のコモンモード成分の許容値を算出する。 
 
(1) PLC 機器の妨害波の許容レベル： Ep 

 3 章において、周波数 2MHz～30MHz 帯を使用する無線局等について、各無線局等の感度から受

信点での信号波強度を推定し、周囲雑音レベルと比較した。その結果、周囲雑音の強度は、無線局等

の感度レベルと同程度か、それよりも高く、多くの無線局等では周囲雑音によって受信性能が制限さ

れていることが判った。このため、PLC 機器の妨害波も、このレベル以下に抑制することが望ましい。

したがって、PLC 機器の妨害波の許容レベルは、表 8.4 に示すように、式(3.４)、(3.6)に基づいて算

出した周囲雑音強度の代表値に等しいとする。 

 なお、表の周囲雑音レベルは 1970 年代に測定されたもので、現在は表の値より相当上昇している

表 8.1 長さ 20m の水平配線より放射される電磁波の電界強度（Icom(max)=1mA） 

水平距離 D 10 m 30 m 50 m 100 m 1000 m 

水平配線１本 72dBμV/m 51dBμV/m 41dBμV/m 30dBμV/m  -10dBμV/m

水平配線２本 75dBμV/m 54dBμV/m 44dBμV/m 33dBμV/m  -7dBμV/m 

表 8.3 モデル家屋から放射される電磁波の電界強度（Icom(max)=1mA） 

水平距離 D 10 m 30 m 50 m 100 m 1000 m 

2 - 10 MHz 75 dBμV/m 57 dBμV/m 50 dBμV/m 43 dBμV/m 15 dBμV/m 

10- 30 MHz 76 dBμV/m 62 dBμV/m 56 dBμV/m 48 dBμV/m 16 dBμV/m 
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ことが予想される（研究会資料 2-3）。 

 
 
 
 
 
(2) 離隔距離： R 

 PLC 機器を設置した建築物と無線局等の空中線の距離は環境によって異なるが、PLC 機器に適用

する許容値を算出する際の離隔距離（保護距離）は、 

田園環境において 30m 
商業環境において 10 m 

とする。 
 
(3) 離隔距離(30m 点)と 10m 点の電磁波減衰特性： L 

 PLC 妨害波の離隔距離（30m 点）における強度と 10m 点における強度比は、前項の表 8.3 より、 

2 - 10 MHz ： 18dB 
10- 30 MHz ： 14 dB 

と見なせる。 
 
(4) 建築物による電磁波の遮蔽効果 A 

 ビルや木造家屋の壁面・屋根等による電磁波の遮蔽効果については、建築物のモデルを仮定して計

算機シミュレーションを行った結果が 5.4 節に示されている。このモデルの構造は極めて単純で、実

際の建築物と大きく異なるが、既に報告されている実測結果ともある程度一致するので、本項ではこ

のシミュレーション結果を利用する。遮蔽効果は、周波数によって変化するが、その代表値を表 8.5
に示す。なお、実際の構造物では、間仕切り構造材や、什器・設備類が置かれているため、外壁に隣

接した電力線以外の線路からの放射に対する遮蔽効果は、この表より大きい値であると思われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
(5) 10m 点の妨害波レベルとコモンモード電流の比： Z 

 屋内配線に流れる PLC 信号電流のコモンモード成分によって妨害波が発生するが、前項の表 8.3
に示した電界強度は、コモンモード電流の最大値を Icom(max)=1 mA（=60dBμA）に固定した時の

値である。したがって、10m 点の妨害波レベルとコモンモード電流の比 Z (=E(10m)/Icom)は、表 8.3
より、 

2 - 10 MHz ： Z = 15 dBΩ/m 

10- 30 MHz ： Z = 16 dBΩ/m 

となる。 
 
 
 

表 8.4 PLC 機器の妨害波の許容レベル Ep（10 kHz 帯域幅：実効値） 

周波数（MHz） 田園環境 商業環境 
 2 - 10 6 dBμV/m 16 dBμV/m 
10- 30 3 dBμV/m 12 dBμV/m 

表 8.5 建築物の壁面等による電磁波の遮蔽効果：A（代表値） 

 木造家屋 鉄筋コンクリート建築物 
2 - 10 MHz 17 dB 27 dB 
10- 30 MHz 10 dB 27 dB 
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(6)  実効値、準尖頭値、平均値間の比 

 表 8.4 の元になった周囲雑音レベルは実効値振幅(RMS 値)である。しかし、一般に、妨害波測定で

は、準尖頭値（QP 値）および平均値（Av 値）を用いる。ガウス雑音に関する QP 値対実効値の比は 
7.2dB、QP 値対 Av 値の比は 5.3dB であるが、通常の妨害波はガウス雑音よりパルス的であるため、 

QP 値：実効値= 10dB 

を使用している。また、狭帯域妨害波と広帯域妨害波を区別するために、通常 

QP 値：Av 値＝約 10dB 

を使用している。 
 
(7) PLC 信号電流のコモンモード成分の許容値 

 前項までの検討結果から、屋内配線に流れる PLC 信号電流のコモンモード成分に関する許容レベ

ル（準尖頭値）は次式で求められる。 

Icom(max) = Ep + L + A - Z + K   [dB(μA)] 

 この式を用いて算出した値を表 8.6 に示す。 
 

表 8.6 PLC 信号電流のコモンモード成分の許容値の算出 

 
周波数帯 
(MHz) 

無線局空中線が受

信する PLC 妨害波

Ep(dBμV/m) 

離隔距離

R(m) 

離隔距離と

10m 間の減衰

L(dB) 

建築物

の遮蔽 
A(dB) 

10m 点の PLC 妨

害波 Ep(10m) 
(dBμV/m) 

2-10 6 30 18 17 41 
田園環境 

10-30 3 30 14 10 27 
2-10 16 10 0 27 43 

商業環境 
10-30 12 10 0 27 39 

 
PLC 信号電流のコモ

ンモード成分 
Icom(dBμA)  

周波数帯 
(MHz) 

10m点のPLC妨

害波 Ep(10m)
(dBμV/m) 

10m 点の妨害波とコ

モンモード電流の比

Z(dBΩ/m) 

QP/RMS
換算値 
K(dB) 

準尖頭値 平均値

2-10 41 15 10 36.0 26.0 
田園環境 

10-30 27 16 10 21.0 11.0 
2-10 43 15 10 38.0 28.0 

商業環境 
10-30 39 16 10 33.0 22.0 

    平均値 32.0 22.0 
 
 上表に示した「10m 点の PLC 妨害波 Ep(10m)」の数値は、遮蔽物のない場所の配電線に PLC 機器

を設置したときの値である。従って、通常の屋内配線に PLC 機器を設置した場合は、壁や屋根など

による遮蔽があるため、実際の電界強度は表の Ep(10m)より 10dB～20dB 以上低い値になる。 
 
 表 8.6 に示した「PLC 信号電流のコモンモード成分」（準尖頭値）のレベルは、平均として 32dBμA
であり、この値は、情報技術装置の妨害波に関する国際規格 CISPR 22 (2005-04)に記載されている

クラス B 機器の通信ポートに関するコモンモード電流許容値 30dBμA にほぼ等しい。したがって、

この 30dBμA を「PLC 信号電流のコモンモード成分」の許容値として採用すれば、PLC 機器が一般

に接続される情報技術装置の妨害波規制とも整合性がとれ、一貫した妨害波抑止対策を確保できる。 
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 このコモンモード電流成分は、PLC 機器自身の不平衡のみならず、屋内配電系の不平衡によっても

生じる。したがって、PLC 信号電流のコモンモード成分の規制に当たっては、屋内配線の影響を含め

て、準尖頭値 30dBμA、平均値 20dBμA 以下に制限することが適当である。 

 なお、上記の制限値を適用すると、田園環境において周波数 10MHz～30MHz の PLC 妨害波に対

する規制がやや緩いが、周囲雑音のレベルは 1970 年代より相当増大していることが予想され、また

短波帯において、受信機感度レベルではフェージングの影響も大きいため、この制限値を採用しても

問題ないと思われる。さらに、PLC 妨害波が周囲雑音レベルになる状況は、次項で述べる LCL の変

動確率を考慮すれば、極めて希であることが予想される。 

 
8.2 PLC 機器の妨害波に関する測定法 

 本節では、個々の PLC 機器の基準認証試験において、前項(7)で求めた「PLC 信号電流のコモンモー

ド成分の許容値」を満足することを確認できる測定法を検討する。 

8.2.1 妨害波測定のための回路 

 既に 7 章で現在使用されている様々な妨害波測定法を調査検討したが、PLC 機器から電源線に供給さ

れる信号周波数のコモンモード電流の測定には、図 8.2 のようにインピーダンス安定化回路網（ISN）

を用いた測定が最も適している。ここで ISN は、実際の屋内配線の線路状態や電気的特性を模擬する回

路で、本測定法における最も重要な装置である。以下で、その仕様を検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) ISN のコモンモード・インピーダンス Z_CM 

 屋内配線のコモンモード・インピーダンスに関しては、極めて多数の実測例があり、その結果は 4
章の図 4-7 に統計的に示されている。この図より、実際の屋内配線のコモンモード・インピーダンス

は、240Ωを中央値として、数 10Ω～数 1000Ωに広く分布していることがわかる。しかし図 4-10 から、

PLC 妨害波の発生源である信号周波数のコモンモード電流は、Z_CM の大きさに殆ど依存しないこと

がわかる。したがって、本測定法では、他の伝導妨害波測定法と整合性を確保するために、インピー

ダンス安定化回路網(ISN)のコモンモード・インピーダンスを Z_CM= 25Ωとする。 

(2) ISN のディファレンシャルモード・インピーダンス Z_DM 

 屋内配線のディファレンシャルモード・インピーダンスの実測値は、4 章の図 4-8 に示されている。

それによれば、中央値は 83Ωで、10Ω～1000Ωに分布していることがわかる。この Z_DM は、PLC
機器から配線系に送出される信号波のレベルを決定する極めて重要なパラメータで、これによって

PLC 機器の信号伝送性能が変化し、コモンモード電流も左右される。このため、PLC 機器の妨害波

測定時にも所期の通信性能を確保するために、インピーダンス安定化回路網(ISN)のディファレンシ

ャルモード・インピーダンス Z_DM は特に定めず、対向 PLC 機器の入力インピーダンスとする。 

図 8.2 PLC 機器の妨害波測定（信号周波数帯） 

金属面（電圧基準）

AC電源

40 cm

被試験
PLC機器

電流測定

ISN
信号

信号

80 cm
10 cm

AC電力

擬似電源
回路網対向

PLC機器

金属面（電圧基準）

AC電源

40 cm

被試験
PLC機器

電流測定

ISN
信号

信号

80 cm
10 cm

AC電力

擬似電源
回路網対向

PLC機器
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(3) ISN の LCL（縦電圧変換損） 

 4 章からわかるように、LCL は線路の平衡度を表すパラメータであり、線路から放射される妨害波

のレベルに直接的に影響する極めて重要な特性である。図 4-11 によれば、PLC 機器の妨害波電流（コ

モンモード電流）は LCL に反比例して変化する。一方、図 4-6 の実測結果によれば、屋内配線の LCL
は、約 36dB を中心として 10dB～70dB まで、極めて広く分布していることがわかる。 

 PLC 機器の認証試験の測定に使用するインピーダンス安定化回路網（ISN）は、実際の屋内配線の

特性を模擬するものである。例えば、ISN の LCL を高く設定すれば、屋内配線の平衡度が良く、低

レベルの妨害波しか発生しない建築物を模擬することになり、逆に LCL を低く設定すれば、平衡度

が悪く、高い妨害波レベルの建築物を模擬することになる。このため、平衡度が悪い家屋からの妨害

波によって生じる無線局等の受信障害を極力低減するために、99%の建築物においてコモンモード電

流が前項の許容値以上であるように LCL を設定する。配線系の様々な状態のうち 99%が超える LCL
値は、図 4-6 によれば 16dB である。したがって、測定に使用する ISN の LCL を 16dB とする。 

 
8.2.2 PLC 機器の妨害波測定法 

 PLC 機器の基準認証に関わる試験では、周波数帯 2MHz～30MHz において、PLC 機能を ON 及び

OFF の状態にして試験する。PLC 機能 ON の状態では、前項で規定した ISN を用いて妨害波電流を測

定する。また、PLC 機能 OFF の状態では、従来の妨害波測定法に基づく試験を行う。 
 なお、8.１節では帯域幅を 10kHz として許容値を算出したが、測定においては、広く使われている妨

害波測定器（帯域幅 9kHz）を用いる。 
 

- 59 -



おわりに 

 
 

 高速電力線搬送通信は、短波帯(2～30MHz)の信号を電力線を介して伝送することにより高速通信を行

おうとするものであり、電波を空間に放射して通信を行うことを意図しているものではない。しかしな

がら、他の有線伝送路の場合と同様に、線路の平衡度が十分でない場合は、不要な電波を放射すること

があるため、これを実用化するには、高速電力線搬送通信設備から漏えいする電波の許容値を定めて、

無線利用システムとの間で共存できるようにしなければならない。 

 

 本研究会は、この共存条件を検討するために、高速電力線搬送通信設備の漏えい電波に関わる様々な

要因、例えば電力線からの電波の漏えいメカニズム、我が国の住宅における電力線の短波帯信号伝送特

性、漏えい電波の近距離及び中遠距離伝搬特性やその累積効果、家屋・ビルによる電波遮へい効果、さ

らに各種無線利用システムの環境雑音レベルなどについて極めて広範な調査を行った。また、研究会構

成員や関係機関によって、漏えい電波の特性やその影響に関する様々な実験や数値計算が精力的に行わ

れた。本研究会では、これらの調査結果に基づいて、高速電力線搬送通信設備に課すべき許容値と測定

法について様々な意見が出され、熱心な討論が繰り返された。 

 

 特に漏えい電波の許容値については、より高速の信号伝送を可能とするために電波の漏えいをできる

限り許容すべきとする意見、これとは正反対に、無線利用システムが受ける妨害を極力排除するために

電波の漏えいをできる限り制限すべきとする意見、他の電気・電子機器に適用されている妨害波許容値

を参考にして両者の中間的な値にすべきとする意見など、様々な意見が出され、考え方の乖離は非常に

大きいものであった。また、測定法など、その他の論点についても多様な意見が出された。 

 

 約１年間にわたる研究会での検討の結果、以下の共存条件を取りまとめた。 

 

 建築物内に敷設された電力線を利用して通信を行う電力線搬送通信を行うための機

器（ＰＬＣ機器）が発生するコモンモード電流は、周波数 2MHz から 30MHz までの範囲

において、コモンモード・インピーダンス 25Ω、LCL16dB のインピーダンス安定化回

路網（ISN）を用いて帯域幅 9kHz で測定したとき、30dBμA（準尖頭値）以下であるこ

と。 

 

 上記の電流許容値は、国際規格ＣＩＳＰＲ２２に定められている許容値に等しく、高速電力線搬送通

信設備から漏えいする電波の強度を現在広く利用されているパーソナルコンピュータ等の情報技術装

置から漏えいする妨害波と同程度に制限するもので、十分妥当なものと考えられる。また、上記の測定

法は、ＰＬＣ機器の許容値適合を確認する際に使用するもので、我が国の住宅の電力線の特性を考慮し

て定めたものである。 

 

 本研究会は、ＰＬＣ機器が満たすべき条件について、特に最大の論点と考えられる短波帯における無

線利用との共存条件に焦点を絞って検討を行ったものである。したがって、今後、帯域外発射やスプリ

アスに係る許容値などの技術的条件について検討を行う必要がある。 

 

 一方、高速電力線搬送通信と無線利用が良好に共存できるようにするためには、技術的条件の設定な

どの制度整備に加えて、以下の点に留意した関係者による取組みも必要である。 

 

１ 高速電力線搬送通信と無線利用が良好に共存できるようにするための関係者の努力 

 高速電力線搬送通信を行うための機器（ＰＬＣ機器）の製造業者など関係者においては、ＰＬＣ機

器が広く一般世帯に普及することを考慮して、ＰＬＣ機器の利用者が無線利用との共存について十分

に理解できるように必要な情報を周知すること、及び、利用者からの相談に応じられるように相談窓

口を設けることが必要である。特に、利用者の家屋において電力線と無線機器が近接する場合に雑音

増加等の影響が出る可能性があるが、これは情報技術装置等が無線機器に近接して利用される場合と

同様であり、利用者に対してこのような影響に関する情報の周知が必要である。 
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 また、万一漏えい電波が無線利用に障害を及ぼした場合に備えて、ＰＬＣ信号の停止機能など、Ｐ

ＬＣ機器に漏えい電波による障害を除去することができる機能を施すとともに、障害が発生した場合

にその除去に積極的に協力することが必要である。 

 

２ 必要に応じた許容値・測定法の見直し 

 本研究会は、無線利用の保護に最大限配慮し、技術的に詳細な検討を行って許容値・測定法を定め

たが、今後、ＰＬＣ機器が実用に供された段階で無線利用との共存状況について把握し、必要に応じ

て許容値・測定法をより適正なものとなるよう見直すことが重要である。 

 なお、国際標準化の観点から許容値及び測定法を審議している国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰ

Ｒ）に対して、本研究会の検討結果等の情報を提供して国際規格策定に資することが肝要である。ま

た、国際規格が策定された段階で、電力線の特性等についての各国の相違や、実用に供されているＰ

ＬＣ機器と無線利用との共存の状況を考慮に入れて、必要に応じ許容値・測定法をより適正なものと

なるよう見直すことが重要である。さらに、国際電気通信連合無線通信部門（ＩＴＵ－Ｒ）において

も高速電力線搬送通信に関する検討が行われており、無線通信規則に反映された場合にはこれを尊重

することが重要である。 
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参考資料１ 高速電力線搬送通信に関する研究会開催要綱等 
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参考資料 1.1 

 

高速電力線搬送通信に関する研究会 開催要綱 

 

１ 背景及び目的  

  電力線搬送通信は、既存の電力線を使用することにより容易にネットワー

クを構築し、通信を行うことができるものであるが、無線利用への影響を考

慮し、現在のところ１０～４５０ｋＨｚの周波数を使用することが可能とさ

れている。近年、この電力線搬送通信について、伝送可能な情報量を増大さ

せるため、使用可能な周波数を拡大（２～３０ＭＨｚを追加）することが要

望されている。 

  使用可能な周波数の拡大により高速通信を可能とした電力線搬送通信（以

下「高速電力線搬送通信」という。）については、漏えいする電波が無線利用

に影響を及ぼすことが懸念されることから、これまで漏えい電波低減技術の

開発が行われてきており、平成１６年３月からは屋内電力線の使用を中心と

した実験によるデータ取得も行われている。 

  このような状況を受け、本研究会では、高速電力線搬送通信と無線利用と

の共存可能性・共存条件等について検討を行うこととする。 

 

２ 検討事項  

 (1) 漏えい電波低減技術の確認 

 (2) 無線利用との共存可能性・共存条件の検討 

 (3) その他関連する事項 

 

３ 構成  

 (1) 本研究会は、総務省総合通信基盤局長の研究会とする。 

 (2) 本研究会構成員は、別紙のとおりとする。 

 (3)  座長は本研究会構成員の互選により定め、座長代理は本研究会構成員の

中から座長が指名する。 

 (4) 必要に応じてワーキンググループ等を開催することができ、その構成は

本研究会で定める。 

 

４ 運営  

 (1) 本研究会は、座長が招集し、主宰する。 

 (2) 座長代理は、座長を補佐し、座長が不在のときは、その職務を代行する。 

 (3) 座長が必要と認めるときは、構成員以外の者を本研究会に参加させ意見

等を述べさせることができる。 

 (4) その他本研究会の運営に必要な事項は、座長が定める。 
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５ 会議の公開  

  「審議会等の整理合理化に関する基本計画」（平成１１年４月２７日閣議決

定）における審議会等の公開の措置に準じ、本研究会は、原則、公開で行う。

また、その議事録も、原則、公開する。 

  ただし、本研究会の開催に際し、当事者又は第三者の権利・利益や公共の

利益を害するおそれがある場合等、座長が必要と認める場合は、その全部又

は一部を非公開とすることができる。 

 

６ 開催時期  

  平成１７年１月から平成１７年１０月までを目途として開催する。 

 

７ 庶務  

  本研究会の庶務は、総務省総合通信基盤局電波部電波環境課が行う。 
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参考資料1.2 

 

    高速電力線搬送通信に関する研究会構成員等 

                                （敬称略・五十音順） 

 

座  長 杉浦
すぎうら

 行
あきら

 

座長代理 安藤
あんどう

 真
まこと

 

秋山
あきやま

泰平
やすひら

 

情報通信審議会CISPR委員会主査、東北大学電気通信研究所教授 

東京工業大学大学院理工学研究科教授 

社団法人日本船主協会通信問題ｻﾌﾞﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ長（第９回まで） 

雨宮
あめみや

不二雄
ふ じ お

 情報通信審議会CISPR委員会Iグループ主任 

有高
ありたか

明敏
あきとし

 松下電器産業株式会社ネットワーク開発センター所長 

池田
い け だ

 茂
しげる

 情報通信ネットワーク産業協会専務理事 

市橋
いちはし

保孝
やすたか

 

伊藤
いとう

 好
このむ

 

大井
おおい

 清
きよし

 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸﾉﾛｼﾞ株式会社営業本部部長（第７回から） 

社団法人日本船主協会通信問題ｻﾌﾞﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ長（第10回から） 

社団法人全国漁業無線協会専務理事 

加藤
かとう

高昭
たかあき

 東京電力株式会社電子通信部長 

上
かみ

  芳夫
よしお

 電気通信大学電気通信学部教授 

上河
かみかわ

 深
ふかし

 日本電気株式会社ﾒﾃﾞｨｱ･ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部事業部長代理 

河合
かわい

直樹
なおき

 日本放送協会技術局技術主幹（第６回から） 

小海
こかい

 裕
ゆたか

 社団法人日本経済団体連合会情報通信委員会情報通信ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ委員 

小林
こばやし

 哲
さとし

 社団法人電波産業会常務理事 

坂尻
さかじり

敏光
としみつ

 社団法人全日本航空事業連合会専務理事 

鈴木
すずき

 博
ひろし

 東京工業大学大学院理工学研究科教授 

【構成員】 
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近田
ちかだ

義
よし

広
ひろ

 

寺崎
てらさき

善
よし

治
はる

 

日本学術会議電波天文周波数小委員会委員長 

九州電力株式会社電子通信部長 

徳田
とくだ

正満
まさみつ

 武蔵工業大学工学部教授 

林
はやし

 政
まさ

克
かつ

 株式会社日経ラジオ社経営本部技師長 

福沢
ふくざわ

恵司
けいじ

 ソニー株式会社ｺｱｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ事業ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｺｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰ開発本部 RF･信号 

処理開発部長 

藤野
ふじの

隆
たか

雄
お

 関西電力株式会社経営改革・ＩＴ本部副本部長・支配人 

松崎
まつざき

 正
ただし

 三菱電機株式会社 ITソリューション開発部長 

三浦
みうら

秀
ひで

利
とし

 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸﾉﾛｼﾞ株式会社取締役・営業本部本部長（第６回まで） 

矢橋
やばし

 隆
たかし

 日本放送協会技術局計画部統括担当部長（第５回まで） 

山中
やまなか

幸雄
ゆきお

 情報通信審議会CISPR委員会Aグループ主任 

芳野
よしの

赳夫
たけお

 社団法人日本アマチュア無線連盟電磁環境委員会委員長 

梅田
うめだ

宜弘
よしひろ

  

佐藤雄二
さとうゆうじ

  

海上保安庁総務部情報通信企画課長（第３回まで） 

海上保安庁総務部情報通信企画課長（第４回から） 

林
はやし

 芳彦
よしひこ

 国土交通省航空局管制保安部無線課航空管制技術調査官 

【オブザーバー】 
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参考資料 1.3 

 

高速電力線搬送通信に関する研究会開催等状況 

 

平成１７年１月３１日（月） 

平成１７年２月２３日（水） 

平成１７年３月１８日（金） 

平成１７年４月１４日（木） 

平成１７年５月２４日（火） 

平成１７年６月１４日（火） 

平成１７年７月２９日（金） 

平成１７年８月１８日（木） 

平成１７年９月２６日（月） 

平成１７年１０月４日（火） 

平成１７年１０月２１日（金）～１１月２１日（月） 

第１回会合 

第２回会合 

第３回会合 

第４回会合 

第５回会合 

第６回会合 

第７回会合 

第８回会合 

第９回会合 

第１０回会合 

「高速電力線搬送通信と無線利用との共存に

ついて（案）」に対する意見の招請 

平成１７年１２月１２日（月） 

平成１７年１２月２２日（木） 

第１１回会合 

第１２回会合 
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参考資料２ 高速電力線搬送通信と無線利用との共存検証実験の結果 
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参考資料 2.1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

海上無線システムとの共存実験結果のご報告 

（研究会資料 7-2） 
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海上無線システムとの共存実験結果のご報告

高速電力線通信推進協議会

2005年7月29日

資料７－２
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■実験日時および天候

平成17年7月25日 13:30～17:30
晴れ時々雨(台風の影響により天候不順)

■実験場所

茨城県鹿島郡波崎町大字砂山１番地

アクゾノーベル(株)鹿島サイト 第3サイト

■実験参加団体

海上保安庁

日本船主協会

PLC-J

■実験の目的

本実験では、PLCモデムを接続した電力線から発生する漏洩により、その強度が海上無線

システムの運用に与える影響を評価することを目的とする。

合同実験の概要

参-10



All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005
3

■測定方法（パラメータ：P.4参照、実験系詳細：P.5～P.6参照）

モデム動作時ならびに非動作時に以下の測定を実施した

測定①：評価者による音声評価※(ターンテーブルの回転数：4分／回転)

測定②：電界強度をスペクトルアナライザを用いて測定(ターンテーブルの回転数：1分／回転)

測定③：ターンテーブルを0度に固定して、40秒間(動作：20秒、非動作20秒)DATに録音

※運用周波数では、試験電波を発射できないため音声評価の実施は、試験用周波数を用いて実施した。

16.812MHzにおいては他電波との混信がひどかったため音声評価は実施せず。

測定方法

○

○

○

○

○

100m

○

30m

測定③
周波数種別

○16.812MHz

○○○12.590MHz

○○○8.4195MHz

○○○6.3205MHz

○12.290MHz

○○○4.2165MHz

試験用周波数

2.182MHz
運用周波数

100m

○

30m30m

測定②測定①
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○スペクトラムアナライザ

測定周波数 ：2.182、4.2165、6.3205、8.4195、12.290、12.590、16.812MHz
測定帯域幅 ：100kHz
分解能帯域幅：3kHz
検波方式 ：サンプル検波（実効値）

○無線設備の受信アンテナ

アンテナ設置位置：30m地点および100m地点

アンテナ設置高さ：4m
アンテナ方向 ：垂直に設置（同一距離での水平偏波と垂直偏波を比較すると垂直偏波のほうが電界

強度が高いため）

アンテナファクタ：0dB（30MHz）～15.5dB（5MHz）

○無線設備の受信機

測定周波数 ： 2.182、4.2165、6.3205、8.4195、12.290、12.590、16.812MHz
帯域幅 ：3kHz（12.59MHz時は0.3kHz）
その他 ：AGC・スケルチ等の機能はOFF

○PLCモデム（ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ製）

変調方式 ：Wavelet based OFDM
周波数帯域 ：4MHz～28MHz
送信出力 ：-50dBm/Hz以下（30dBμA/10kHz以下 ただし、LCL=30dB,CMZ=150Ωの場合）

測定時のパラメータ
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1.5m

1.5m

1.0m

モデム

終端回路

2.0m

2.0m

5.0m

5.0m

ｽｲｯﾁ
ON/OFF

主幹

主分岐

副分岐

実験系の構成

照明

注入側 ・SG：HP／8656B
・T-ISN：協立電子工業

・LISN：KNW-407 

終端側 ・終端回路（自作）

LCL＝31.7dB
コモンモード|Z|＝150Ω
ノーマルモード|Z|＝100Ω

終端回路

0

10

20

30

40

50

60

0 5 10 15 20 25 30

周波数　MHz

L
C
L
　
dB

終端回路

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0 5 10 15 20 25 30

周波数　MHz

コ
モ
ン
モ
ー

ド
イ
ン
ピ
ー

ダ
ン
ス
　
Ω

V-LISN

T-ISN
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Tx側

Rx側
エアードーム

100m測定点電
力
線

回転台

30m測定点

実験系の概観

アンテナの高さは共に4m

ダイポールアンテナ

エアードーム
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運用周波数の測定結果

スペクトラム・アナライザ設定：RBW=3kHz、sample検波、Average

・モデムを動作させても非動作時と同様、電界強度はフロアノイズ以下となることがわかった。

(注)12.31MHz付近で動作時に電界強度が強くなっているが、測定周波数全域で強くなっていないこと

から短波特有のフェージングによる影響と考えられる。

2.182MHzの測定結果 12.290MHzの測定結果

All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005
8

試験周波数の測定結果
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スペクトラム・アナライザ設定：RBW=3kHz、sample検波、Average

一例として、30m地点における16.812MHzの測定データを示す。

・モデムを動作させても非動作と比較して電界強度に差がないことがわかった。

・音声評価においても動作時と非動作時の差は確認できなかった。

(注)動作時に電界強度が強くなっている周波数もあるが、測定周波数全域で強くなっていないことか

ら短波特有のフェージングによる影響と考えられる。

試験用信号
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まとめ

○ 代表的なサンプル周波数に関し、モデム動作時と非動作時の電界強度を比較

した結果、当該モデムからの影響は本実験場所における環境雑音レベル以下であ

ることを確認した。

○ このことから本実験場所より環境雑音レベルが高い海上保安庁サイトにおい

ては、同様の結果が得られるものと推測できる。

○ 代表的なサンプル周波数で音声評価を実施したが、モデム動作時と非動作時

での明確な差は確認できなかった。

○ 以上のことから、今回のサンプル周波数に関しては、懸念する影響は認めら

れなかった。
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測定使用機器一覧

PLC-J自作（LCL≒32dB，CMZ≒150Ω）終端回路6

PLC-JTCD-D8（SONY）DAT7

海上保安庁

（借用品）
NRD-302A（JRC）無線受信機2

PLC-J試作機（パナソニックコミュニケーションズ）PLCモデム8

ｱｸｿﾞﾉｰﾍﾞﾙKNW-407 （協立電子）LISN5

PLC-JT-ISN，LCL=30dB（協立電子）付加装置（ISN）4

ｱｸｿﾞﾉｰﾍﾞﾙVHA9103 （Schwarzbeck）半波長ダイポールアンテナ3

ｱｸｿﾞﾉｰﾍﾞﾙE7401A，S/N：US39440256（Agilent）ｽﾍﾟｸﾄﾙｱﾅﾗｲｻﾞ1

所有社型式品 名No

・終端回路

線路へ

470nF

470nF

60Ω

125Ω

40Ω
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測定データ（4.2165MHz）

スペクトラム・アナライザ設定：RBW=3kHz、sample検波、Average
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アンテナ高さ ：4m
アンテナ方向 ：垂直

アンテナファクタ：15.5dB

アンテナ設置位置：100m地点

アンテナ高さ ：4m
アンテナ方向 ：垂直

アンテナファクタ：15.5dB
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スペクトラム・アナライザ設定：RBW=3kHz、sample検波、Average

アンテナ設置位置：30m地点

アンテナ高さ ：4m
アンテナ方向 ：垂直

アンテナファクタ：15.35dB

アンテナ設置位置：100m地点

アンテナ高さ ：4m
アンテナ方向 ：垂直

アンテナファクタ：15.35dB
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スペクトラム・アナライザ設定：RBW=3kHz、sample検波、Average

アンテナ設置位置：30m地点

アンテナ高さ ：4m
アンテナ方向 ：垂直

アンテナファクタ：15dB

アンテナ設置位置：100m地点

アンテナ高さ ：4m
アンテナ方向 ：垂直

アンテナファクタ：15dB
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参考資料 2.2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

航空無線システムとの共存検証実験結果、及び共存条件の検討結果 

（研究会資料 9-3） 
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航空無線システムとの共存検証実験結果、

および共存条件の検討結果

高速電力線通信推進協議会

2005年9月26日

資料９－３

2

航空無線システムとの共存実験の概要

●実験日時

●実験場所

第１ステップ 2005年8月5日～8月8日

第２ステップ 2005年9月15日 11:00～16:00

第１ステップ 坂戸通信所

第２ステップ 東京電力（株）技術開発センター 電波暗室 （横浜市鶴見区）

●実験参加団体

国土交通省

電子航法研究所

PLC-J

●実験の目的

航空無線システムへPLCの漏えい電波が混入した場合の、

航空管制通信への影響を、聴覚にて評価する。

参-19
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ＰＬＣ設置点
Ｈ

ｈ

離隔距離 ｄ
10m

アンテナ受信点

Ｅplc

１０ｍ点でのＰＬＣによる

漏えい電界

共存可能条件（直接波による妨害）の検討方法

外部雑音（実態値）：Ｎext(H)
許容妨害波：Ｅlim =Ｎext(H)+Δ

①妨害の影響が無いＰＬＣ信号／外部雑音混合比 Δ[dB] を、聴覚試験で把握。

②アンテナ受信点での外部雑音実態値から、許容妨害電界 Ｅlim を算出。

③離隔距離やアンテナ指向性などを考慮して、ＰＬＣ設備から10m点での許容

される漏えい電界強度 Ｅplc を算出。

離隔距離、アンテナ指向性
などを考慮して Ｅplc を逆算

距離減衰 Ａ

指向性利得 Ｇd

4

共存検証実験の全体概要と目的

坂戸通信所での外部雑音
（環境雑音）の実態測定

坂戸通信所での、受信S/Nの

実態測定

聴覚試験
主信号に、雑音、PLC信号を
重畳し、音声受信への影響
を評価

坂戸航空無線通信所でデータ取得

実験室（シールドルーム等）で実施

ＰＬＣ設備からの所要離隔距離
を検討するための基礎データ

聴覚試験時に設定すべきS/Nの把握

（運用実態に即した試験を行うため）

第１ステップ

第２ステップ
坂戸通信所は、周辺住宅

との離隔が小さく、直接波

妨害について、最も厳しい

条件の場所

参-20
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坂戸通信所でのデータ取得結果

①外部雑音（環境雑音）の実態把握

ループアンテナにより、敷地内 5 箇所の外部雑音を測定（地上高 1m）。

22MHz（最高周波数）における外部雑音は 12～14dBuV/m 程度（帯域幅 10kHz）。

測定場所、および測定時間帯に対する依存性は小さい。

受信アンテナ（傾斜V型）の受信レベルとは相関が無い。アンテナ高・指向性の

差異に起因すると考えられ、共存条件の検討にはこれらを考慮する。

②運用されている受信SN比の実態把握

受信S/Nの80％は、9dB～24dB（帯域 3kHz換算）の範囲にある。

周波数に対する依存性は認められない。

時間帯に対して、雑音レベル・信号レベルは大きく変化するが、S/Nは変わらない。

6

音声受信への影響評価： 評価方法の概要

模擬通信信号
（ＳＳＢ変調）

混

合

器

受信機
（マルチバンド

レシーバ）

Ｅplc

Ｅsig

Ｎext

模擬通信信号にＰＬＣ信号が混入したときの、受信音声への影響を評価。

運用実態に即した評価をするため、模擬通信信号には模擬外部雑音を混合する。

（混合比（S/N）は、実測データに基づいて決定）

ＰＬＣ信号と外部雑音との混合比（P/N）を変えて評価を行い、受信音声への

実用上の影響が生ずる混合比を把握する。

※航空管制通信の実際の運用環境に、可能な限り近づけた評価方法

模擬外部雑音
（白色雑音）

ＰＬＣ信号
（信号のみ分離）

受信音声への
影響度合いを評価

※３入力の混合比を
変えて評価

参-21
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音声受信への影響評価： 評価の条件

-6, -3, 0, +3, +6dB の５水準

P/N （PLC／外部雑音比）

9, 16, 24dB の３水準 （※）値

S/N （信号／外部雑音比）混合比

●試験に用いる信号の混合比

※帯域幅 3kHz

●音声の評価尺度

分かるが気にならない4

（PLC信号による妨害が）分からない5

気になるが邪魔にならない3

邪魔になる2

非常に邪魔になる

説 明

1

尺度

●評価用の音源

①スピーチ（英語）

②管制通信 ・・・ 音源の雑音レベルの定量把握が難しいため、参考試験

・ＰＬＣ信号混入前後の、 相対的な音質

劣化 を ５段階評価

・被験者数： 11名

・国土交通省： 6名（管制通信官含

む）

・PLC-J： 5名

・最良・最悪値を除いた、 9名の平均値で

評価

8

音声受信への影響評価： 評価結果

●音声劣化尺度 3.5 以上となる P/N比（PLC信号／外部雑音比）

SS方式： -3 dB、 OFDM方式： -6 dB   （S/N＝9dBの厳しい条件時）

S/Nに依存。同じP/N比でも、 S/Nが良いと音質劣化は小さい。

1

2

3

4

5

-6 -3 0 3 6

PLC信号／外部雑音比 [dB]

音
声

劣
化

尺
度

9dB 16dB 24dBS/N

SS方式モデム（音源：英語スピーチ）

3.5

1

2

3

4

5

-6 -3 0 3 6

PLC信号／外部雑音比 [dB]

音
声

劣
化

尺
度

9dB 16dB 24dBS/N

OFDM方式モデム（音源：英語スピーチ）

3.5
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共存可能条件の検討（坂戸通信所）： 許容妨害波レベル Elim

坂戸通信所における実測値

（rms値、帯域幅 10kHz）
12 ～14 dBuV/m外部雑音（高さ 1m） Next (1m)

外部雑音の高さ依存性については考慮
せず

Next (1m) 外部雑音（高さ H） Next (H)

聴覚試験の結果より-6 ～ -3 dB音声劣化尺度 3.5 以上を確保で
きる、PLC信号／外部雑音比 Δ

30 m

22 MHz

検討条件

アンテナ受信点の高さ H

周波数

項 目

進行波アンテナなので、給電点が最も
電流が大きい

航空無線で使用する最高周波数

（外部雑音が低く、最も厳しい条件）

備 考

Elim = Next(H) + Δ = 6～11 dBuV/m

アンテナ受信点における許容妨害波レベル（rms値、帯域幅 10kHz）

10

共存可能条件の検討（坂戸通信所）： 許容漏えい電界 Eplc

52.2 ～ 57.2 dBuV/m

42.7 ～ 47.7 dBuV/m

＜－20 dB
16.7 dB

20 m
（36.1 m）

受信アンテナの後方

（住宅最近接方向）

減衰係数 30dB/dec.35.5 dB距離減衰 A

理論式により算出11 dBアンテナ指向性利得 Gd

rms値、帯域 10kHz30.5 ～ 35.5 dBuV/m
許容される、10m点での

PLC漏えい電界強度

Eplc = Elim + A － Gd

9.5dB 加算40.0 ～ 45.0 dBuV/mEplc を QP値、帯域 9kHz 
に換算

150 m
（153.0 m）

6 ～ 11 dBuV/m

受信アンテナの

最大利得方向

確保可能な水平離隔距離 d  
（実効離隔距離 r）

許容妨害波レベル Elim

項 目

r =  [ d2+H2 ]1/2

rms値、帯域10kHz

備考

最悪条件が重なっても（※）、Eplc ≦ 40 dBuV/m (QP値) であれば共存可能

※［最高周波数］&［ 最悪S/N ］&［最悪方向］&［当該周波数に漏えい電波のピークが発生］
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共存可能条件の検討： 結論

●坂戸通信所における共存可能条件

10m点でのPLCからの漏えい電界が 40 dBuV/m (QP値) 
以下であれば共存可能と考えられる

●その他の国内受信設備の共存可能条件

（東京国際（友部）航空局）

①東京国際（成田）航空局（新東京国際空港内）

②東京国際（羽田）第２航空局（東京国際空港内）

③那覇第４航空局（那覇空港内）

坂戸通信所よりも大きな離隔が確保可能であり、
少なくとも、上記漏えい電界値では共存可能と考えられる

直接波による妨害についての検討結果の結論は、下記の通りである。

本検討では考慮していない、PLC の放射パターン（家屋内配線からの放射

特性など）、累積効果、遠距離伝搬特性については、研究会での検討結果を
反映させることが必要。
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高速電力線搬送通信と短波放送の共存検証実験報告書 

（研究会資料 9-4） 
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平成 17 年 9 月 26 日 

PLC-J、（株）日経ラジオ社 

日本放送協会、ソニー(株) 

 

高速電力線搬送通信と短波放送の共存検証実験報告書 

 

１ 日程および場所 

  2005 年 8 月 25～26 日（実験準備）  ：情報通信研究機構（YRP 横須賀） 

  2005 年 8 月 29 日（受信サンプル取得本実験） ：情報通信研究機構（YRP 横須賀） 

  2005 年 9 月 7 日（実験準備）   ：日本放送協会 技術研究所 

 2005 年 9 月 15 日（主観評価本実験）  ：日本放送協会 技術研究所 

 

２ 実験方法 

PLC から短波ラジオへの干渉に関する実験は、短波ラジオへの干渉実験と、その干渉実験によって得られ

た主観評価用音声サンプルを用いた主観評価実験により実施した。  

干渉実験は、情報通信研究機構が所有する GTEM セルを使用した。あらかじめセル入力電力と発生電

界強度の関係がわかっている GTEM セルに入る正味電力を測定することで，内部の電界を測定しなくて

も電界強度を知ることができるため、これにより今回の実験に必要な放送波、PLC ノイズ、人工雑音

を外部から遮断したセル内部に発生させた。 

主観評価実験は、取得したサンプルを使用して ITU-R 勧告 BS.1284-1 二重刺激劣化尺度法（DSIS）による

音声の劣化を 5 段階で判断する 5 段階評価実験を行った。 

（参考資料： 「高速電力線搬送通信と短波放送の共存検証実験（補足資料）」） 

（参考情報： TEM セル http://www.elena-e.co.jp/GTEM1-1.pdf ） 

 

(1) 供試受信機及び周波数選定のための予備実験 

卓上型受信機として現在販売されている受信機の中から、販売台数が多く、かつ周波数設定の正確

さからPLLシンセサイザ方式であるソニー製ICF-SW35(19,800円)を使用（短波帯はロッドアンテナで受

信）した（ICF-SW35：40dBμV/mにおいてS/N26dB以上）。 

 実験案で検討されていた携帯型受信機（短波帯は内蔵バーアンテナで受信）は内蔵バーアンテナが

小型であり電界強度がもっと高い場所での受信にしか適していないため、今回の実験対象から除外し

た。 

 

(2) 短波放送受信機への干渉評価サンプルの採取 

①通信中の PLC モデムの信号（擬似電源回路網 V-LISN(V-Line Impedance Stabilization 

Network 経由)、②人工雑音を模擬するノイズジェネレータの出力、③放送波信号（変調度 30％）を

模擬する AM 標準信号発生器の出力、3 つを合成し、TEM セルにより供試受信設備に与え、その音声出

力を受信機のヘッドホン端子より録音することにより、主観評価サンプルを採取した。（図１参照）。 

この際、人工雑音の電界強度 Next及び放送波の電界強度 Esigがそれぞれ所定値となるよう調整してお

き、PLC 信号の電界強度 Eplcを変化させて主観評価サンプルを採取する。これを、受信電界強度の条件

を変えて繰り返し、得られたサンプルを後刻 ITU-R 勧告 BS.1284-1（音声品質の主観評価の一般的方

法）に基づき評価する。 

 実験に用いる短波放送受信機等の条件を表 1 に示す。また、実験を行った周波数は実環境でノイズ

資料９－４ 
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の多い 3ＭＨz帯を希望したが PLC モデムの出力が平坦でなかったため、日経ラジオ社の３つの周波数

の内、真ん中の 6.055MHz を使用した。 

 受信電界強度約 30dB(μV/m)の場合に使用する外部アンテナとしては、ソニー製ループアンテナ 

AN-LP1 （9,800 円）を使用した。 
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3 

 

図 1 実験系統図 

 

PLC モデム 

V-LISN 

ノイズジェネレータ AM 標準信号発生器 

CD Player（変調信号源）

録音機（DAT） 

主観評価サンプル採取 

TEM セル 

～

AC 電源 

受信設備 

合成器 -7dB 

Esig/ Eplc 比 

10～40dB 

Rural     (5.3dBμV/m) 

Business (14.9dBμV/m) 
Esig Eplc Next 

供試受信機 DAT 

空中線

外部からの誘導雑音を排除するため、 

・セル内の全ての機器は乾電池駆動 

・受信音声は DAT でデジタル＆光変換し、 

 光ファイバーでセル外部へ出力 

O/E 変換器 

光ファイバー

録音機(PC) 

USB 変換器 

AES/EBUSPDIF 

USB 
スピーカー

各アンテナの中心が h/2 の高さとなるよう

に供試受信機を設置(h=1m) 
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4 

 

図２ 実験環境の例（GTEM セル内に設置した受信機） 

 

 

表１ 短波放送受信機等の条件 

受信機 アンテナ 放送波電界強度

(Esig)
注 1 

人工雑音電界強度

(Next)
注 2 

PLC モデムの信号の 

電界強度（Eplc）
注３ 

Rural 卓上型 

受信機 

ロッド 

アンテナ 

40dB(μV/m) 

Business 

Rural 卓上型 

受信機 

ループ 

アンテナ 

30dB(μV/m) 

Business 

Esig/ Eplc 比 

10～40dB の範囲 

（2dB 間隔） 

（詳細は表３参照） 

注１ 放送波電界強度は、短波ラジオの所要電界強度とする。国際的には 40dB(μV/m) （The WARC 

HFBC(2),Geneva 1987）、国内 30dB(μV/m)。電界強度の規定は無変調搬送波信号により測定する。 

２ 人工雑音電界強度は、放送波の搬送波周波数における ITU-R 勧告 P.372-8（電波雑音）に示す

Rural (5.3dBμV/m, BW=9KHz) 又は Business (14.9dBμV/m, BW=9KHz)の人工雑音電界強度とする。 

３ PLC モデムの信号の電界強度は、放送波の搬送波周波数において、無線通信規則付録第 11 号

に規定する短波放送(DSB)の必要周波数帯幅 9kHz で測定する。 
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(3) 実験に必要な設備及び機材等 

 実験に必要な設備及び機材等を表２に示す。 

 

表２ 設備及び機材の一覧 

品名 規格又は型番 数量 

TEM セル 

エレナ電子 EGT-1100 

使用周波数帯： 

 3.9～26.1MHz 

暗雑音：0dBμV/m 以下  

使用可能供試品最大寸法： 

 600mm 立方以上 

１ 

PLC モデム （OFDM） １台 

PLC モデム （SS） １台 

V-LISN V-LISN １台 

可変減衰器 2～3dB ステップ ２台 

ノイズジェネレータ Agilent E4438C １台 

変調信号源 CD プレーヤー １台 

標準信号発生器 Panasonic VP-8121B １台 

送信信号合成器  １個 

スペクトラム 

アナライザ 

 １台 

短波ラジオ SONY ICF-SW35 １台 

短波ラジオ用外部アンテナ SONY AN-LP1 １台 

ポータブル DAT SONY TCD-D100 １台 

O/E 変換器 MOTＵ 308 １台 

USB 変換器 M.Audio Audiophile USB １台 

録音機 DAT (TASCAM DA45HR) 

PC (IBM THINKPAD R51) 

各１台 

モニター用スピーカー FOSTEX 6301B １台 

主観評価環境 再生機、ヘッドフォン等 

ＤＡＴ（TASCAM DA４５HR） 

STAX Lambda Nova Signature 

STAX SRM-3，SRM-1/MK2 

24 人分 

評定者 非専門家 24 人 

その他ケーブル等  適宜 
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(4) 音声の主観評価方法 
(2)で採取したサンプルを使用して主観評価実験を行う。表３に主観評価実験の条件を、図３に機器接

続系統図を示す。 

 

表３ 主観評価実験の条件 

評価法 二重刺激劣化尺度法（DSIS） 

提示：基準音（11 秒）－評価音(11 秒)  

基準音 表１に示す放送波電界強度と ITU-R 勧告 P.372-8（電波雑音）に示

す人工雑音環境下での受信音 

評価音 表１に示す PLC モデムからの雑音をさらに加えた環境下での受信

音 

評価尺度 ５段階劣化尺度 

５：（妨害が）分からない 

４：分かるが気にならない 

３：気になるが邪魔にならない 

２：邪魔になる 

１：非常に邪魔になる 

放送サンプル ２種：  P1：スピーチ（女性）、P2：音楽（男性＋伴奏）、 

平均変調度 30％（ITU-R 勧告 BS.703 と同じ。） 

人工雑音 ノイズジェネレータによる。 

PLC モデム SS 方式 及び OFDM 方式 

PLC による電界強度 2dB 間隔で Esig/ Eplc 比 10～40dB の範囲を取得し、そのうちから評

価が１～５に散らばるようなサンプルを選択した。 

評定者 ２４人、非専門家 

音声の提示 開放型ヘッドフォン 

 

 

図３ 主観評価実験の機器接続系統図 

TASCAM DAT
DA-45HR

STAX amplifier
SRM-3　or

 SRM-1/MK2

STAX amplifier
SRM-3　or

 SRM-1/MK2

OUTPUT
RCA pin

Cascade connection

STAX headphone
Lambda　NOVA

Signature

STAX headphone
Lambda　NOVA

Signature

STAX headphone
Lambda　NOVA

Signature
・・・12set headphones

ヘッドホーンヘッドホーン ヘッドホーン ヘッドホーン 

アンプ アンプ アンプ DAT 
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３．主観評価実験結果 

主観評価実験結果を図 4～図 7 に示す。それぞれの結果に OFDM 方式と SS 方式の結果を記載した。 

 

短波電界強度40dBμV/m, Rural
（session1）

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0
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4.0

4.5

5.0

-10 0 10 20 30

妨害波電界強度Eplc [dBμV/m（BW=9kHz）]

評
価

OFDM

SS

 

図４ 短波ラジオ電界強度 40dBμV/m, 人工雑音 Rural 

 

短波電界強度40dBμV/m, business
（session2）

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0
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評
価

OFDM

SS

 

図５ 短波ラジオ電界強度 40dBμV/m, 人工雑音 Business 
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短波電界強度30dBμV/m, Rural
（session3）
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図６ 短波ラジオ電界強度 30dBμV/m,  人工雑音 Rural 

 

短波電界強度30dBμV/m, business
（session4）
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図７ 短波ラジオ電界強度 30dBμV/m,  人工雑音 Business 

 

 

以上 
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参考資料 
2005 年 8 月 29 日 

情報通信研究機構 通信システム EMC グループ 
 

高速電力線搬送通信と短波放送の共存検証実験（補足資料） 
 

1. GTEMセルの内部電界 

図 1 のようにセプタム高を h とすると，GTEM セルの

中心（高さ h/2）における電界強度の理論的は，以下の式

で求められる．ただし，Pnet は GTEM セルで消費される

正味の電力，Z0 は測定系の特性インピーダンス（50Ω）

である． 

h
ZP

E net 0=          (1) 

 
図 1 GTEM セルの内部電界強度 

 実際には，GTEM セルは従来型の TEM セルと比較し

て電界強度の周波数特性が平坦ではない．そこで，光電

界センサ（OEFS-2，トーキン製）を使用して，図 2 の中

心点 CTR における周波数特性を測定した．  

 
図 2 GTEM セル断面と測定点 

補正係数（実測値―理論値）

-3

-2.5

-2

-1.5

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0 10 20 30 40 50

周波数, MHz

補
正

係
数
ΔE

, 
dB

 

図 3 電界補正係数 

電界強度のセンサによる実測値より(1)式で計算される

理論値を引いたものを補正係数ΔE としたとき，補正係数

の周波数特性は図 3 のとおりとなる．同図において，電

界強度は(1)式より求められる理論値に補正係数を加算す

ることで求められる．すなわち，GTEM セルに入る正味

電力を測定することで，内部の電界を測定しなくても，

前述の方法で電界強度を知ることができる．なお，光電

界センサの特性については次節を参照のこと． 

2. 光電界センサの特性 

アンテナ／センサのアンテナ係数 Fcは，アンテナに入

射する電界を E，アンテナの端子電圧を V0としたとき，

以下の式で定義される． 

o
C V

EF =           (2) 

 光電界センサのアンテナ係数を，従来型の TEM セルに

おいて測定した結果を図 4 に示す． 

アンテナ係数

50

52

54

56

58

60

62

64

66

0 50 100 150 200

周波数, MHz

ア
ン

テ
ナ

係
数

, 
dB

 
図 4 光電界センサのアンテナ係数 

3. GTEMセルの電界均一性 

図2における中心点CTRでの理論電界は式(1)で求められ

るが，中心以外の点では中心における電界強度より幾分

か値が上下にずれる．そこで，図 2 の 9 点の観測点にお

いて電界強度を光電界センサで測定し，各点における中

心店CTRに対する電界強度の偏差をプロットしたものを

図 5 に示す．同図より，まずセプタムに近い点は中心よ

り電界強度が大きく，逆に床導体に近い点では中心より

電界強度が小さい．約 12MHz 以下では，偏差は±3dB 程

度あるが，30MHz 以上では偏差は±1.5dB 程度となって

いる．ゆえに，容積の大きい被試験機器を設置する場合

には，電界強度の場所による偏差に注意する必要がある． 
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中心点電界強度との偏差
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図 5 中心点電界強度との偏差 
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参考資料３ 高速電力線搬送通信と無線利用との共存条件についての提案 
 

参-36



参考資料 3.1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高速電力線搬送通信と既存無線局の共存について 

（研究会資料 2-3）（抜粋） 
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資料２－３

高速電力線通信推進協議会

All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005

2005年2月23日

高速電力線搬送通信と
既存無線局の共存について

All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005
2

１． 利用形態
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PLC

PLC

PC

VoIP

PLC

PLC

PLC

PLC

PLC

その他、学校・オフィス・工場・病院などの構内NW

電気室
PLC

PLC

PLC

PLC

②集合住宅①戸建住宅

1 利用形態

住宅内電力線を用いたホームNW

屋内配線を用いたホーム/構内ネットワークを周波数拡大の対象とし、
今回は、屋外架空配線を用いたシステムは対象としない

All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005
4

２． 共存条件の基本的考え方
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２ 共存条件の基本的考え方

共存条件の考え方

・現状の運用に対して、実用上の影響を与えないこと

A. ＰＬＣ設備と既存無線設備との間に離隔距離を確保

B. 実用上の漏えい電界低減要素を加味

⇒ AおよびBの低減要素を考慮し、既存無線設備の受信点で外部雑音以下となる

１０ｍ地点のPLCの漏えい電界強度：EPLCを検討する

共存条件

EPLC < En ＋A＋B

En ：外部雑音レベル [dBuV/m] ※本資料２．１参照

A  ：離隔距離 L [m] による距離減衰量 [dB] ※本資料２．２参照

B  ：漏えい電界の影響を低減する、その他の効果 [dB] ※本資料２．３参照

Eplc： １０ｍ地点でのPLCの漏えい電界 [dBuV/m]

All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005
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２．１ 外部雑音の設定

ITU-R における外部雑音の設定値【米国1971年の実態値による】

日本における外部雑音

外部雑音実態値の
測定結果（PLC-J調査）と

概ね一致（参考１．１節参照）

・外部雑音：短波帯域では人工雑音が支配的

・ITU-R の外部雑音 En[dBμV/m] の設定式

En = β－7.7*Log(ｆ） ※ｆ：周波数 [MHz]

β [dB]： 17.3 (高雑音地域), 13.0 (中雑音),  7.8 (低雑音)  ※BW=9 kHz

・人工雑音は電力消費密度（EIPR）に比例すると仮定

・米国1971年と日本2000年とのEIPR比を用いて、

日本における外部雑音（β値）を設定

15.4
13.4
9.8

30

16.8
14.8
11.2

20

19.1
17.1
13.5

10

24.5
22.5
18.9

26.8－7.7*Log(ｆ）
24.8－7.7*Log(ｆ）
21.2－7.7*Log(ｆ）

高雑音地域

中雑音地域

低雑音地域

f = 2周波数換算式 [MHz]区 分

※雑音地域分類：中波放送区域区分による

ITU-R REPORT 258-5 , 
ITU-R P1.372「無線雑音」の人工雑音を参照
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∞---完全導体

0.0130湿地

0.00113標準大地

導電率比誘電率大地面 種別 Rec. ITU-R P.527-3: “Electrical characteristics of 
the surface of the Earth,” ITU-R 
Recommendations, Volume 1997 P Series-Part 1, 
pp.140-144, ITU, Geneva (1998) 

より抜粋

２．２ 距離減衰特性

距離による減衰量Aは、理論計算および実測値に基づき、算出する。
１．モーメント法による距離減衰の理論解析 – モデル化した大地面における減衰量

２．実環境における減衰測定 － 工場敷地内（大地面はアスファルトまたはコンクリート）での測定

大地面を考慮したモーメント法による理論解析

All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005
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完全導体（自由空間伝搬）では
２０ｄB/dec

標準大地および湿地（実際の
伝搬モデル）での距離減衰Aは

２６～４０ｄB/dec

モーメント法による距離依存性の解析

２．２．１ 距離減衰特性（理論解析）
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２．２．２ 距離減衰特性（実測）

テニスコート

建
物

一
般

道
路

松下敷地
構

内
道

路

東側5m北側5m

西側5m 南側5m

敷地境界21m

※距離は建物外壁
から計測

エオリアハウス

遠方界の離隔距離方向

・SG注入コンセント：102-3
・計測器設定：Maxhold測定
・アンテナ偏波面：X方向

●SG送信電圧は約135dBμV（RBW=1kHz）

平均値※ 26.7dB/dec
※測定周波数の距離と電界強度の
近似式の傾斜項平均値から算出

0

10

20

30

40

50

60

70

1 10 100 1000
建屋壁面からの距離 [m]

電
界

強
度

[d
B

u
V

/
m

]

3.8MHz
7.15MHz
10.12MHz
14.2MHz
18.1MHz
21.6MHz
24.95MHz
29MHz

平均 26.7dB/dec

実測の結果から、標準大地および湿地での計算結果と同等の特性を得た。

したがって、距離減衰Aは26dB～40dB/decを距離減衰係数として算出する

All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005
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２．３ 実用上の漏えい電界低減効果

2~12伝搬経路に建物や森林などの障害物がある場合、漏えい電界は低減するウ） シールド効果

14実際の漏えい電界は、自由空間伝搬ではなく、ほぼ見通し可能な地域では26dB/decの距離減衰

係数となるが、見通し外地域では、40dB/decの距離減衰係数として算出できる。

イ） 距離減衰

※２．２節参照

10~20PLCからの漏えい電界は、電力線伝送路のコモンモードインピーダンスや平衡度の変化に

よって、局所的に10~20dBの漏えい電界のレベル差がある。

一般的に、時間や場所により伝搬特性が異なる短波帯では、一つの通信目的に対し複数の

周波数が割り当てられているため、PLCの漏えい電界が局所的に大きくなる周波数を回避

できる可能性がある。

カ） 周波数分布

※参考１．５節参照

10~20
建物の近傍、特に集合住宅における隣家への影響を考慮する場合、PLCの漏えい電界だけでなく、

屋内（自家、隣家ともに）からの人工雑音も増加していることを考慮する。

オ） 建物近傍での

外部雑音増加

※参考１．４節参照

低減量B
[dB]

実用上想定される漏えい電界の影響と低減効果

10~20建物内に設置されたPLCは、屋内配線が放射源となるため、漏えい電界の大きさは、その受信場

所によって異なるが、受信アンテナが移動できる場合には、10~20dBの低減効果が期待できる。

キ） 位置分布

※参考１．６節参照

5~20短波放送の受信など、屋内や窓際に受信アンテナが設置される場合、

建物外壁による遮蔽で、5~20dB受信強度が低下する。

エ） 遮蔽効果

※参考１．３節参照

6～12一般に無線送信局/受信局は、送受信アンテナに指向性を持たせており、

6dB～12dB程度、漏えい電界による影響が低減されると考えられる

ア） アンテナ指向性

※参考１．２節参照
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各無線局の設置環境から以下の分類分けで共存条件を検討

100m以上電波天文
低雑音

地域

広い敷地内に設置された
大型施設で、微弱な電波を
観測する施設

②

⑤

④

③

①

分類

3m以上短波放送
高雑音

地域
集合住宅における使用

10m以上
アマチュア無線

短波放送

高雑音

地域
戸建住宅における使用

30m以上

航空通信

海上通信

アマチュア無線

高雑音

地域

・比較的広い敷地に設置

・ビルの屋上に設置

・支持物(タワー等)に設置

100m以上
航空通信

海上通信

低雑音

地域

・広い敷地内に設置された
大型施設

・船舶、航空機等の移動局

離隔距離該当無線局地域使用環境

２．４ 各無線局の設置環境による分類

All Rights Reserved, Copyright © 高速電力線通信推進協議会 2003-2005
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２．５ 各分類における許容妨害の検討

44.38~1426.0~40.0 （100m）10.3 （低雑音）25.67a)電波天文②

37.422~280 （10m）15.4 （高雑音）29.7a)アマチュア無線

34.06~1212.4~19.1 （30m）15.6 （高雑音）28.00（漁業）

41.56~1212.4~19.1 （30m）23.1 （高雑音）3.023（海保）b)海上通信

34.96~1212.4~19.1 （30m）16.5 （高雑音）22.00a)航空通信

32~40

22~28

12~18

8~14

8~14

低減効果

B[dB]

44.926.0~40.0 （100m）10.9 （低雑音）22.00a)航空通信

21.66

21.66

29.7

22.825

最大周波数

[MHz｣

34.9-13.6（3m）16.5 （高雑音）a)短波放送⑤

38.50 （10m）16.5 （高雑音）b)短波放送

④

34.312.4~19.1 （30m）9.9 （低雑音）c)アマチュア無線

③

44.726.0~40.0 （100m）10.7 （低雑音）b)海上通信
①

EPLC 

(RMS)
[dBuV/m]

距離減衰

A[dB]
（離隔距離）

外部雑音En

[dBuv/m]
（雑音地域区分）

該当無線局
分
類

注１： 最大周波数は、当該無線局が送信/受信する最大使用周波数
注２： 外部雑音は、最大周波数での雑音レベル
注３： EPLCは、距離減衰Aと低減効果Bの最小値を用いて算出した
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３． 漏えい電界強度の許容値
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以上の検討結果を考慮し、下記の条件で共存可能と考える
・分類①については、距離減衰で十分な減衰が得られる
・分類②に関しては、観測用途であり条件は異なるが、それぞれの低減効果により、

実用上問題ないと考えられる。
・分類③～⑤については、周波数分布、アンテナ指向性などの各効果を加味し、

さらに移動可能な受信機を想定した分類④，⑤については位置分布の効果も加味する。

３ 漏えい電界強度の許容値

EPLC < En＋A＋B ＝ ３４．０～４４．９ dBuV/m (RMS)

QP値に換算（10dB）すると、４４．０～５４．９ dBuV/mとなる。

したがって、 44dBμV/m ＠10m 以下を許容条件と考えるこ
とができる
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参考資料 3.2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通信ポート妨害波許容値(CISPR22)の設定根拠と共存条件に関する提案 

（研究会資料 4-4) 
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通信ポート妨害波許容値（CISPR 22）
の設定根拠と共存条件に関する提案

平成１７年４月１４日
情報通信審議会CISPR委員会Iグループ

雨宮 不二雄

資料４－４

2

はじめに

高速電力線搬送通信（PLC）と無線利用の共存条件
に関しては、第２回研究会にPLC-Jより、漏洩電磁界
強度の許容値として44dBμV/mが提案され、第３回研
究会にITU-T/SG5/WP2議長より、勧告K.60の内容が

情報提供されているが、共存条件に関する審議と合意
形成は今後の研究会活動に委ねられている。
本資料は、CISPR22（情報技術装置の妨害波許容

値と測定法）が規定している「通信ポートの伝導妨害
波許容値」の設定根拠を示すもので、今後、PLC研究

会で共存条件を検討していく際には、本資料で示した
考え方を踏襲していくべきであることを提案する。
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あらまし

CISPR22の通信ポートの伝導妨害波許容値は、次の２つの

検討に基づき規定されている。

１．通信ケーブルから放射される妨害波の電界強度
許容値
長波および中波の振幅変調（AM）放送サービスを妨害波

から保護するために必要な、通信ケーブルから放射される
妨害波の電界強度許容値

２．通信ポートの伝導妨害波電流許容値
上記１．の検討で得られた電界強度許容値に対応する、
通信ケーブルを流れるコモンモード妨害波電流値

4

通信ケーブルから放射される妨害波
の電界強度許容値

【検討に考慮した要素①】

１．AM放送を妨害波から保護するために必要な保護比（Pr）
ISDNシステムから放射される狭帯域のビートノイズを考慮し、保護比

として55dBを採用した。

２．保護されるべきAM放送波の電界強度（Fs）
国ごとに異なりまた同一国内でも地方ごとに異なるため、一義的に決め

られない。そこで、都会：80dBμV/m、市街地： 66dBμV/m、田園地

方：60dBμV/mを設定した。

３．建物によるAM放送波の減衰特性（B）

減衰特性は建物の種類（鉄筋、木造等）やその構造等により異なるため

一義的に決められない。そこで上記のFsと同様に都会：20dB、市街地：

6dB、田園地方：0dBを設定した。
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通信ケーブルから放射される妨害波
の電界強度許容値

【検討に考慮した要素②】

４．壁による妨害波の減衰特性（W）

通信ケーブルから放射され隣家の放送受信機に影響を与える妨害波

が壁でどの程度減衰するかを表す値で、一律10dBとしている。

５．採用されるべき保護距離

放射妨害波の許容値の距離と同じ10mを採用した。

６．発生確率に対する許容度（P）
統計データが存在しないため、経験を積み統計データが蓄積されるまで

の間の暫定値として20dBを採用した。

6

通信ケーブルから放射される妨害波
の電界強度許容値 【許容値の算出】

許容値の検討に考慮した各要素の値を用いて、妨害波電界
強度の許容値（L）を次式で求めている。

L = Fs – Pr – B + W + P  （dBμV/m）

10

10

10

W
(dB)

35
35
35

L
(dBμV/m)

2005560田園地方

2065566市街地

20205580都 会

P
(dB)

B
(dB)

Pr
(dB)

Fs
(dBμV/m)

区分

以上の結果より、通信ケーブルから放射される妨害波の
電界強度許容値は、都会、市街地、田園地方のいずれの

場合も、３５dBμV/m（10m）である。
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通信ポートの伝導妨害波電流許容値
【電流許容値設定のプロセス】

１．通信ケーブルから放射される妨害波の電界強度許容値と

して35dBμV/m（10m）を採用した。

２．ビオサバールの法則を用いて、35dBμV/m（10m）の電界

強度を発生させる自由空間に置かれた直線導体に流れる

電流値を求めた。この時、磁界強度と電界強度との変換は

120π（376.7Ω）で行った。

３．ビオサバールの法則で求めた結果と実験室やフィールドで

の実測結果とを比較し、補正を行って電流許容値を決定し

た。

8

通信ポートの伝導妨害波電流許容値
【計算と実測の比較による補正の検討】

１．ビオサバールの法則により、直線導体から距離Rにおける磁界強度Hは

H = Ic / 2πRで与えられる。しかしながら、実験室、フィールドでの実測

結果と比べ、上式で算出された磁界強度は8dB~30dB過大であること

が指摘された。この理由として、自由空間との差、妨害波電流が流れる

直線導体に近接した導体（例：別の線路、配線溝、ケーブル架、金属製

構造体など）に大きな帰還電流Irが流れる影響と認識された。

２．帰還電流Irの影響をISDNシステムを使用しているオフィス等で実測し、

妨害波磁界の形成に関与する通信線のコモンモード電流 Icの実効的な

減少は、最大20dBにも達するとの結果を得た。

３．最終的には、以下の結論を得た。

①自由空間モデルはあまりにも厳しく、これを採用した場合、装置の設

計・対策に膨大なコスト増を招くため、補正を導入する。

②実測で得た20dBは最悪ケースであり、この値で補正するのはリスク

が大きい。 Icの実効的な減少の補正値として10dBを採用する。
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通信ポートの伝導妨害波電流許容値
【伝導妨害波電流許容値の導出】

１．自由空間における磁界許容値の導出

通信ケーブルからの放射妨害波電界強度許容値（35dBμV/m）に対応

する磁界強度は、E（dBμV/m） = H（dBμA/m） + 20log376.7Ωより、

H = -16.5 dBμA/m
２．ビオサバールの法則 H = Ic / 2 πRにより、R = 10 m として、

Ic = 19.5 dBμA
３．求められたIcに対し、 Icの実効的な減少の補正値である10dBを採用し

て補正を行い、通信ポートの伝導妨害波許容値Liとして、

Li = 19.5 dBμA + 10 dB ≒30 dBμA
４．Li = 30 dBμAはクラスB機器の通信ポートの電流許容値（500kHz～

30MHz、準尖頭値検波）に対応する。（150kHz～500kHzについては

電源ポートの許容値との整合を考慮して直線減少許容値としている。）

10

通信ポートの伝導妨害波許容値

30 – 20
20

40 – 30
30

AV

74 – 64
64

84 – 74
74

AV QPQP

40 – 30
30

84 – 74
74

0.15 - 0.5
0.5  - 30

Class B ITE

53 – 43
43

97 – 87
87

0.15 - 0.5
0.5  - 30

Class A ITE

Current Limits
(dBμA)

Voltage Limits
(dBμV)

Frequency
(MHz)

・周波0.15MHz~0.5MHzでは周波数の対数に対して直線的に減少

・電圧許容値と電流許容値との変換係数は20log150=44dB（コモンモード

インピーダンス：150Ω）

・QP：準尖頭値検波 AV：平均値検波 ITE：情報技術装置

許容値は電流許容値が基本である。電圧許容値は通信ポート
のコモンモードインピーダンス（150Ω）で変換したに過ぎない。
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提 案

今後、高速電力線搬送通信（PLC）と無線利用の共
存条件、PLC機器の電源ポート妨害波許容値の検討

を進めるにあたり以下を提案する。

１． PLCと無線利用の共存条件は、CISPR22の通信

ポートの妨害波許容値を決定した際の妨害波電
界強度許容値である、35dBμV/mとする。

２． PLC機器の電源ポートの妨害波電流許容値は、

通信ポートと同一とする。
３． PLC機器の電源ポートの妨害波電圧許容値は、

わが国の電力線のコモンモードインピーダンスの
測定結果をもとに変換係数を導出して設定する。
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参考資料 3.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
資料 4-6「高速電力線搬送通信と無線利用の共存の考え方について」

に対する各構成員からのコメント 

（研究会資料 5-3） 
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参考資料 3.4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高速電力線搬送通信と無線利用の共存条件（許容値）についての提案 

（研究会資料 6-4） 
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資料６－４ 
 
総務省「高速電力線搬送通信に関する研究会」 

事務局御中 
 

                         平成１７年６月１４日 

情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ） 

                          専務理事 池田 茂 

 

高速電力線搬送通信と無線利用の共存条件(許容値)についての提案 

 

１．前回研究会までの共存条件案についての議論の要点 

①松崎構成員案：微弱無線の考え方を適用して、漏洩電界４４dBμV/m（at 10m）を許容値と 

する。   

    

②雨宮構成員案：ＣＩＳＰＲでの議論をもとに、漏洩電界３５dBμV/m（at 10m）を許容値と 

する（但し、ＣＩＳＰＲでは漏洩電界を許容値とはせず、これに相当するコモンモード電流値  

３０ｄＢμＡで規制）。 

 

③ITU-R 勧告における quiet rural 地域における人工雑音以下とする案 

 

  大略上記３案について種々の意見が出されました。 

 

２．ＣＩＡＪの提案 

上記議論を踏まえて、下記提案申し上げます。 

 

①ＰＬＣ禁止帯域および通信帯域についてと２種類の許容値を適用する。 

②禁止帯域にはＣＩＳＰＲ電源ポートの許容値を適用し、通信帯域には通信ポートの 

    許容値を適用する。 

③ＣＩＳＰＲの通信ポートの許容値については電圧値および電流値の二種類が示されているが、 

    基本的な値である電流値を許容値とする。 

  

  許容値案： 

    非通信時 ： ＣＩＳＰＲ電源ポートの雑音端子電圧値６０dBμV 注１)以下 

    通信時   ： ＣＩＳＰＲ通信ポートのコモンモード電流値３０dBμA 注２)以下 

    通信時の使用禁止帯域 ： ＣＩＳＰＲ電源ポートの雑音端子電圧値６０dBμV 注１)以下 

 

       注１) ＶＣＣＩで定められた電源ポート規制値）、  注２) ＣＩＳＰＲ２２の通信ポート電流規制値 

 

提案理由は 

① 議論の対象であった上記３案はいずれも漏洩電界で規制するものであるが、 

     通信機器の検査時に漏洩電界を測定するのは、電波暗室の中で特殊な測定 

     機器を用いた習熟度の高い試験が必要で運用上難しいと考える。 

② 従って、電流値または電圧値のように簡単な装置でどの試験員でも測定可能であり、 

     かつ、工場出荷時に測定できる値での許容値を望む。 

以上 
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参考資料 3.5 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電波天文業務の保護基準について 

（研究会資料 7-8） 
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資料７－８ 
 

 

 

電波天文業務の保護基準について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年 7 月２１日 

 

 

 

国立天文台 
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EXECUTIVE SUMMARY 
 
 電波天文業務は，天体が発する極めて微弱な電波を受信することにより各種

天体現象を探求するものであり，その価値はお金には換算できない。電波天文

業務の重要さ及びその高感度さは，国際電気通信連合憲章，国際電気通信連合

条約，その付属文書である無線通信規則，我が国の電波法，日本国周波数分配

計画脚注等で広く認識されており，様々な関連規定により電波天文業務の保護

が定められている。 
 
 電波天文業務に対する有害な混信閾値は，ITU-R 勧告 RA.769 に定められてお

り，その電界強度に換算した閾値は 2-30MHz 帯においては下記の通りとなる。 
 

Band (MHz) Allocation status 有害混信閾値 

13.36 - 13.41 
25.55 - 25.67 

Primary shared 
Primary  

(passive exclusive) 

-48.2 dB(μV/m) 
-52.4 dB(μV/m) 

 
電波天文アンテナの受信点において，ここに示す有害混信閾値を越える干渉信

号が入射した場合が「有害な混信」となる。なおこの場合，複数の干渉源によ

る累積効果を考慮しなくてはならない。 
 
 電波天文業務を短波帯電力線搬送通信（PLC）から保護するための方法として，

「運用禁止区域」の設置について検討した。その結果，1 台の短波帯電波天文ア

ンテナと 1 台の PLC システムとの間の離隔距離（運用禁止区域の半径）は約

400km となった。しかしより詳細な離隔距離を求めるためには，PLC システム

に関するより詳細な情報（実測に基づく 3 次元放射パターン，3 次元減衰特性，

及び想定される稼働数密度，稼働率，等）が必要である。 
 
 電波天文としては，各無線業務及び電波天文業務が円滑に各業務を実行でき

るために定められている電波法等の規定を短波帯電力線搬送通信設備も同様に

遵守しない限り，我が国での短波帯電力線搬送通信導入には賛成しない。 
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1. 我が国における電波天文局の業務の概要 

1.1 電波天文学の価値—お金をいくら積んでも買えない 
 宇宙では様々な自然現象を通じて電波が発生し，電波は広大な空間を飛び交

っている。これらの一部は電波の窓を通じて地上でも受信でき，我々に遥か彼

方で起こる宇宙の活動を教えてくれる。電波天文観測局では，地上に届く微弱

な宇宙からの電波を受信し，その電波に秘められたメッセージを解読すること

で，宇宙で起こる自然現象の解明を行っている。 
 電波天文学は 1932 年の Karl G. Jansky による 20 MHz における銀河起源電波の

発見に端を発して発達した。可視光では星間空間中の固体粒子による散乱のた

めに見通せる距離はせいぜい 3000 光年と言われるが，電波領域では散乱があま

り効かないために，銀河系の果てまでも見通すことが可能である。電波領域は，

人類がわずか 70 年ほど前に手にした宇宙を観測する「大気の窓」であり，可視

光とは異なるエネルギー現象に対応する電磁波放射を観測するために必須の研

究手段を提供している。 
 天体が発する電波は極めて微弱である。携帯電話を月面に置いたとしたらそ

の発する電波は全天の電波源のトップ 10 に入るほどである。しかし，その電波

が運んでくる情報は，宇宙の始まりのみならず宇宙の未来に関する情報まで含

んでいる。宇宙からの電波は宇宙郵便局が配達してくれる貴重な手紙なのだ。 
 人類にできることは，その微かな信号を耳を澄まして聞き取り，そして私た

ちを生み育んだ宇宙に関する事実を素直に理解することだけである。その意味

では，電波天文学にはお金では買えない価値があると言ってもよいであろう。 
 
1.2 短波帯電波天文学の観測対象 
 13-30MHz 帯（HF 帯）は大気透過度が高く宇宙を地上から見ることができる

電波の窓に対応する周波数帯の中で最も低い部分に相当する。この周波数にお

ける電波天文観測の対象となるのは，木星電波，太陽電波，銀河電波，などで

ある。HF 帯の木星電波の観測からは，木星磁気圏で発生する擾乱現象（オーロ

ラ活動）を探る手掛かりが得られる。オーロラ活動に伴って強力な非熱的電波

が放射される例は，木星の他，地球，土星などにも見られ，磁場を持つ惑星に

共通の特性であるが，唯一木星のみが電波の窓を通じて地上から観測可能であ

る。よって，木星電波の観測は磁化した惑星と太陽風の相互作用や，惑星にお

ける粒子加速，電波放射メカニズムを研究する上で貴重なデータとなっている。

また，太陽で発生する爆発現象に伴って広い周波数にわたり電波が放射される

が，その中でも HF 帯の成分（低周波成分）は，太陽大気外延部（コロナ）から

惑星間空間につながる領域の擾乱現象を反映している。したがって，HF 帯の太
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陽電波の観測は，太陽表面で発生した爆発現象の影響が如何にして遠方へ伝播

してゆくかを解明する上で重要な鍵となる。 
このような基礎的な科学研究の観点のみならず，HF 帯の太陽電波データは，

宇宙天気予報といった応用の観点からも重要な意味を持っている。宇宙天気予

報とは，現代社会を支える人工衛星などの宇宙機器・情報通信基盤が宇宙の擾

乱に対して脆弱であることから，太陽からの擾乱の伝播を的確に予報すること

を目指したもので，擾乱が予想される場合は人工衛星の監視運用体制を強化す

る，軌道変更を控えるなど，既に実用にも供されている。HF 帯太陽電波のデー

タは，太陽擾乱が宇宙環境へ如何なる影響を及ぼすかを判定するための一助と

なっている。一方，銀河に広く分布した高エネルギー電子が出す電波の観測か

らは，銀河系の磁場構造の情報を得ることができる。 
 わが国では，大学などを中心にして，HF 帯における電波天文観測が定常的に

実施され，その観測データに基づいて多くの天文学的な研究成果が生み出され

ている。表 1 に，わが国における主な HF 帯の電波天文観測局の一覧を示す。木

星電波の観測は，東北大，兵庫医大，高知高専などで実施されており，太陽電

波は情報通信研究機構・平磯で定常観測が実施されている。ここで後者の観測

は，宇宙天気予報の基礎となるものである。銀河電波の観測は，兵庫医大など

で実施されている。 
 

 Site longitude latitude 
Kochi 133E31' 33N33' 
Nishi-Harima 134E20' 35N01' 
Zao 140E32' 38N06' 
Hiraiso 140E38' 36N22' 
表１ わが国における主な HF 帯電波天文観測局 

 
 平成 7 年の阪神淡路大震災の直前，兵庫県立西はりま天文台に兵庫医科大学

の前田耕一郎助教授（電波天文学）が設置している木星観測用の電波受信装置

が地震の前後にかけて天体からのものとは明らか異なる異常電波の波形をキャ

ッチした。20 年間も電波観測を行ってきたが全く初めての波形で，極めて限ら

れた地点から放射された珍しい短波で現段階では地震以外の原因が見当たらな

かった。記録紙によると 1 月 17 日の地震発生 40 分前の 5 時頃から約 20 分間、

地震発生後も 45 分間記録されている。通常なら波形は上下に振れるが，この波

形は上方だけに短く振れた特異なものであった。前田氏は電波望遠鏡が設置さ

れている佐用町から南数十 km 以内の特定の地点からの連続して放射された短

波と分析し野島断層が走る淡路島北西からの可能性が高い事が判った。このよ
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うに電波天文観測設備は，その高感度さゆえに様々な副次的応用が可能なシス

テムなのである。 
 

2. 電波天文局の保護基準 

2.1 無線通信規則(RR) 
無線通信規則（Radio Regulations = 以下 RR と呼ぶ）は国際電気通信連合条約

の付属文書であり国際条約の位置づけを持つ。周波数資源は有限であるため RR
では各種無線業務がむやみに電波を放射し，お互いに干渉し合わないよう公平

性を重んじた国際ルールを定めている。そして各無線業務は，この国際ルール

に基づいて策定された国内ルールに従って運用されている。例えば電波法第 56
条—混信等の防止，が相当する。無線業務は，このように厳しい規制下で相互

の重要性を認識しながら運用しており，その秩序を乱すことは「一切」許され

ない。 
 

（混信等の防止） 
第五十六条  無線局は、他の無線局又は電波天文業務（宇宙から発する電波の

受信を基礎とする天文学のための当該電波の受信の業務をいう。）用に供する受

信設備その他の総務省令で定める受信設備（無線局のものを除く。）で総務大臣

が指定するものにその運用を阻害するような混信その他の妨害を与えないよう

に運用しなければならない。但し、第五十二条第一号から第四号までに掲げる

通信については、この限りでない。 
（第 2 項以下略） 
 
さて国際電気通信連合憲章 (Constitution) 第 45 条第 199 号には電気設備が RR

に従って運用している無線設備に有害な障害を与えないようあらゆる実行可能

な措置を取ることの必要性を加盟国が認識しているとの記述がある。 
 

ARTICLE 45 
Harmful Interference 

 
197 1  All stations, whatever their purpose, must be established and 

operated in such a manner as not to cause harmful interference to the radio 
services or communications of other Member States or of recognized operating 
agencies, or of other duly authorized operating agencies which carry on a radio 
service, and which operate in accordance with the provisions of the Radio 
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Regulations. 
198 2  Each Member State undertakes to require the operating agencies 

which it recognizes and the other operating agencies duly authorized for this 
purpose to observe the provisions of No. 197 above. 

199 3  Further, the Member States recognize the necessity of taking all 
practicable steps to prevent the operation of electrical apparatus and 
installations of all kinds from causing harmful interference to the radio services 
or communications mentioned in No. 197 above. 

 
同様に RR でも，電力線及び有線電気設備を含む電気設備が無線業務に有害な

干渉を与えないようにするために、各主管庁が執るべき義務が定められている。

以下は，RR Article15 の関連条項である。 
 

15.12 § 8 Administrations shall take all practicable and necessary steps to ensure that 
the operation of electrical apparatus or installations of any kind, including power and 
telecommunication distribution networks, but excluding equipment used for industrial, 
scientific and medical applications, does not cause harmful interference to a 
radiocommunication service and, in particular, to a radionavigation or any other safety 
service operating in accordance with the provisions of these Regulations1. 
 
1 15.12.1 and 15.13.1 In this matter, administrations should be guided by the latest 
relevant ITU-R Recommendations. 
 
ここで言う有害な混信1 (harmful interference)については，国際電気通信連合

憲章第 45 条（上記参照）及び附属書(ANNEX) 第 1003 号に明確な定義があり，

また RR1.169 にもそれと同文の規定がある。 
 

1003  Harmful Interference: Interference which endangers the functioning of a 
radionavigation service or of other safety services or seriously degrades, obstructs or 
repeatedly interrupts a radiocommunication service operating in accordance with the 
Radio Regulations. 
 
各無線業務がどれだけの干渉量によって有害な混信となるかは各無線業務の

特質によって変わる。従って無線業務毎に，保護するための干渉閾値等が ITU-R

                                                        
1 電波天文業務では，harmful interference の訳には「有害な干渉」を通常使用するが，憲章

の公定訳においては「有害な混信」とされているため，本資料ではそれに従う。 
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勧告として定められている。 
これらのことから容易に理解されるように，主管庁（我が国においては総務

省）は電力線からの放射によって無線業務に有害な混信が生じないことを担保

すべく，最新の関連 ITU-R 勧告を参照しながら，全ての実行可能な，そして，

必要な措置を執らなければならない。 
また，電波天文業務の特性を鑑み，RR には電波天文業務の保護のための条項

が設けられている。その抜粋を以下に示す。主管庁はこれらの規定に従い，電

波天文業務に割り当てられた周波数帯においては電波天文業務を保護しなけれ

ばならない。 
ARTICLE 29 

Radio astronomy service 
Section I – General provisions 

29.1  § 1 Administrations shall cooperate in protecting the radio astronomy service 
from interference, bearing in mind: 
29.2  a) the exceptionally high sensitivity of radio astronomy stations; 
29.3  b) the frequent need for long periods of observation without harmful 
interference; and 
29.4  c) that the small number of radio astronomy stations in each country and their 
known locations often make it practicable to give special consideration to the avoidance 
of interference. 
29.5  § 2 The locations of the radio astronomy stations to be protected and their 
frequencies of observation shall be notified to the Bureau in accordance with No. 11.12 
and published in accordance with No. 20.16 for communication to Member States. 
 

Section III – Protection of the radio astronomy service 
29.8  § 5 The status of the radio astronomy service in the various frequency bands is 
specified in the Table of Frequency Allocations (Article 5). Administrations shall 
provide protection from interference to stations in the radio astronomy service in 
accordance with the status of this service in those bands (see also Nos. 4.6, 22.22 to 
22.24 and 22.25). 
29.9  § 6 In providing protection from interference to the radio astronomy service on 
a permanent or temporary basis, administrations shall use appropriate means such as 
geographical separation, site shielding, antenna directivity and the use of time-sharing 
and the minimum practicable transmitter power. 
29.12  § 9 In applying the measures outlined in this Section, administrations should 
bear in mind that the radio astronomy service is extremely susceptible to interference 
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from space and airborne transmitters (for further information, see the most recent 
version of Recommendation ITU-R RA.769). (WRC-03) 
29.13  § 10 Administrations shall take note of the relevant ITU-R Recommendations 
with the aim of limiting interference to the radio astronomy service from other services. 
 

また，日本国周波数割当計画国内脚注J32 によれば 
"13360- 13410kHz ，25550- 25670kHz …（以下周波数略）…，の使用は，電波

天文業務を有害な混信から保護するための実行可能なすべての措置を執らな

ければならない。宇宙局又は航空機上の局からの発射は，電波天文業務に対す

る著しく重大な混信源となり得る(無線通信規則第4.5 号及び第4.6 号並びに第

29 条参照)" 
 
とあり，総務省による電波天文業務保護が明確に規定されている。これは

RR5.149に沿った規定である。 
なお，短波帯については RR に下記の規定(4.11, 4.12)があり，主管庁はこの帯

域における長距離通信が可能となるよう，あらゆる可能な努力をすることに同

意していると同時に，長距離通信に有害干渉を与えることのないような通信方

法をとることが主管庁に要請されていることが理解できよう。本規定は間接的

に，短波帯電波天文観測にとって良好な観測環境を確保することを可能として

いる。同様に，本規定が遠洋上の船舶2や航空機の安全確保，遭難時の通信手段

の確保等，「人命の安全」に貢献していることを忘れてはならない。 
 
4.11  Member States recognize that among frequencies which have long-distance 
propagation characteristics, those in the bands between 5 MHz and 30 MHz are 
particularly useful for long-distance communications; they agree to make every possible 
effort to reserve these bands for such communications. Whenever frequencies in these 
bands are used for short or medium-distance communications, the minimum power 
necessary shall be employed. 
4.12  To reduce requirements for frequencies in the bands between 5 MHz and 30 
MHz and thus to prevent harmful interference to long-distance radiocommunications, 
administrations are encouraged to use, whenever practicable, any other possible means 
of communication. 
                                                        
2 1992 年の GMDSS（海上における遭難及び安全に関する世界的な制度）の導入に伴い，船

舶へのモールス電信の義務付けはなくなったが，今なお短波帯の無線電話や印刷電信が遭

難安全通信のための義務設備に位置付けられ，実際に運用されていることに留意すべきで

ある（海上における人命の安全のための国際条約(SOLAS 条約)及びそれに基づく電波法施

行規則第 28 条第 1 項，船舶設備規程第 311 条の 22）。 
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従って電波天文としては，以上の電波天文保護規定を逸脱することに繋がる

新サービスの導入には，サービスの種類を問わず，賛成できない。 
 
2.2 電波天文業務の保護基準 

RR 15.12 における関連勧告とは，電波天文業務の場合，本章と次章で述べる 2
本である。 

RR Article 29 でも触れられているが，電波天文業務の干渉閾値は ITU-R 勧告

RA.769 により定めている。その値は電波天文局（受信点）における干渉信号の

入力電力で表現した場合，ΔPH＝-185 dBW（13 MHz 帯），ΔPH＝-188 dBW（25 
MHz 帯）である。これらの数値を超える干渉が電波天文業務への有害な混信で

ある。これらは電波天文用受信機の性能や典型的な観測時間に基づいて決めて

いる閾値であり，干渉源が単一なのか複数なのかは問わない。言い換えれば，

累積効果も考慮した干渉検討を行う必要がある。 
すぐにわかるように，これらの値は，通常の通信波の受信レベルに比べ極め

て微弱である。よって，HF 帯の電波天文観測局の多くは市街地等を避けて，地

方の電波的に静穏な場所に設置されている。 

 

また表2に ITU-R勧告RA.769 の干渉閾値を電界強度に変換した数値を示す。 
 

Band (MHz) Allocation status Level of harmful 
interference 

13.36 - 13.41 
25.55 - 25.67 

Primary shared1 
Primary (passive 

exclusive)1 

-48.2 dB(μV/m) 
-52.4 dB(μV/m) 

表 2 電波天文業務の有害干渉閾値 (dB(μV/m)) 
1 日本国周波数分配計画脚注 J32 が適用される。 

 
 
2.3 許容されるべき干渉時間率（データ損失率） 

2.2で規定する干渉量を超えるものが電波天文業務に対する有害な混信である

が，通常は有害干渉を生じなくても伝搬経路等の条件により一時的に干渉閾値

を越えることはあり得る。そこで電波天文業務が許容するべき干渉時間率（デ

ータ損失率）が ITU-R 勧告 RA.1513 により定められている。以下は，勧告の関

連部分の抜粋である。 
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recommends  
･･･ 
2  that, for evaluation of interference, a criterion of 2% be used for data loss to the 
RAS due to interference from any one network, in any frequency band which is 
allocated to the RAS on a primary basis; and 
3  that the percentage of data loss, in frequency bands allocated to the RAS on a 
primary basis, be determined as the percentage of integration periods of 2 000 s in 
which the average spectral power flux-density (pfd) at the radio telescope exceeds the 
levels defined (assuming 0 dBi antenna gain) in Recommendation ITU-R RA.769. The 
effect of interference that is periodic on time scales of the order of seconds or less, such 
as radar pulses, requires further study. 
 
これから理解されるように，単一周波数帯を用いると考えられる PLC システ

ム（モデム及び電力線）全体が one network を構成するので，個別 PLC モデムや

電力線からの漏洩電波の累積効果を考え，その結果生じる有害な混信の干渉時

間率が 2%以下ならば電波天文業務はその有害な混信を受忍することになる。逆

に与干渉(今回は PLC)側は 2%を越える時間率で有害な混信を生じさせるならば，

その時間率を 2%以下にしなければならない。 
 

3. 電力線搬送通信設備の使用周波数帯域を拡大した場合の影響 

わが国で電力線搬送通信設備（PLC）に使用する周波数帯域を拡大した場合，

HF 帯の電波天文観測にとって重大な影響が発生し，継続した観測を行うことは

極めて困難になると思われる。以下に，危惧する事項をまとめる。 
 
1) PLC からの干渉レベルが，電波天文観測の受信レベルに比べ強力であること 
 電波天文観測の性質上，電力線は不可欠であるので，電波天文観測局ではご

く近傍から PLC の干渉を受ける可能性がある。この他，様々な場所からの複合

干渉や，コヒーレントな波による干渉の効果などを考えると，PLC からは強力

な不要放射が予想される。先にも述べたように HF 帯の電波天文観測で対象にし

ている電波の受信強度は，これに比べると，何桁も低い。よって，観測対象と

なる受信レベルより大きな干渉があった場合，致命的となる。 
 
2) PLC からの影響が，広範囲に及ぶこと 
 通常の電波放射源は点とみなせるので受信電力は距離の二乗に反比例して減

少するが，PLC からの不要放射は電力線に沿って放射されるので，受信電力は
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距離の一乗に反比例して減衰すると考えられる。この推測は，2002 年に総務省

が開催した「電力線搬送通信設備に関する研究会」（以下，「研究会」とよぶ）

の最終報告によってほぼ正しいことが分かっている（受信電力の距離による減

衰は，距離の-1.3 乗に比例したとの報告がある）。即ち，これは PLC の不要放射

は点源である場合に比べより遠方まで伝播することを意味する。また，HF 帯の

電波は電離層反射によって，見通し距離外にまで伝播すると考えられる。よっ

て，狭い国土のわが国では，HF 帯の電波天文観測のための電波的に静穏な場所

を確保することができなくなる可能性も想定される。 
 
3) PLC が強力な不要放射をするにも関わらず無線局として認知されないこと 
 PLC システムは無線局として認知されず，電波法第 25 条に基づく情報の公表

がなされないことから，有害な混信を起こしたとしてもその源を特定すること

ができない。ましてや in-house 系の PLC であれば，干渉源として考えられる家

屋内に入ってまで探査するのは捜査権でもない限り困難である。 
 

4. 電力線搬送通信設備の運用禁止区域 

電波天文観測は長時間に渡って行われること，PLCシステムも常時運用され

ることを考慮すると，電波天文業務をPLCシステムによる有害な混信から防ぐ

ためには，電波天文局の周囲に「PLC運用禁止区域」を設けることが最も望ま

しい。 
運用禁止区域の電波天文局からの半径を，PLCモデムからの放射電力値を-50 

dBm/Hz，電力線のアンテナゲイン-20 dBと仮定し，漏洩電波は空間を伝搬する

ことを考慮して求めてみる。その結果，1台のPLCモデムに接続された電力線か

らの不要放射がITU-R勧告RA.769に定める干渉閾値を満たすためには，PLCモ

デム及び電力線と電波天文施設間の隔離距離が13 MHzで約424 km、25 MHzで
約253 km以上必要であることが示された。システムが複数ある場合には累積効

果により更に隔離距離が大きくなる。離隔距離を400kmとした場合の，我が国

の短波帯電波天文局周辺の運用禁止区域の分布を図1に示す。北海道を除く国内

ほぼ全ての地域でPLCの運用ができないことが分かる。 
この結果は，PLCの国際研究会であるISPLC2003にて発表され，電波天文を

PLCから保護するためには大きな離隔距離が必要であるとの認識で国際的な意

見の一致を見ている。また，既にITU-Rに我が国の寄与文書として入力され，

WP1Aにて新勧告案作成の基礎として使用されている。 
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図1. PLC運用禁止区域の分布（PLCシステム1台に対応） 

 

また，本計算ではモデムや電力線からの放射が距離の2乗に比例して減衰する

と仮定したが，電力線は線状に分布しているため，減衰は距離の-1.3乗で起きる

との2002年の「研究会」最終報告を参照すると離隔距離はかなり長くなると予

想される。さらに，PLCシステムからの放射の累積効果を求めるためにはPLC
モデム及び電力線の分布や配置も考慮に入れる必要がある。地形によるシール

ド効果も考慮に入れる必要があるが，PLCシステムが導入された場合の分布密

度が十分に高い(最低でも無線LANと同程度とすれば3000システム/km2)であろ

うこと，また，水平に張られた電力線からの放射は，水平方向より大きな仰角

方向により効率的に起きることも考慮すると，必要な離隔距離が相当大きいと

いう結論は変わらないと予想される。 
  
全ての被干渉システムに共通であるが，生じうる障害に関してより詳細な推

定を行うためには，下記の情報が必要である。 
 電力線通信設備の稼働数密度 (単位km2当たりの分布数)の推定 
 同設備の時間稼働率（単位時間あたりPLCシステムが稼働している時間は

何%か） 
 電力線からの3次元放射パターンの詳細（電力線の接続，家電製品の稼働

状況に応じたパターン変化も含めること） 
 電力線からの放射の距離減衰性（放射が距離のどのような関数として減

衰してゆくのか。放射は3次元的に起きることを考慮すると，距離減衰性

の3次元分布が必要。） 
 その他 
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数密度や稼働率については立場の異なる人々の間で合意した数値（範囲）を

使用する必要があろう。放射パターンや距離減衰については，多数の実測が必

要であり，統計的に処理することにより典型例（もしくは範囲）を定めて詳細

計算に用いることが必須である。 
 

5. その他 

PLC においては，各家庭への配電線や家庭内の電力線の利用が考えられてい

る。配電線や電力線は短波帯の周波数の信号を載せることを想定して設置され

た伝送路ではない。高周波信号は所謂「表皮効果」によって電力線の表面を伝

搬する。したがって，シールドされていない電力線に高周波信号を重畳させれ

ば，不要電波が電力線から放射されることは避けられない。電力線からの漏洩

電波は，現在の電力線の構造では不可避であり，漏洩電波を大きく減衰させる

ためにはシールドした電力線に張り替えることが最も効果的であろう。 
今後の情報化社会において，電波は重要な役割を担うと考えられる。したが

って，我々は，不要放射を最小限に抑えてクリーンな電波環境を保つよう努力

をする必要がある。そのような観点に立つと，広帯域で不要放射が生じること

がわかっているにもかかわらず，当面の利便性を優先する PLC の考え方には賛

成できない。 
短波帯で音を聞きながら天体電波の観測を行っていると，違法に強い電波を

運用していることによると思われる人工電波源による混信を受けることがたび

たびある。しかし，このような混信源を特定することは一般に困難である。混

信源が移動体の場合は，さらに困難である。仮に PLC が運用されるとした場合，

思わぬ不具合により短波帯で強い放射が起こる可能性を否定できない。また，

PLC 信号は広い地域に伝搬する可能性が高いので，全体としての累積効果も運

用地域によって異なると考えられる。一般に，短波帯の電波の場合には有効な

遮蔽手段がとりにくく，電波障害から自衛することは難しい。したがって，PLC
運用の可能性を検討する段階から，広範囲で電波環境を監視するシステム（国

際的な監視体制の提案を含む。）と不具合が生じた際の責任体制についても検討

対象として含めるべきである。 
 
最後に参考資料として下記の 2 点を示す。 

 日本学術会議天文学研究連絡委員会は，平成 14 年 5 月 7 日の会合において電

力線搬送通信が電波天文に与える影響の大きさが甚大であることを考慮し，同

年 5 月 10 日付けで同通信の導入に反対する決議を行った。（次ページ参照）本

決議は，日本学術会議総会において承認の後，記者会見等を通じて一般にも公
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表した。 
 また地球電磁気・地球惑星圏学会も平成 14 年 6 月 10 日に「電力線搬送通信

（PLC）に使用する周波数帯域の拡大に関する要望書」を総務大臣宛に送付し

ている（次々ページ参照）。 
 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

電力線搬送通信（PLC）による低周波電波天文観測への 

干渉問題について 
 

2002 年 5 月 10 日 
 

                   日本学術会議天文学研究連絡委員会 
 
 日本学術会議天文学研究連絡委員会は，2002 年 5 月 7 日の会議において，電

波天文周波数小委員会から，別紙資料に基づいて，電力線搬送通信（PLC）計画

についての説明を受け討議しました。その中で，天文学的に重要な位置付けを

もつ低周波電波天文観測を不可能にする可能性が極めて高いことから，強い懸

念を表明する意見が多く出されました。さらに，私たちの研究分野である電波

天文学のみならず，短波通信への大きな干渉も予想され無線通信の障碍も少な

くないと思われます。また，PLC は家庭等に光ファイバが普及するまでの間の

暫定的なインターネット通信を提供する手段にすぎず，その性能は現在技術発

展が目覚しい光ファイバによるブロードバンド通信の持つ性能には到底追いつ

かないものであり，陳腐化するまでの期間が極めて短いと予想されます。 
 以上のように，PLC は，電波観測や電波通信の障碍となるだけでなく，通信

技術の観点からからみても不経済であり，フィンランドなど海外において導入

が見送られた例もあります。天文学研究連絡委員会として，総務省が拙速に PLC
の導入を進めることに反対することを全員一致で決議しました。 
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平成１４年 ６月１０日 
片山虎之助 総務大臣殿 
 

電力線搬送通信（ＰＬＣ）に使用する周波数帯域の拡大に関する要望書 
 

地球電磁気・地球惑星圏学会 
会長  荒木 徹 

 
 全国の大学および研究機関に所属する多くの研究者から構成される本学会は、

１９４７年に創設され、以来、地球内部電磁気、下層・中層大気、超高層大気、

地球電離圏、磁気圏、オーロラの研究、さらにはハレー彗星や惑星の探査にお

いて世界の地球電磁気学、宇宙科学をリードする活動を行ってきました。地球

および宇宙空間内に生起する自然現象を、地上観測、ロケットや人工衛星等の

飛翔体観測、および理論研究によって解明してゆく本学会の学術研究活動の中

でも、地上観測は創立以来の長い歴史を持っています。ここでは磁場や、幅広

い周波数・波長帯での電磁波や光を主な観測研究の手段として用いて、地球周

辺の自然現象の解明にとどまらず、惑星、太陽、太陽系空間、さらには銀河系

をも研究対象に加えて、研究領域を拡大してきました。 
 
 現在、総務省では、急速に発展しつつあるネットワーク通信の需要への対応

として、「規制改革推進３か年計画」に基づき、電力線搬送通信（ＰＬＣ）設備

に使用する周波数帯の拡大が検討されています。しかし、この拡大が検討され

ている２－30MHz の短波帯より VHF 帯に至る周波数領域においては、地震・火

山活動や地殻変動に伴う電磁波放射現象の研究、電磁波を用いた大気圏より中

間圏・熱圏に至る大気構造と変動の研究、地球電離圏構造およびその変動の研

究、木星のオーロラに伴う木星電波放射現象の研究、太陽活動の変動に伴う太

陽電波放射現象の研究、さらには、太陽系外のパルサーやブラックホールの物

理の解明を進める研究等、世界的な視野での学術研究が進められております。 
 
 これらの研究の特色は、自然の電磁波放射或いは微弱な電波信号を検出する

ことで、自然現象を究明している点にあります。ＰＬＣに使用する周波数帯の

拡大が計画通り実施された場合、空中線となる電力線からの不要放射は、これ

らの観測にかかる広い周波数領域において電磁環境を汚染することは不可避で

す。特に我が国では学術上重要な観測点を住宅地域から遠く隔離することが困

難な現実があります。さらに、電離層反射を伴う短波帯電波の伝搬特性により、

遠く離れた地域或いは国外においてもその影響を免れることは困難です。従っ
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て PLC の普及は、国内外における電磁環境に極めて深刻な影響をもたらすと危

惧されます。ＰＬＣは、現在急速に発展しているインターネット技術において

は、光通信網に完全に移行するまでの過渡的な要請を満たすという色彩が強く

感じられます。しかし一旦 PLC による電磁環境の汚染が始まった後は、この広

い周波数領域全般にわたって、自然の本来の姿を知ることが困難となることは

明白です。また将来において、この周波数領域の電磁波を用いた、新たな自然

科学発展の機会を失うことに他なりません。 
 
以上のような学術研究への影響の重大性を鑑みて、現在検討が進められていま

す「電力線搬送通信（ＰＬＣ）に使用する周波数帯域の拡大」に関しましては、

自然が本来持っている姿を失ってしまうことのない様、慎重にご検討いただく

よう要望いたします。 
 

               

以上 
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